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BilMoGとその草案の比較表
ドイツ「貸借対照表法現代化法」にみる現代会計の性質
Gesetz　zur　Modernisierung　des　Bilanzrechts－BilMoG
千　葉　修　身
　　Osami　Chiba
　本資料には，2009年5月29日にドイツ連邦共和国（以下，ドイツと略）で施行された「貸借
対照表法現代化法」（“Gesetz　zur　Modernisierung　des　Bilanzrechts”－BilMoG，以下，　BilMoGと
略）（’）の訳文が提示されている。その際，同法の2つの草案，即ち，連邦司法省参事官草案（以
下，参事官草案と略）②および連邦政府草案（以下，政府草案と略）③との比較を可能にするために，
対照表の形式が採用されている④。これにより，同法の草案段階から制定に至る変化の過程を跡
づけ，また，このことを通じて，現代会計の性質の一端を垣間見ようとするものである。
周知のとおり，BilMoG制定に向けた制度的基盤は，2003年2月25日付の「企業の高潔性と投
資家の保護とを強化するための連邦政府の措置一覧」（以下，「措置一覧」と略）にみるその第4項
目「貸借対照表規則の再開発と国際的会計報告基準への適合修正」である⑤。この措置一覧に示
された項目の一部は，その後，2004年12月10日に発効した「貸借対照表法改革法」（以下，「改
革法」と略）で実現されることになるが，残された項目については，BilMoGに留保され，しか
も，「改革法」草案理由書には，最初のBilMoG草案の公表は2004年下半期とする旨が告知さ
れていたのである。しかし，参事官草案の公表は，2005年3月25日付の「貸借対照表法現代化
（1）Gesetz　zur　Modernisierung　des　Bilanzrechts（Bilanzrechtsmodernisierungsgesetz－Bi1MoG），　in：
　Bundesgesetzblatt　Jahrgang　2009　Teil　I　Nr．27，　ausgegeben　zu　Bonn　am　28．　Mai　2009，　S．llO2－1137．
（2）BMJ，　Referentenentwurf　eines　Gesetzes　zur　Modernisierung　des　Bilanzrechts（Bilanzrechts－
　modernisierungsgesetz－BilMo　G），　abrufbar　unter：http：／／rsw．beck．de／rsw／upload／Beck＿Aktue11／
　RefE＿BilMoG．pdf
（3）　BT－Drucksache　16／10067，　Gesetzentwurf　der　Bundesregierung，　Entwurf　Gesetzes　zur　Modern－
　isierung　des　Bilanzrechts（Bilanzrechts－modernisierungsgesetz－Bi1MoG）vom　30．7．2008，　abrufbar
　unter：http：／／rsw．beck．de／rsw／upload／Beck＿Aktue　ll／Regierungsentwurf＿BilMoG．pdf
（4）　なお，両草案の比較ならびに政府草案公表直後の状況については，拙稿「ドイツ貸借対照表法現代化
　法一司法省参事官草案と政府草案一」『明大商学論叢』第91巻第1号（2009年2月），317－402を参
　照されたい。
（5）　MaBnahmenkatalog　der　Bundesregierung　zur　Starkung　der　Unternehmensintegritat　und　des
　Anlegerschutzes　vom　25．2．2003，　abrufbar　unter　http：／／www．bundesfinanzministerium。de／
　Anlage　17029／Massnahmenkatalog－der－Bundesregierung－zur－Staerkung－von－Unternehrnensintegritaet－
　und－Anlagerschutz．pdf
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法に関するドイツ基準設定委員会の提案」（6）を経た後の2007年11月8日であった。次の表は，
BilMoGが制定されるまでの，その後の一連の経緯である（7）。「措置一覧」の公表から数えて，
実に6年以上もの歳月を要したことになる。
2007年11月8日連邦司法省が，貸借対照表法現代化法の参事官草案を提出する。
2008年1月8日連邦司法省において，非公開の専門家公聴会が開催される。
2008年1月23日FDP議員団が，小質問によって，貸借対照表法現代化の税務中立性を照会する。
2008年2月12日連邦政府が，はたして貸借対照表法現代化法の転換に際して自然人または法人にとっ
ﾄ税務上の負担加重が生じないかという質問の吟味を開始する。
2008年5月21日連邦内閣が，貸借対照表法の現代化に関する法律の草案を決議する。
2008年5月23日法律草案が連邦参議院に届き，管轄権を有する委員会に付託される。
2008年7月4日連邦参議院が，第846回本会議において，貸借対照表法現代化法の政府草案に関して，
ﾓ見表明を行う。
2008年8月12日貸借対照表法現代化法の政府草案が，連邦議会印刷物としても提出される。
2008年9月25日連邦議会において，貸借対照表法現代化法の政府草案の最初の審議が開催される。
2008年10月28日FDP議員団が，小質問において，金融市場の現状を踏まえてドイツにおける貸借対
ﾆ表法改革の現実的対応を主題に据える。
2008年ll月25日連邦政府が，FDP議員団の小質問に対する回答書において，金融危機の経験を貸借
ﾎ照表法改革に関係づける用意がある旨を通知する』しかし，そこには，金融商品の
梔ｿ評価構想を原則として放棄しようとする徴候は国際的に見られない点の指摘が盛
闕桙ﾜれた。
2008年12月17日連邦議会の法務委員会において，専門家公聴会が公開で開催される。特に特定の金融
､品の（いわゆる「Fair　Value評価」と類似した）時価評価の導入計画について，
齧蜑ﾆの見解が分かれた。
2009年3月26日連邦政府から提出された貸借対照表法現代化法の草案は，連邦議会の第2および第3
ﾇ会における審議を経て，法務委員会の決議勧告の草案に収容される。左派議員団の
C正動議は拒否された。
2009年4月3日連邦参議院が，第857回本会議において，連邦議会により2009年3月26日に可決さ黷ｽ法律を基本法第80条第2項および第105条第3項に基づいて承認することを決
cする。
2009年5月28日2009年5月25日付の貸借対照表法現代化法が連邦法律公報に告知される。
2009年5月29日貸借対照表法現代化法が施行される。
　はたしてドイツは，BilMoGを通じて，どのように「貸借対照表規則の再開発と国際的会計報
告基準への適合修正」を遂行しようとしたのであろうか。以下，「BilMoGとその草案の比較表」
を示す。
（6）　Vorschlage　des　DSR　zum　Bilanzrechtsmodernisierungsgesetz，　abrufbar　unter　http：／／www．
　　standardsetter．de／drsc／docs／press＿releases／Vorschlag％20Bi1MoG＿DSR．pdf
（7）　Entwicklungsgeschichte，　abrufbar　unter　http：／／rsw．beck．de／rsw／shop／defaultasp？sessionid＝
　　885567C2154459EBCD7521610124674＆docid＝250807
BilMoGとその草案の比較表
BilMoG－RefE
〈参事官草案〉
BilMoG－RegE
　〈政府草案〉 BilMoG
（?）
1　理由書等にみる問題の所在
　　　　Referentenentwurf　eines
　　　　Gesetzes　zur　Modernisierung
　　　　　　des　Bilanzrechts
（Bilanzrechtsmodernisierungsgesetz－BilMoG）
　　　　連邦司法省参事官草案
貸借対照表法を現代化するための法律
　（貸借対照表法現代化法一BilMoG）
A　課題と目標
　ドイツの企業は，現代的な貸借対照表作成基礎を
必要としている。そこで，貸借対照表法現代化法の
目標は，商法典の貸借対照表法の頂点一商法典の
貸借対照表が配当測定と税務上の利益算定の基礎で
あり続けること一を放棄することなく，持続的で，
　　Gesetzentwurf　der　Bundesregierung
　　　Gesetzes　zur　Modernisierung
　　　　　　des　B童lanzrechts
（Bilanzrechtsmodernisierungsgesetz－BilMoG）
　　　　連邦政府の法律草案
貸借対照表法を現代化するための法律
　（貸借対照表法現代化法一BilMoG）
A　課題と目標
　ドイツの企業は，現代的な貸借対照表作成基礎を
必要としている。そこで，貸借対照表法現代化法の
目標は，商法典の貸借対照表法の頂点一商法典の
貸借対照表が配当測定と税務上の利益算定の基礎で
あり続けること一と現行の正規の簿記の諸原則の
　　　　　　　　　Gesetz
　　　　　　zur　Modernisierung
　　　　　　des　Bilanzrechts
（Bilanzrechtsmodernisierungsgesetz－BilMoG）
In：Bundesgesetzblatt　Jahrgang　2009　Teil　I　Nr，27，
ausgegeben　zu　Bonn　am　28．　Mai　2009，　S．1102－1137．
　法務委員会の決議勧告と報告書
　　　　　〈法務委員会草案〉
ならびに連邦法律公報掲載の原文より
　連邦政府の法律草案一印刷物16／10067一貸借
対照表法を現代化するための法律（貸借対照表法現
代化法）の草案一に対する法務委員会（第6委員
会）の決議勧告および報告書
A　問　題
??????????
　ドイツの企業は，現代的な貸借対照表作成の基礎
を必要としている。貸借対照表法現代化法の目標は，
商法典の貸借対照表法の頂点一商法典の貸借対照
表が配当測定と税務上の利益算定の基礎であり続け　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　おること一と現行の正規の簿記の諸原則のシステム
国際的な会計（報告）基準に比して価値十全な，し
かし，よりコスト上有利で，かつ，より簡素な代替
案へと，信頼される商法典の貸借対照表法を更に開
発することである。それ以上に出て，企業から一
可能であれば一不必要なコストを軽減しようとす
るものである。
　その上，年度決算書および連結決算書の決算監査，
理事会指令78／660／EWGおよび83／349／EWGの
変更，理事会指令84／253／EWGの廃止に関する
2006年5月17日付の欧州議会および理事会の指令
2006／43／EG，欧州共同体公報第Ll57号，87頁
（いわゆる決算監査人指令），そして理事会指令78／
660／EWG，86／635／EWGおよび91／674／EWGの
変更に関する2006年6月14日付の欧州議会および
理事会の指令2006／46／EG，欧州共同体公報第L
224号，1頁（いわゆる修正指令）が，慎重に一
「逐一」一転換されなければならない。
B　解決策
解決策は，個人商人および人的商事会社に関する
商法上の帳簿記帳義務および貸借対照表作成義務の
包括的な規制緩和にある。それ以上に出て，資本会
社に対して，規模に基づく簡便措置および免除措置
の適用を可能ならしめるために，規模基準値が引上
げられる。
　同時に，商法上の年度決算書およびコンツェルン
決算書の情報提供機能が，商法典の会計（報告）規
定の現代化により強化される。この会計（報告）規
定を一修正指令から生じた適合修正の必要を考慮
して一ドイツでは中小企業により持続的に拒否さ
システムを放棄することなく，持続的で，国際的な
会計（報告）基準に比して価値十全な，しかし，よ
りコスト上有利で，かつ，より簡素な代替案へと，
信頼される商法典の貸借対照表法を更に開発するこ
とである。それ以上に出て，企業から一可能であ
れば一不必要なコストを軽減しようとするもので
ある。
　その上，年度決算書および連結決算書の決算監査，
理事会指令78／660／EWGおよび83／349／EWGの
変更，理事会指令84／253／EWGの廃止に関する
2006年5月17日付の欧州議会および理事会の指令
2006／43／EG，欧州連合公報第L157号，87頁（い
わゆる決算監査人指令），そして理事会指令78／660／
EWG，86／635／EWGおよび91／674／EWGの変更
に関する2006年6月14日付の欧州議会および理事
会の指令2006／46／EG，欧州連合公報第L224号，
1頁（いわゆる修正指令）が，慎重に一「逐一」
一転換されなければならない。
B　解決策
　解決策は，個人商人に関する商法上の帳簿記帳義
務および貸借対照表作成義務の包括的な規制緩和に
ある。それ以上に出て，資本会社に対して，規模に
基づく簡便措置および免除措置の適用を可能ならし
めるために，規模基準値が引上げられる。
　同時に，商法上の年度決算書およびコンツェルン
決算書の情報提供機能が，商法典の会計（報告）規
定の現代化により強化される。この会計（報告）規
定を一修正指令から生じた適合修正の必要を考慮
して一ドイツでは中小企業により拒否されている
IFRSに対する価値十全な，しかし，よりコスト上
を放棄することなく，持続的で，国際的な会計（報
告）基準に比して価値十全な，しかし，よりコスト
上有利で，かつ，より簡素な代替案へと，信頼され
る商法典の貸借対照表法を更に開発することである。
それ以上に出て，企業から一可能であれば一不
必要なコストを軽減しようとするものである。
　その上，年度決算書および連結決算書の決算監査，
理事会指令78／660／EWGおよび83／349／EWGの
変更，理事会指令84／253／EWGの廃止に関する
2006年5月17日付の欧州議会および理事会の指令
2006／43／EG，欧州連合公報第L157号，87頁（い
わゆる決算監査人指令），そして理事会指令78／660／
EWG，86／635／EWGおよび91／674／EWGの変更
に関する2006年6月14日付の欧州議会および理事
会の指令2006／46／EG，欧州連合公報第L224号，
1頁（いわゆる修正指令）が，慎重に一逐一一
転換されなければならない。
B　解決策
??
『?》????』??????
　解決策は，変更を加えた条文からなる本法律草案
を承認することである。これにより，個人商人に係
る商法上の帳簿記帳および貸借対照表作成に関する
義務は包括的に緩和される。それ以上に出て，資本
会社と特定の資本会社（Kapitalgesellschaften＆
Co．無限責任社員法人制資本会社）に対して，規模
に基づく簡便措置および免除措置の適用を可能なら
しめるために，規模基準値が引き上げられる。
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定の現代化によって強化される。この会計（報告）
れているIFRSに対する価値十全な，しかし，より
コスト上有利で，かつ，より単純な代替案へと更に
展開せしめるのである。
　決算監査人指令の転換には，とりわけ，決算監査
の法律における適合修正が必要である。
C　代替案
なし。
D　国庫に与える財政上の影響
　本法律は，国庫に対して，数字で示し得る影響を
何ら有していない。
E　その他の費用
　規制緩和措置一とりわけ個人商人および人的商
事会社に対して商法上の帳簿記帳義務および貸借対
照表作成義務を免除する措置一により，約10億
ユーロのコストが削減される。その他の規制緩和措
置においては，本改正は，結局のところ（per　Sa1－
do），殆ど全く（weitestgehend）コスト中立的で
ある。
　決算監査人指令の転換には，とりわけ，決算監査
の法律における適合修正が必要である。この適合修
正は，個別ケースにおいては，経済監査を行う職業
に対して付随的な追加コストをもたらす可能性があ
る。このコストは，数字では示し得ないが，しかし，
これにより，決算監査の客観性とその品質に対する
信頼性が獲得されるのである。
　社会保障制度費用と物価水準，とりわけ消費者物
有利で，かつ，より単純な代替案へと更に展開せし
めるのである。
　決算監査人指令の転換には，決算監査の法律にお
ける適合修正が必要である。
C　代替案
なし。
D　国庫に与える財政上の影響
　本法律は，国庫に対して，数字で示し得る影響を
何ら有していない。
E　その他の費用
　規制緩和措置一とりわけ個人商人に対して商法
上の帳簿記帳義務および貸借対照表作成義務を免除
する措置一により，約10億ユーロのコストが削
減される。その他の規制緩和措置においては，本改
正は，結局のところ，殆ど全くコスト中立的である。
　決算監査人指令の転換には，決算監査の法律にお
ける適合修正が必要である。この適合修正は，個別
ケースにおいては，経済監査を行う職業に対して数
字で示し得ない追加コストをもたらす可能性がある。
しかし，これにより，決算監査の客観性とその品質
に対する信頼性が獲得されるのである。
　社会保障制度費用と物価水準，とりわけ消費者物
価水準への影響は，本法律からは発生しない。
規定を一修正指令から生じた適合修正の必要を考
慮して一ドイツでは中小企業により拒否されてい　　盆
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ごるIFRSに対する価値十全な，しかし，よりコスト
上有利で，かつ，より単純な代替案へと更に展開せ
しめるのである。
　決算監査人指令の転換には，決算監査の法律にお
ける適合修正が必要である。
　法務委員会は，政府草案に対する審議において，
若干の変更を決議した。その際，次の項目が，本質
的に重要である。
L　売買目的で取得した金融商品の時価評価（政府
　草案の条文における商法典第253条第1項第3文）
　を削除したこと
2．　固定資産たる自己創設の無形財産対象物の積極
　側計上について，積極側計上義務（政府草案の条
　文における商法典第248条，第255条第2a項，
　第268条第8項）に代えて選択権を導入したこと
3．　積極側の潜在的租税の表示について，積極側計
　上義務（政府草案の条文における商法典第274条）
　に代えて選択権を導入したこと
4．　目的会社の連結に関する商法上の規定を国際的
　な会計（報告）規定（政府草案の条文における商
　法典第290条第1項）に適合修正したこと
5．　付すべき時価での信用機関の売買用在高の評価
　に関する規定を，特に，売買用在高の時価評価か
　ら生じる価値変動リスクに対する緩衝器として反
　循環的に作用する特別項目の設定に関する義務の
　導入（商法典第340e条第4項）によって補完し
　たこと
　その他の変更は，編集かつ技術上の性質のもので
ある。
bd?????????
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価水準への影響は，本法律からは発生しない。
F　官僚費用
　資本会社に関しては，毎年の情報提供義務の範囲
について，部分的にコスト低減的な項目，極めて圧
倒的にコスト中立的な項目，そして少数のコスト上
昇的な項目において変更が加えられる。コスト低減
効果は，約3億ユーロの額で生じる（これは，「そ
の他の費用」の下に追加的に数字で示される金額で
ある。）。
　市民と行政に関しては，情報提供義務は，導入も，
簡素化も，または廃止も行われない。
F　官僚費用
　資本会社に関しては，毎年の情報提供義務の範囲
について，部分的にコスト低減的な項目，極めて圧
倒的にコスト中立的な項目，そして少数のコスト上
昇的な項目において変更が加えられる。コスト低減
効果は，約3億ユーロの額で生じる（これは，「そ
の他の費用」の下に追加的に数字で示される金額で
ある。）。これには，約6，000万ユーロの追加的コス
トが必要となる。
　市民と行政に関しては，情報提供義務は，導入も，
簡素化も，または廃止も行われない。
　変更を加えた条文からなる本法律草案の承認にあ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　認たっては，CDU／CSU，　SPDおよびFDPの議員団
が投票し，DIE　LINKE．およびBUENDNIS90／DIE
GRUENEN議員団は棄権した。
C　代替案
なし
D　費　用
本委員会では，論究されていない。
決議勧告
　連邦議会は，印刷物16／10067の法律草案を，次
の配列から明白となる条文で承認されたい。
　　　　　　　　　ベルリン2009年3月18日
　　　　　　　　　　　　　　　　　法務委員会
『?》????』??????
ll　条文（テキスト）の比較（参事官草案と政府草案の相違点は下線で，政府草案と法律の相違点はゴシック体で示している。）
貸借対照表法を現代化するための法律
（貸借対照表法現代化法一Bi1MoG）の
　　　連邦司法省参事官草案
　連邦議会は，連邦参議院の承認を得て，以下の法
律を決議した。
貸借対照表法を現代化するための法律
（貸借対照表法現代化法一BilMoG）の
　　　　　　連邦政府草案
　連邦議会は，連邦参議院の承認を得て，以下の法
律を決議した。
　　　　2009年5月25日付の
貸借対照表法を現代化するための法律
（貸借対照表法現代化法一BilMoG）
　連邦議会は，連邦参議院の承認を得て，以下の法
律を決議した。
（?）
目　　次
第1条　商法典の改正
第2条　商法典施行法の改正
第3条
第4条
開示法の改正
株式法の改正
第5条
第6条
欧州会社法施行法の改正
有限会社法の改正
第7条
第8条
第9条
第10条
第11条
第12条
協同組合法の改正
欧州協同組合法の改正
所得税法の改正
経済監査士法の改正
その他の連邦法の改正
施行
第1条商法典の改正
　…日付の法律（連邦法律公報1，…頁）の第…条
により最近変更された，連邦法律公報皿，分類番号
4100－1において公表された改定条文の商法典は，
これを以下のとおり改正する。
1．　第120条第1項においては，用語「貸借対照表
に基づいて」が削除される。
2．第241条の後には，次の第241a条が挿入され
　る。
　「第241a条　帳簿記帳および財産目録作成の義
第1条
第2条
第3条
第4条
第5条
目　　次
商法典の改正
商法典施行法の改正
所得税法の改正
開示法の改正
株式法の改正
第6条
第7条
欧州会社法施行法の改正
有限会社法の改正
第8条
第9条
第10条
第ll条
協同組合法の改正
欧州協同組合法の改正
経済監査士法の改正
その他の連邦法の改正
第12条　施行
第1条　商法典の改正
　…日付の法律（連邦法律公報1，…頁）の第…条
により最近変更された，連邦法律公報皿，分類番号
4100－1において公表された改定条文の商法典は，
これを以下のとおり改正する。
1．第172条第4項には，次の文章が付加される。
「第2文に基づく資本持分を算出する際，第268
条第8項にいう収益は算入できない。」
2．第241条の後には，次の第241a条が挿入され
　る。
　「第241a条　帳簿記帳および財産目録作成の義
第1条
第2条
第3条
第4条
第5条
第6条
第7条
第8条
第9条
第10条
第11条
第12条
第13条
第14条
第15条
目　　次
商法典の改正
商法典施行法の改正
所得税法の改正
開示法の改正
株式法の改正
株式法施行法の改正
欧州会社法施行法の改正
有限会社法の改正
有限会社法施行法の改正
協同組合法の改正
欧州協同組合法の改正
経済監査士法の改正
その他の連邦法の改正
非訟事件手続法改革法の改正
施行
第1条　商法典の改正
　2008年12月17日付の法律（連邦法律公報1，
2586頁）の第69条により最近変更された，連邦法
律公報皿，分類番号4100－1において公表された改
定条文の商法典は，これを以下のとおり改正する。
1．第172条第4項には，次の文章が付加される。
　「第2文に基づく資本持分を算出する際，第268
　条第8項にいう金額は算入できない。」
（????
??????????
2．第241条の後には，次の第241a条が挿入され
　る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8
　「第241a条　帳簿記帳および財産目録作成の義
　　　　　　務の免除
（1）個人商人および人的商事会社で，連続する
2営業年度の決算日に売上収入で500，000ユーロ
と年度剰余額で50，000ユーロを上回っていない
金額を表示するものは，第238条乃至第241条を
適用する必要はない。
　②　第1項は，資本市場指向的である，個人商
人および人的商事会社には適用できない。」
3．第242条には，次の第4項が付加される。
　「（4）第1項乃至第3項は，第241a条第1項に
　いう個人商人および人的商事会社には適用できな
い。」
4．第246条は，以下のとおり変更される。
　a）第1項は，次のとおり改定される。
　　「（1）年度決算書は，財産対象物，負債，計算
　　区分項目，費用および収益について，これらが
　　商人に経済的に帰属し，かつ，法律上別段の定
めがない限り，すべて収容しなければならない。
企業の継受に関して生ぜしあられる対価が当該
継受の時点における負債を控除した当該企業の
個々の財産対象物の価値を上回る差額（有償取
得の営業権または暖簾）は，財産対象物とみな
される。」
　　　　　　　務の免除
　（1）個人商人で，連続する2営業年度の決算日
に売上収入で500，000ユーロと年度剰余額で
50，000ユーロを上回っていない金額を表示する者
は，第238条乃至第241条を適用する必要はない。
新設の場合，第1文の前提条件が新設後の最初の
決算日に存在しているときは，法律効果が既に生
じる。
　②　第1項は，資本市場指向的である，個人商
人には適用できない。」
3．第242条には，次の第4項が付加される。
　「（4）第1項乃至第3項は，第241a条にいう個
　人商人には適用できない。新設の場合，第241a
　条第1項第1文の前提条件が新設後の最初の決算
日に存在しているときは，第1文に基づく法律効
果が既に生じる。」
4．第246条は，以下のとおり変更される。
　a）第1項は，次のとおり改定される
　　「（1）年度決算書は，財産対象物，負債，計算
　　区分項目，潜在的租税ならびに費用および収益
　　について，法律上別段の定めがない限り，これ
らをすべて収容しなければならない。財産対象
物は，その所有者に経済的にも帰属せしめなけ
ればならないときにのみ，貸借対照表に収容し
なければならない。負債は，債務者の貸借対照
表に収容しなければならない。企業の継受に関
して生ぜしめられる対価が当該継受の時点にお
ける負債を控除した当該企業の個々の財産対象
物の価値を上回る差額（有償取得の営業権また
は暖簾）は，時間的に限定して利用可能な財産
　　　　　　　務の免除
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鰹　個人商人で，連続する2営業年度の決算日に売
上収入で500，000ユーロと年度剰余額で50，000ユー
ロを上回っていない金額を表示する者は，第238
条乃至第241条を適用する必要はない。新設の場
合，当該金額が第1文の価値を新設後の最初の決
算日に上回っていないときは，法律効果が既に生
じる。」
3．第242条には，次の第4項が付加される。
　「（4）第1項乃至第3項は，第241a条にいう個
　人商人には適用できない。新設の場合，当該金額
　が第241a条第1文の価値を新設後の最初の決算
　日に上回っていないときは，第1文に基づく法律
　効果が既に生じる。」
4．第246条は，以下のとおり変更される。
　a）第1項は，次のとおり改定される。
　　「（1）年度決算書は，財産対象物，負債，計算
　　区分項目ならびに費用および収益について，法
　　律上別段の定めがない限り，これらをすべて収
　　容しなければならない。財産対象物は，その所
　　有者の貸借対照表に収容しなければならない。
　　財産対象物が，その所有者ではなく他の者に経
　　済的に帰属せしめなければならないときは，こ
　　の他の者が，その貸借対照表に当該財産対象物
　　を表示しなければならない。負債は，債務者の
　　貸借対照表に収容しなければならない。企業の
　　継受に関して生ぜしあられる対価が当該継受の
　　時点における負債を控除した当該企業の個々の
『??????』???。?????
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b）第2項には，次の文章が付加される。
　「主として負債の弁済に供される財産対象物は，
　貸借対照表の積極側に計上せずに，当該負債と
相殺計算しなければならない。財産対象物は，
商人による処分とすべての債権者による差押さ
えを免れ，かつ，負債の弁済のためにのみ換価
され得るならば，主として負債の弁済に供され
査」
5．第247条第3項は，廃止される。
6．第248条は，次のとおり変更される。
　9L）　第2項は，廃止される。
　bL）第3項は，第2項となる。
対象物とみなされる。］
b）　第2項には，次の文章が付加される。
　「その他の全ての債権者の差押さえを免れ，か
っ，主として養老年金義務またはこれに相当す
る長期に弁済期が到来する義務で被用者が負う
ものに帰する負債の弁済に供される財産対象物
は，当該負債と相殺計算しなければならない。
当該の付随する費用および収益は，このことに
従って取り扱われなければならない。」
g）第2項の後には，次の第3項が付加される。
「③　前期の年度決算書に適用された計上方法
は，維持しなければならない。第252条第2項
が準用されなければならない。」
5．第247条第3項は，廃止される。
6．第248条は，次のとおり改定される。
　「第248条　貸借対照表計上の禁止
貸借対照表には，次の事項を積極項目に収容し
てはならない。
?．??????企業の設立費用
自己資本の調達費用
保険契約の締結費用，および
商標，印刷物タイトル，版権，顧客名簿また
はこれに相当する有償取得でない固定資産たる
無形財産対象物」
　財産対象物の価値を上回る差額（有償取得の営
　業権または暖簾）は，時間的に限定して利用可
　能な財産対象物とみなされる。」
b）第2項には，次の文章が付加される。
　「その他の全ての債権者の差押さえを免れ，か
　つ，主として養老年金義務またはこれに相当す
　る長期に弁済期が到来する義務に帰する負債の
　弁済に供される財産対象物は，当該負債と相殺
　計算しなければならない。割引と相殺計算すべ
　き財産とから生じる，当該の付随する費用およ
　び収益は，このことに従って取り扱われなけれ
　ばならない。財産対象物の付すべき時価が負債
　の金額を上回っているときは，この超過額は別
　個の項目の下で積極側計上しなければならない。」
c）第2項の後には，次の第3項が付加される。
　「（3）前期の年度決算書に適用された計上方法
　は，維持しなければならない。第252条第2項
　が準用されなければならない。」
5．第247条第3項は，廃止される。
6．第248条は，次のとおり改定される。
　「第248条　貸借対照表計上の禁止および選択権
　　（1）貸借対照表には，次の事項を積極項目に収
　容してはならない。
　1．　企業の設立費用
　2．　自己資本の調達費用，および
　3．　保険契約の締結費用
　　②　固定資産たる自己創設の無形財産対象物は，
　積極項目として貸借対照表に収容できる。自己創
　設の商標，印刷物タイトル，版権，顧客名簿また
　はこれに相当する固定資産たる無形財産対象物は，
（?）
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7，第249条は，次のとおり変更される。
　a）　第1項第3文は，廃止される。
　b）第2項は，廃止される。
　c）第3項は，次のとおり変更される。
　aa）第3項は，第2項となる。
　bb）第1文は，次のとおり改定される。
　　　「第1項に示されている目的以外のものに関
　　　しては，引当金を設定してはならない。」
8．　第250条第1項第2文は，廃止される。
9．第252条第1項第6号は，次のとおり改定され
　る。
　「6．前期の年度決算書に適用された計上方法お
　　　よび評価方法は，維持しなければならない。」
10．第253条および第254条は，以下のとおり改定
　される。
　「第253条当初評価と後続評価
　　（1）財産対象物は，第3項乃至第5項に従った
　減額記入額を減じた取得原価または製作原価を上
　限として，取得原価または製作原価で計上しなけ
　ればならない。債務は，その履行金額で，引当金
　は，合理的な商人の判断に従って必要とされる履
　行金額で，計上しなければならない。売買目的で
　取得した金融商品は，それに付すべき時価で計上
7．第249条は，次のとおり変更される。
　a）　第1項第3文は，廃止される。
　b）第2項は，廃止される。
　c）第3項は，次のとおり変更される。
　aa）第3項は，第2項となる。
　bb）第1文は，次のとおり改定される。
　　　「第1項に示されている目的以外のものに関
　　　しては，引当金を設定してはならない。」
8．　第250条第1項第2文は，廃止される。
9．第252条第1項第6号は，次のとおり改定され
　る。
　「6．前期の年度決算書に適用された計上方法お
　　　よび評価方法は，維持しなければならない。」
10．第253条および第254条は，以下のとおり改定
　される。
　「第253条　当初評価と後続評価
　　（1｝財産対象物は，第3項乃至第5項に従った
　減額記入額を減じた取得原価または製作原価を上
限として，取得原価または製作原価をもって計上
しなければならない。債務は，その履行金額で，
引当金は，合理的な商人の判断に従って必要とさ
れる履行金額で，計上しなければならない。売買
目的で取得した金融商品は，それに付すべき時価
収容してはならない。」
7．第249条は，次のとおり変更される。
　a）第1項第3文は，廃止される。
　b）第2項は，廃止される。
　c）第3項は，次のとおり変更される。
　aa）第3項は，第2項となる。
　bb）第1文は，次のとおり改定される。
　　　「第1項に示されている目的以外のものに関
　　　しては，引当金を設定してはならない。」
8．第250条第2文は，次のとおり変更される。
　a）　第1項第2文は，廃止される。
　b）　第3項第1文においては，用語「償還（額
　　面）金額」は，用語「履行金額」に置き換えら
　　れる。
9．　第252条第1項第6号は，次のとおり改定され
　る。
　「6．前期の年度決算書に適用された計上方法お
　　　よび評価方法は，維持しなければならない。」
10．第253条および第254条は，以下のとおり改定
　される。
　「第253条　当初評価と後続評価
　　（D　財産対象物は，第3項乃至第5項に従った
　減額記入額を減じた取得原価または製作原価を上
　限として，取得原価または製作原価をもって計上
　しなければならない。債務は，その履行金額で，
　引当金は，合理的な商人の判断に従って必要とさ
　れる履行金額で，計上しなければならない。養老
　年金義務の金額が主として第266条第2項A．皿．
?
『??????』????????
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しなければならない。付すべき時価で計上される
金融商品の金額は，当該貸借対照表項目の箇所に
付記しなければならない。
　②有効期間が5年を超える引当金は，経過5
営業年度の平均市場利子率で，その他の引当金は，
一つの市場利子率で，それぞれ，根拠にある義務
の有効期間および為替相場を考慮して割り引かれ
なければならない。第1文は，もはや反対給付を
期待し得ない定期金義務に基づく債務に準用され
る。適用すべき割引利子率は，ドイツ連邦銀行に
より算定され，毎月告知される。
　（3）固定資産たる財産対象物で，その利用が時
間的に限定されているものの場合，計画的減額記
入額は，取得原価または製作原価から減算されな
ければならない。この計画は，財産対象物を利用
できると見込まれる営業年度に，取得原価または
で評価しなければならない。第3文は，第246条
第2項第2文に従って相殺計算すべき財産対象物
に準用されるが，当該債務の履行金額に限定され
る。付すべき時価で計上される金融商品の金額は，
当該貸借対照表項目の箇所に付記しなければなら
ない。
　②　有効期間が1年を超える引当金は，経過7
営業年度の当該有効期間に合致する平均市場利子
率で割り引かれなければならない。第1文から乖
離して，現行の年金または年金期待権に関する引
当金については，有効期間を15年と仮定した場
合に生ずる平均市場利子率で一律に割り引くこと
が認められる。第1文および第2文は，もはや反
対給付を期待し得ない定期金義務に基づく債務に
準用される。割引から生ずる収益は，損益計算書
上，項目「その他の受取利息およびこれに類する
収益」の下に区別して，費用は，項目「支払利息
およびこれに類する費用」の下に区別して，表示
しなければならない。第1文および第2文に従っ
て適用すべき割引利子率は，ドイツ連邦銀行によ
り法規命令に従って算定され，毎月告知される。
連邦参議院の承認を要しない第5文の法規命令に
おいては，連邦司法省は，ドイツ連邦銀行と協約
して，割引利子率の算定に係る詳細事項，とりわ
け，その算定方法と根拠，ならびに公告の形式を
決定する。
　（3）固定資産たる財産対象物で，その利用が時
間的に限定されているものの場合，計画的減額記
入額は，取得原価または製作原価から減算されな
ければならない。この計画は，財産対象物を利用
できると見込まれる営業年度に，取得原価または
5にいう有価証券の付すべき時価に従って決定さ
れる場合は，その引当金は，当該有価証券の付す
べき時価をもって計上しなければならない。但し，
当該時価が最低保証額を上回っている場合である。
第246条第2項第2文に従って相殺計算すべき財
産対象物は，その付すべき時価をもって評価しな
ければならない。
　②　残余有効期間が1年を越える引当金は，経
過7営業年度の当該残余有効期間に合致する平均
市場利子率で割り引かれなければならない。第1
文から乖離して，養老年金義務またはこれに相当
する長期に弁済期が到来する義務に関する引当金
については，残余有効期間を15年と仮定した場
合に生じる平均市場利子率で一律に割り引くこと
が認あられる。第1文および第2文は，もはや反
対給付を期待し得ない定期金義務に基づく債務に
準用される。第1文および第2文に従って適用す
べき割引利子率は，ドイツ連邦銀行により法規命
令に従って算定され，毎月告知される。連邦参議
院の承認を要しない第4文の法規命令においては，
連邦司法省は，ドイツ連邦銀行と協約して，割引
利子率の算定に係る詳細事項，とりわけ，その算
定方法と根拠，ならびに公告の形式を決定する。
　（3）固定資産たる財産対象物で，その利用が時
間的に限定されているものの場合，計画的減額記
入額は，取得原価または製作原価から減算されな
ければならない。この計画は，財産対象物を利用
できると見込まれる営業年度に，取得原価または
（??）
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製作原価を配分しなければならない。利用が時間
的に限定されるかにかかわりなく，持続する見込
みのある価値減少の下にある固定資産たる財産対
象物の場合には，決算日に，より低い付すべき時
価で計上するために，計画外減額記入を実施しな
ければならない。財務固定資産の場合には，計画
外減額記入は，持続する見込みのない価値減少の
場合においても，実施できる。必然的に共同利用
せざるを得ない固定資産たる財産対象物は，持続
する見込みのある価値減少を算定する目的から，
財産対象物とみなされる。
　（4）流動資産たる財産対象物の場合には，より
低い付すべき時価で決算日において計上するため
に，計画外減額記入を実施しなければならない。
　（5）第3項第3文または第4文および第4項に
従ったより低い計上価額は，もはやその根拠が存
在しないときは，維持してはならない。有償取得
の営業権または暖簾のより低い計上価額は，維持
しなければならない。
　　第254条評価単位の設定
　財産対象物，負債，未決取引，または，最も高
い確率で発生する経済行為が，比較可能なリスク
から生じる対向的な価値変動またはキャッシュ・
フローを補償するために，
れるときは（評価単位），
条は適用できない。但し，
追跡可能な形で統合さ
第249条および第253
このことは，対向的な
製作原価を配分しなければならない。利用が時間
的に限定されるかにかかわりなく，持続する見込
みのある価値減少の下にある固定資産たる財産対
象物の場合には，決算日に，より低い付すべき価
値で計上するために，計画外減額記入を実施しな
ければならない。財務固定資産の場合には，計画
外減額記入は，持続する見込みのない価値減少の
場合においても，実施できる。
　（4）流動資産たる財産対象物の場合には，より
低い価値で決算日の取引所価格または市場価格か
ら明らかになる価値で計上するために，計画外減
額記入を実施しなければならない。取引所価格ま
たは市場価格を確定できず，かつ，決算日におい
て取得原価または製作原価が財産対象物に付すべ
き価値を上回るときは，当該価値まで減額記入を
実施しなければならない。
　（5＞第3項第3文または第4文および第4項に
従ったより低い計上価額は，もはやその根拠が存
在しないときは，維持してはならない。有償取得
の営業権または暖簾のより低い計上価額は，維持
しなければならない。
　　第254条　評価単位の設定
　財産対象物，負債，未決取引，または，高い確
率で発生する経済行為が，金利リスク，通貨リス
クおよび偶発リスクまたは同種のリスクを補償す
るために金融商品と統合されるときは（評価単位），
第249条第1項，第252条第1項第3号および第
4号，第253条第1項第1文および第256a条は
製作原価を配分しなければならない。利用が時間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8的に限定されるかにかかわりなく，持続する見込
みのある価値減少の下にある固定資産たる財産対
象物の場合には，決算日に，より低い付すべき価
値で計上するために，計画外減額記入を実施しな
ければならない。財務固定資産の場合には，計画
外減額記入は，持続する見込みのない価値減少の
場合においても，実施できる。
　（4）流動資産たる財産対象物の場合には，より
低い価値で決算日の取引所価格または市場価格か
ら明らかになる価値で計上するために，計画外減
額記入を実施しなければならない。取引所価格ま
たは市場価格を確定できず，かつ，決算日におい
て取得原価または製作原価が財産対象物に付すべ
き価値を上回るときは，当該価値まで減額記入を
実施しなければならない。
　（5）第3項第3文または第4文および第4項に
従ったより低い計上価額は，もはやその根拠が存
在しないときは，維持してはならない。有償取得
の営業権または暖簾のより低い計上価額は，維持
しなければならない。
　　第254条評価単位の設定
　財産対象物，負債，未決取引，または，高い確
率で予想される経済行為が，比較可能なリスクの生
起から生じる対向的な価値変動またはキャッシュ・
フローを調整するために金融商品と統合されると
きは（評価単位），第249条第1項，第252条第
1項第3号および第4号，第253条第1項第1文
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価値変動またはキャッシュ・フローが相殺される
場合に限る。」
IL第255条は，以下のとおり変更される。
　a）表題は，次のとおり改定される。
　　「第255条　評価基準」
　b）第2項は，次のとおり改定される。
　　「②　製作原価とは，財産対象物の製作，拡張，
　　または，その原状を超える著しい改良のための，
　　物財の費消と用役の利用を通じて発生する費用
　　である。これには，個別費と変動共通費が属す
る。製作原価には，固定共通費が製作期間に配
分される場合に限り，その適当なる部分を算入
することが認められる。研究費および販売費は，
算入してはならない。」
適用できない。但し，このことは，補償されるリ
スクの生起が排除される場合に限る。」
11．第255条は，以下のとおり変更される。
　a）表題は，次のとおり改定される。
　　「第255条評価基準」
　b）第2項は，次のとおり改定される。
　　「②　製作原価とは，財産対象物の製作，拡張，
　　または，その原状を超える著しい改良のための，
　　物財の費消と用役の利用を通じて発生する費用
　　である。これには，材料費，製造費および製造
の特別費ならびに共通材料費，製造共通費，製
造によって惹起された場合に限り固定資産の価
値費消の適当なる部分が属する。製作原価を算
出する際，一般管理費の適当なる部分ならびに
経営の社会的施設，任意の社会的給付および経
営内養老年金のための適当なる費用については，
これらが，製作期間に配分される場合に限り，
　算入することが認められる。研究費および販売
　費は，算入してはならない。」
g）　第2項の後には，次の第2a項が挿入される。
「（2a）　固定資産たる自己創設の無形財産対
象物を開発する際に発生する製作原価は，積極
側計上されなければならない。開発とは，研究
成果の適用であり，または，物財もしくは方法
の新開発のための他の知識または著しい変化を
加えた物財もしくは方法の再開発のための他の
知識の適用である。研究とは，新たな科学的も
しくは技術的な認識，または一般的性質の経験
で技術的な換価可能性および経済的な成功の見
および第256a条は，対向的な価値変動またはキャッ
シュ・フローを調整する範囲と期間に対しては適　　G
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ε用できない。商品の購入または売却に関する先物
取引もまた，第1文にいう金融商品とみなされる。」
11．第255条は，以下のとおり変更される。
　a）表題は，次のとおり改定される。
　　「第255条　評価基準」
　b）第2項は，次のとおり改定される。
　　「（2》製作原価とは，財産対象物の製作，拡張，
　　または，その原状を超える著しい改良のための，
　　物財の費消と用役の利用を通じて発生する費用
　　である。これには，材料費，製造費および製造
　　の特別費ならびに共通材料費，製造共通費，製
　　造によって惹起された場合に限り固定資産の価
　　値費消の適当なる部分が属する。製作原価を算
　　出する際，一般管理費の適当なる部分ならびに
　　経営の社会的施設，任意の社会的給付および経
　　営内養老年金のための適当なる費用については，
　　これらが，製作期間に配分される場合に限り，
　　算入することが認められる。研究費および販売
　　費は，算入してはならない。」
　c）第2項の後には，次の第2a項が挿入される。
　　「（2a）　固定資産たる自己創設の無形財産対
　　象物の製作原価は，その開発に際して発生する
　　第2項に基づく費用である。開発とは，研究成
　　果の適用であり，または，物財もしくは方法の
　　新開発のための他の知識または著しい変化を加
　　えた物財もしくは方法の再開発のための他の知
　　識の適用である。研究とは，新たな科学的もし
　　くは技術的な認識，または一般的性質の経験で
　　技術的な換価可能性および経済的な成功の見込
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g）第4項は，次のとおり改定される。
　「（4）付すべき時価は，市場価格に合致してい
　る。市場価格を算定しうる活発な市場が存在し
　ていない場合に限り，付すべき時価は，一般に
　認められた評価方法を用いて決定しなければな
　らない。付すべき時価を第1文または第2文に
　従って算定できないときは，第253条に基づい
　て，前諸項に従って算定される取得原価または
製作原価を計上しなければならない。」
12．第256条第1文においては，文言「または他の
　特定の順序で」が削除される。
13．第256条の後には，次の第256a条が挿入され
　る。
　「第256a条通貨換算
　　外貨建ての財産対象物，負債，計算区分項目，
費用および収益は，為替直物相場で換算しなけれ
ばならない。」
14．第257条は，以下のとおり変更される。
9L）第1項第1号においては，文言「第325条第
2a項に従った個別決算書，」が削除される。
込みについては原則として何らの言明をもなし
得ないものを追究する，独自かつ計画的な探究
である。研究と開発を必ずしも確実に相互に区
別し得ないときは，積極側計上は排除される。」
d）第4項は，次のとおり改定される。
　「（41付すべき時価は，市場価格に合致してい
　る。市場価格を算定し得る活発な市場が存在し
　ていない場合に限り，付すべき時価は，一般に
　認められた評価方法を用いて決定しなければな
　らない。付すべき時価を第1文のみならず第2
　文に従っても算定できないときは，第253条第
　4項に基づく取得原価または製作原価を引き継
がなければならない。第1文または第2文に従っ
て算定された直近の付すべき時価は，第3文に
いう取得原価または製作原価とみなされる。」
12．第256条第1文においては，文言「または他の
　特定の順序で」が削除される。
13．第256条の後には，次の第256a条が挿入され
　る。
　「第256a条　通貨換算
第253条第1項第3文および第254条，第
340e条第3項第1文を留保して，外貨建ての財
産対象物，債務で有効期間が1年を超えるものは，
決算日に，第252条第1項第4号および第253条
第1項第1文を考慮して為替直物相場で換算しな
ければならない。」
　みについては原則として何らの言明をもなし得
　ないものを追究する，独自かつ計画的な探究で
　ある。研究と開発を必ずしも確実に相互に区別
　し得ないときは，積極側計上は排除される。」
d）第4項は，次のとおり改定される。
　「（4）付すべき時価は，市場価格に合致してい
　る。市場価格を算定し得る活発な市場が存在し
　ていない場合に限り，付すべき時価は，一般に
　認められた評価方法を用いて決定しなければな
　らない。付すべき時価を第1文のみならず第2
　文に従っても算定できないときは，第253条第
　4項に基づく取得原価または製作原価を引き継
　がなければならない。第1文または第2文に従っ
　て算定された直近の付すべき時価は，第3文に
　いう取得原価または製作原価とみなされる。」
12．第256条第1文においては，文言「または他の
　特定の順序で」が削除される。
13．第256条の後には，次の第256a条が挿入され
　る。
　「第256a条　通貨換算
　　外貨建ての財産対象物および債務は，決算日の
為替直物相場で換算しなければならない。残余有
効期間が1年の場合またはそれに満たない場合，
第253条第1項第1文および第252条第1項第4
号後段2文は適用できない。」
8
『??????』????????
（???
PL）第5項においては，文言「，第325条第2a
項に従った個別決算書」が削除される。
15，第264条第1項第1文の後には，次の文章が挿
　入される。
　「資本市場指向資本会社でコンツェルン決算書を
　作成する義務を負わない会社の法定代表者は，貸
　借対照表，損益計算書および附属説明書と共に一
　体をなす，資本流動計算書および自己資本明細書
　を追加して年度決算書を拡張しなければならない。
　当該代表者は，セグメント報告書を追加して，年
　度決算書を拡張することができる。」
16．第264c条第4項第3文は，廃止される。
17．第264c条の後には，次の第264d条および第
　264e条が挿入される。
　「第264d条資本市場指向資本会社
　　資本会社が証券取引法第2条第5項にいう組織
　化された市場を証券取引法第2条第1項第1文に
　いう自らが発行する有価証券を通じて利用してい
　るか，または組織化された市場における売買を目
　的とした上場許可を申請しているときは，この資
　本会社は，資本市場指向的である。
第264e条　国際的な会計（報告）基準に従っ
た年度決算書
資本会社の法定代表者は，国際的な会計（報
告）基準に係る2002年7月19日付の欧州議会お
よび同理事会の命令（EG）第1606／2002号（欧
州共同体公報EG第L243号1頁）第2条，第3
条および第6条に従って継受された現行の国際的
14．第264条第1項第1文の後には，次の文章が挿
　入される。
　「資本市場指向資本会社でコンツェルン決算書を
　作成する義務を負わない会社の法定代表者は，貸
　借対照表，損益計算書および附属説明書と共に一
　体をなす，資本流動計算書および自己資本明細書
　を追加して年度決算書を拡張しなければならない。
　当該代表者は，セグメント報告を追加して，年度
　決算書を拡張することができる。」
15．第264c条第4項第3文は，廃止される。
16．第264c条の後には，次の第264d条が挿入さ
　れる。
　「第264d条　資本市場指向資本会社
　　資本会社が証券取引法第2条第5項にいう組織
　化された市場を証券取引法第2条第1項第1文に
　いう自らが発行する有価証券を通じて利用してい
　るか，または組織化された市場における売買を目
　的とした当該有価証券の上場許可を申請している
　ときは，この資本会社は，資本市場指向的である。」
14．第264条第1項第1文の後には，次の文章が挿
　入される。
　「資本市場指向資本会社でコンツェルン決算書を
　作成する義務を負わない会社の法定代表者は，貸
　借対照表，損益計算書および附属説明書と共に一
　体をなす，資本流動計算書および自己資本明細書
　を追加して年度決算書を拡張しなければならない。
　当該代表者は，セグメント報告を追加して，年度
　決算書を拡張することができる。」
15．第264c条第4項第3文は，廃止される。
16．第264c条の後には，次の第264d条が挿入さ
　れる。
　「第264d条　資本市場指向資本会社
　　資本会社が証券取引法第2条第5項にいう組織
　化された市場を証券取引法第2条第1項第1文に
　いう自らが発行する有価証券を通じて利用してい
　るか，または組織化された市場における売買を目
　的とした当該有価証券の上場許可を申請している
　ときは，この資本会社は，資本市場指向的である。」
（??）
??????????
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な会計（報告）基準にも従って年度決算書を作成
することができる。この選択権が行使されるとき
は，第1文に挙げた基準が完全に遵守されなけれ
ばならない。第244条，第245条，第257条乃至
第261条，状況報告書に係る第264条第1項第1
文，第3文および第4文，第2項第3文，第
264d条，第267条，第285条第7号，第9号乃
至第11a号，第14号乃至第17号，第286条第1
項，第3項乃至第5項，第288条，第289条およ
び第289a条ならびに第2章第3節および第4節
は妨げられない。第264条第3項および第4項な
らびに第264b条は，親企業が第315a条に従っ
たコンッェルン決算書を作成する場合に限り，準
用されなければならない。附属説明書には，第1
章および第2章第1節の規定に従って作成された
貸借対照表および損益計算書が収容されなければ
ならない。それらは，正規の簿記の諸原則に従っ
て作成された年度決算書とみなされ，他の連邦法
上の規定にいう損益計算書の基礎である。」
18．第265条第3項第2文は，廃止される。
19．第266条は，以下のとおり変更される。
　a）第2項は，次のとおり変更される。
　aa）項目A．1．は，次のとおり改定される。
　　　「1．無形財産対象物
　　　　　L　自己創設の営業上の保護権とこれに
　　　　　類する権利および諸価値
　　　　2．有償取得の認許，営業上の保護権と
　　　　　　これに類する権利および価値ならびに
　　　　　当該の権利および諸価値に対するライ
　　　　　センス
17．第265条第3項第2文は，廃止される。
18．第266条は，以下のとおり変更される。
　a）第2項は，次のとおり変更される。
　aa）項目A．1．は，次のとおり改定される。
　　　「1．無形財産対象物
　　　　1．　自己創設の営業上の保護権とこれに
　　　　　類する権利および諸価値
　　　　2．有償取得の認許，営業上の保護権と
　　　　　　これに類する権利および価値ならびに
　　　　　当該の権利および諸価値に対するライ
　　　　　センス
17．第265条第3項第2文は，廃止される。
???
『??????』????????
18．第266条は，以下のとおり変更される。
　a）第2項は，次のとおり変更される。
　aa）項目A．1．は，次のとおり改定される。
　　　「1．無形財産対象物
　　　　1．　自己創設の営業上の保護権とこれに
　　　　　類する権利および諸価値
　　　　2．　有償取得の認許，営業上の保護権と
　　　　　二殺灘蜜梨藷耀騨穿竃
　　　　　センス
　　　3．営業権および暖簾
　　　4．前払金」
bb）項目B．　M．は，次のとおり改定される。
　　「皿，有価証券
　　　1．　結合企業に対する持分
　　　2．　その他の有価証券」
cc）次の項目Dが，付加される。
　　「D．　積極側の潜在的租税」
b）第3項の項目A．皿．2．は，次のとおり改定さ
　れる。
　「2，支配下企業または多数の資本参加を有す
る企業に対する持分に関する準備金」
20．第267条は，以下のとおり変更される。
　a）第1項は，次のとおり変更される。
　aa）第1号においては，記載「4，015，000ユー
　　　ロ」が記載「4，840，000ユーロ」に置き換え
　　　られる。
　bb）第2号においては，記載「8，03，000ユーロ」
　　　が記載「9，860，000ユーロ」に置き換えられ
　　　る。
　b）第2項は，次のとおり変更される。
　aa）第1号においては，記載「16，060，000ユー
　　　ロ」が記載「19，250，000ユーロ」に置き換え
　　　られる。
　bb）第2号においては，記載「32，120，000ユー
　　　ロ」が記載「38，500，000ユーロ」に置き換え
　　　られる。
　c）第3項第2文は，次のとおり改定される。
　　　3．　営業権および暖簾
　　　4．前払金」
bb）項目B．皿．は，次のとおり改定される。
　　「皿．有価証券
　　　1．　結合企業に対する持分
　　　2．　その他の有価証券」
cc）次の項目Dが，付加される。
　　「D，　積極側の潜在的租税」
b）第3項は，次のとおり改定される。
aa）項目A．皿．　2．は，次のとおり改定される。
「2．　支配下企業または多数の資本参加を有
する企業に対する持分に関する準備金」
bb）次の項目Eが，付加される。
「E．　消極側の潜在的租税」
19．第267条は，以下のとおり変更される。
　a）第1項は，次のとおり変更される。
　aa）第1号においては，記載「4，015，000ユー
　　　ロ」が記載「4，840，000ユーロ」に置き換え
　　　られる。
　bb）第2号においては，記載「8，03，000ユーロ」
　　　が記載「9，680，000ユーロ」に置き換えられ
　　　る。
b）第2項は，次のとおり変更される。
aa）第1号においては，記載「16，060，000ユー
　　ロ」が記載「19，250，000ユーロ」に置き換え
　　られる。
bb）第2号においては，記載「32，120，000ユー
　　ロ」が記載「38，500，000ユーロ」に置き換え
　　られる。
c）第3項第2文は，次のとおり改定される。
　　　　3．営業権および暖簾
　　　　4．前払金」
bb）項目B．皿．は，次のとおり改定される。
　　「皿．有価証券
　　　　1．　結合企業に対する持分
　　　　2．　その他の有価証券」
CC）次の項目DおよびEが，付加される。
　　「D．　積極側の潜在的租税
　　E。　財産相殺計算から生じた積極側の差額」
b）第3項は，次のとおり改定される。
aa）項目A．　M．2．は，次のとおり改定される。
　　「2．　支配下企業または多数の資本参加を有
　　　　する企業に対する持分に関する準備金」
bb）次の項目Eが，付加される。
　　「E．　消極側の潜在的租税」
19．第267条は，以下のとおり変更される。
　a）第1項は，次のとおり変更される。
　aa）第1号においては，記載「4，015，000ユー
　　　ロ」が記載「4，840，000ユーロ」に置き換え
　　　られる。
　bb）第2号においては，記載「8，03，000ユーロ」
　　　が記載「9，680，000ユーロ」に置き換えられ
　　　る。
　b）第2項は，次のとおり変更される。
　aa）第1号においては，記載「16，060，000ユー
　　　ロ」が記載「19，250，000ユーロ」に置き換え
　　　られる。
　bb）第2号においては，記載「32，120，000ユー
　　　ロ」が記載「38，500，000ユーロ」に置き換え
　　　られる。
　c）第3項第2文は，次のとおり改定される。
（??）
b口?????????
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「第264d条にいう資本会社は，常に大資本会
社とみなされる。」
21．第268条は，以下のとおり変更される。
　a）　第2項第1文においては，用語「および項
　　目「営業経営の開業費および拡張費』」が削除
　　される。
　b）次の第8項が，付加される。
　　「⑧　固定資産たる自己創設の無形財産対象物
　　または積極側の潜在的租税が貸借対照表に表示
されるときは，配当後に残存する随時取崩可能
な利益準備金から繰越損失を控除した金額また
は同準備金に繰越利益を加算した金額が当該計
上金額に少なくとも合致している場合にのみ，
利益を配当することが認められる。」
22．第269条は，廃止される。
23．第272条は，以下のとおり変更される。
　a）第1項は，次のとおり改定される。
　　「（1）引受済資本金とは，債権者に対して資本
　　会社の債務に関して社員が負う債務履行責任が
「第264d条にいう資本会社は，常に大資本会
社とみなされる。」
20．第268条は，以下のとおり変更される。
　a）　第2項第1文においては，用語「および項
　　目『営業経営の開業費および拡張費』」が削除
　　される。
　b）次の第8項が，付加される。
　　「⑧　固定資産たる自己創設の無形財産対象物
　　または潜在的租税の積極側計上から生じる収益
と付すぺき時価による売買目的で取得した金融
商品または財産対象物の評価から生じる収益で
当該評価のために設定された消極側の潜在的租
税を控除した収益とについては，配当後に残存
する任意に処分可能な準備金から繰越損失を控
除した金額または同準備金に繰越利益を加算し
た金額が当該収益の総額に少なくとも合致して
いる場合にのみ，配当することが認められる。」
21．第269条は，廃止される。
22．第270条第1項第2文は，廃止される。
23．第272条は，以下のとおり変更される。
　a）第1項は，次のとおり改定される。
　　「（1）引受済資本金とは，債権者に対して資本
　　会社の債務に関して社員が負う債務履行責任が
「第264d条にいう資本会社は，常に大資本会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　窪社とみなされる。」
20．第268条は，以下のとおり変更される。
　a）　第2項第1文においては，用語「および項
　　目『営業経営の開業費および拡張費』」が削除
　　される。
　b）次の第8項が，付加される。
　　「⑧　固定資産たる自己創設の無形財産対象物
　　が貸借対照表に表示されるときは，配当後に残
　　存する任意に処分可能な準備金に繰越利益を加
　　算し，繰越損失を控除した金額が，少なくとも，
　　当該計上金額の総額からそのために設定した消
極側の潜在的租税を控除した金額に合致してい
る場合にのみ，利益を配当することが認められ
る。積極側の潜在的租税が貸借対照表に表示さ
れるときは，第1文は，積極側の潜在的租税が
消極側の潜在的租税を上回った金額に適用しな
ければならない。第246条第2項第2文にいう
財産対象物の場合には，第1文は，取得原価を
上回る金額からそのために設定した消極側の潜
在的租税を控除した金額に適用しなければなら
ない。」
21．第269条は，廃止される。
22．第270条第1項第2文は，廃止される。
23．第272条は，以下のとおり変更される。
　a）第1項は，次のとおり改定される。
　　「（1）引受済資本金とは，債権者に対して資本
　　会社の債務に関して社員が負う債務履行責任が
『??????』???。????
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　限定される資本金である。同資本金は，額面金
　額で計上しなければならない。払込未催告の未
　払込出資金は，項目『引受済資本金』から明示
　して控除されなければならない。その残存金額
　は，項目『払込催告済資本金』として，消極側
　の中央欄に表示しなければならない。払込催告
　済みではあるが未払込みの金額は，債権の下に
　区別して表示し，かつ，相応する名称が付与さ
　れていなければならない。」
b）第1項の後には，次の第1a項が挿入される。
　「（la）　取得した自己持分の額面金額，また
　は，それが設定されていない場合には，計算価
　値は，前欄において，明示して，項目『引受済
　資本金』から，資本償還として控除されなけれ
　ばならない。自己持分の額面金額または計算価
　値と自己持分の購入価額との差額は，他の利益
　準備金（第266条第3項A．　M．4．）と相殺計算
しなければならない。継続して発生する取得原
価は，当該営業年度の費用として考慮しなけれ
ばならない。」
　限定される資本金である。同資本金は，額面金
　額で計上しなければならない。払込未催告の未
　払込出資金は，項目『引受済資本金』から明示
　して控除しなければならない。その残存金額は，
　項目「払込催告済資本金』として，消極側の中
　央欄に表示しなければならない。払込催告済み
　ではあるが未払込みの金額は，債権の下に区別
　して表示し，かつ，相応する名称が付与されて
　いなければならない。」
b）第1項の後には，次の第la項および第1b
　項が挿入される。
　「（1a）　取得した自己持分の額面金額，また
　は，それが設定されていない場合には，計算価
　値は，前欄において，項目『引受済資本金』か
　ら，資本償還として明示して控除しなければな
　らない。自己持分の額面金額または計算価値と
　自己持分の取得原価との差額は，任意に処分可
　能な準備金と相殺計算しなければならない。取
　得付随費用たる費用は，当該営業年度の費用で
ある。
（1b）　自己持分の売却に際しては，その表
示は，第la項第1文に従って，その額面金額
で，または，それが存在しない場合には，売却
された自己持分の計算価値で，資本増加として
元の状態に戻されなければならない。自己持分
の額面金額または計算価値と当初の取得原価と
の差額は，任意に処分可能な準備金と相殺計算
しなければならない。販売収入から生じる当初
の取得原価を上回る差額は，第2項第1号に基
つく資本準備金に組入れなければならない。売
却の付随費用は，当該営業年度の費用である。」
　限定される資本金である。同資本金は，額面金
　額で計上しなければならない。引受済資本金に
　対する払込未催告の未払込出資金は，項目『引
　受済資本金』から明示して控除しなければなら
　ない。その残存金額は，項目『払込催告済資本
　金』として，消極側の中央欄に表示しなければ
　ならない。払込催告済みではあるが未払込みの
　金額は，債権の下に区別して表示し，かつ，相
　応する名称が付与されていなければならない。」
b）第1項の後には，次の第1a項および第lb
　項が挿入される。
　「（la）　取得した自己持分の額面金額，また
　は，それが設定されていない場合には，計算価
　値は，前欄において，項目「引受済資本金』か
　ら明示して控除されなければならない。自己持
　分の額面金額または計算価値と自己持分の取得
　原価との差額は，任意に処分可能な準備金と相
　殺計算しなければならない。取得付随費用たる
　費用は，当該営業年度の費用である。
　（1b）　自己持分の売却後は，第Ia項第1文
に従った表示は行われない。額面金額または計
算価値を上回る差額で売却収入に帰するものは，
任意に処分可能な準備金と相殺計算される金額
をもって当該準備金に組入れなければならない。
それを上回る差額は，第2項第1号に基づく資
本準備金に組入れなければならない。売却時の
付随費用は，当該営業年度の費用である。」
（??）
bコ?????????
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c）第4項は，次のとおり改定される。
　「（4）支配下企業または多数の資本参加を有す
　る企業に対する持分に関しては，準備金を設定
　しなければならない。この準備金には，支配下
　企業または多数の資本参加を有する企業に対す
　る持分に関して貸借対照表の積極側に計上され
　る金額に合致する金額を組入れなければならな
　い。あらかじめ貸借対照表の作成に際して設定
　しなければならない準備金は，既設の利益準備
　金が任意に処分可能である限り，当該利益準備
金から設定することができる。支配下企業また
は多数の資本参加を有する企業に対する持分が
売却，発行または回収される場合，または，よ
り低い金額で積極側に計上される場合は，この
準備金を取り崩さなければならない。」
24．第273条は，廃止される。
25．第274条は，次のとおり改定される。
　「第274条　租税の期間区分
　　（1）財産対象物および負債の商法上の計上価額
　とその税務上の計上価額との間に，または，未利
　用の繰越損失または租税貸方項目に基づいて差異
が生じ，かつ，当該差異が事後の営業年度におい
て調整される見込みがあるときは，そこから生じ
る租税負担加重額は，第249条第1項第1文に従っ
た引当金として，また，そこから生じる租税負担
軽減額は，積極側の潜在的租税（第266条第2項
D）として表示しなければならない。
c）第4項は，次のとおり改定される。
　「（4）支配下企業または多数の資本参加を有す
　る企業に対する持分に関しては，準備金を設定
　しなければならない。この準備金には，支配下
　企業または多数の資本参加を有する企業に対す
　る持分に関して貸借対照表の積極側に計上され
　る金額に合致する金額を組入れなければならな
　い。あらかじめ貸借対照表の作成に際して設定
　しなければならない準備金は，既設の任意に処
　分可能な利益準備金から設定することができる。
　支配下企業または多数の資本参加を有する企業
　に対する持分が売却，発行または回収される場
　合，または，より低い金額で積極側に計上され
　る場合は，この準備金を取り崩さなければなら
　ない。」
24．第273条は，廃止される。
25．第274条は，次のとおり改定される。
　「第274条　租税の期間区分
　　（1）財産対象物および負債の商法上の計上価額
　とその税務上の計上価額との間に差異が生じ，か
　つ，当該差異が次期以降の営業年度において逆転
　する見込みがあるときは，そこから生じる租税負
　担加重額は，消極側の潜在的租税（第266条第3
項E）として，また，そこから生じる租税負担軽
減額は積極側の潜在的租税（第266条第2項D）
として，表示しなければならない。税務上の繰越
損失は，次期以降の5年内に予想すべき損失配分
計算上の金額をもって考慮しなければならない。
c）第4項は，次のとおり改定される。
　「（4）支配下企業または多数の資本参加を有す
　る企業に対する持分に関しては，準備金を設定
　しなければならない。この準備金には，支配下
　企業または多数の資本参加を有する企業に対す
　る持分に関して貸借対照表の積極側に計上され
　る金額に合致する金額を組入れなければならな
　い。あらかじめ貸借対照表の作成に際して設定
　しなければならない準備金は，既設の任意に処
　分可能な利益準備金から設定することができる。
　支配下企業または多数の資本参加を有する企業
　に対する持分が売却，発行または回収される場
　合，または，より低い金額で積極側に計上され
　る場合は，この準備金を取り崩さなければなら
　ない。」
24．第273条は，廃止される。
25．第274条は，次のとおり改定される。
　「第274条　潜在的租税
　　（1）
??
　　　財産対象物，負債および計算区分項目の商
法上の計上価額とその税務上の計上価額との間に
差異が生じ，かつ，当該差異が次期以降の営業年
度において解消される見込みがあるときは，そこ
から生じる租税負担加重額の総額は，消極側の潜
在的租税（第266条第3項E）として貸借対照表
に計上しなければならない。そこから生じる租税
負担軽減額の総額は，積極側の潜在的租税（第
266条第2項D）として貸借対照表に計上できる。
発生する租税負担加重額と発生する租税負担軽減　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8額とは，相殺計算することなく計上できる。税務　　e
上の繰越損失は，積極側の潜在的租税の算出の際，
『??????』??????
　②　将来の租税負担加重額または租税負担軽減
額は，企業個々の税率で，当該差異が逆転した時
点において評価しなければならない。租税負担加
重額または租税負担軽減額が生じたとき，または，
もはや予期し得ないときは直ちに，表示された項
目については，附属説明書で説明し，かつ，取り
崩さなければならない。」
26．第274a条第5号は，次のとおり改定される。
　「5．　租税の期間区分に関する第274条」
　②　発生する将来の租税負担加重額または租税
負担軽減額は，企業個々の税率で，当該差異が逆
転した時点において評価しなければならず，割引
くことはできない。表示された項目については，
附属説明書で説明しなければならない。租税負担
加重額または租税負担軽減額が生じたとき，また
は，もはや予期し得ないときは直ちに，表示され
た項目を取り崩さなければならない。潜在的租税
の消極側計上から生ずる費用と積極側計上から生
ずる収益は，損益計算書上，項目『所得および収
益から生じた租税』の下に区別して表示しなけれ
ぱならない。」
26．第274a条第5号は，次のとおり改定される。
　「5．　租税の期間区分に関する第274条」
27．第277条は，次のとおり改定される。
　a）第3項第1文は，次のとおり改定される。
「第253条第3項第3文と第4文に従った計画
外減額記入額は，それぞれ，区別して表示する
か，または附属説明書に記載しなければならな
　い。」
bL）第4項第3文は，次のとおり改定される。
「第2文は，他の営業年度に帰属されなければ
ならない収益のすべてに準用される。」
次期以降の5年内に予想すべき損失配分計算上の
金額をもって考慮しなければならない。
　②　発生する租税負担加重額または租税負担軽
減額は，企業個々の税率で，当該差異を解消した
時点において評価しなければならず，割り引くこ
とはできない。租税負担加重額または租税負担軽
減額が生じたとき，または，もはや予期し得ない
ときは直ちに，表示された項目は取り崩さなけれ
ばならない。貸借対照表に計上された潜在的租税
の変動に帰する費用または収益は，損益計算書上，
項目『所得および収益から生じた租税』の下に区
別して表示しなければならない。」
26．第274a条第5号は，次のとおり改定される。
　「5．　租税の期間区分に関する第274条」
27．第275条第2項第7号aにおいては，用語
　「ならびに営業経営の開業および拡張のための積
　極側計上された費用」が削除される。
（??）
??????????
28．第277条は，次のとおり改定される。
　a）第3項第1文は，次のとおり改定される。
　　「第253条第3項第3文と第4文に従った計画
　　外減額記入額は，それぞれ，区別して表示する
　　か，または附属説明書に記載しなければならな
　　い。」
　b）第4項第3文は，次のとおり改定される。
　　「第2文は，他の営業年度に帰属されなければ
　　ならない費用および収益のすべてに準用される。」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9
　c）第4項の後には，次の第5項が付加される。
27．第277条第3項第1文は，次のとおり改定され
　る。
　「第253条第4項第3文と第4文に従った計画外
減額記入額は，それぞれ，区別して表示するか，
または附属説明書に記載しなければならない。」
28．第3篇第2章第1節第4款は，廃止される。
28a．第284条第2項第4号においては，用語「取
引所相場もしくは市場価格」は，用語「付すべき
時価」に置き換えられる。
29．第285条は，以下のとおり変更される。
　a）第1文は，次のとおり変更される。
　aa）　第2号においては，用語「当該記載が貸借
　　　対照表から明らかにならない限りにおいて，」
　　　が削除される。
　bb）第3号は，次の第3号および第3a号に置
　　　き換えられる。
　　　「3．財務状態の判断にとって必要である場
　　　　　合に限り，貸借対照表に現れない取引の
　　　　　目的および財務上の効果」
28．第3篇第2章第1節第4款は，廃止される。
29．第285条は，以下のとおり変更される。
　a）第1文は，次のとおり変更される。
　aa）第2号においては，用語「当該記載が貸借
　　　対照表から明らかにならない限りにおいて，」
　　　が削除される。
　bb）第3号は，次の第3号および第3a号に置
　　　き換えられる。
　　　「3．　財務状態の判断にとって必要である場
　　　　　合に限り，貸借対照表に収容されない取
　　　　　引の種類および目的ならびにリスクおよ
「（5）割引から生じる収益は，損益計算書上，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8項目『その他の利息およびこれに類する収益』
の下に区別して，費用は，項目『利息およびこ
れに類する費用』の下に区別して表示しなけれ
ばならない。通貨換算から生じる収益は，損益
計算書上，項目『その他の営業収益』の下に区
別して，通貨換算から生じる費用は，項目『そ
の他の営業費用』の下に区別して表示しなけれ
ばならない。」
29．第3篇第2章第1節第4款は，廃止される。
「??????』???。????
30．第285条は，以下のとおり変更される。
　a）第1文は，次のとおり変更される。
　aa）第2号においては，用語「当該記載が貸借
　　　対照表から明らかにならない限りにおいて，」
　　　が削除される。
　bb）第3号は，次の第3号および第3a号に置
　　　き換えられる。
　　　「㌔灘朧灘癒聯叢璽
　　　　　引の種類および目的ならびにリスクおよ
3a．財務状態の判断にとって必要である場
　合に限り，貸借対照表に現れず，かつ，
　第251条に従って，または第3号の下に
　　　記載できない，その他の財務上の義務の
　　　総額。その内，結合企業に対する義務は，
　　　区別して記載しなければならない。」
cc）　第5号は，廃止される。
dd）第13号は，次のとおり改定される。
　　「13．5年を超える有償取得の営業権もしく
　　　は暖簾の経営上の耐用年数の仮定を正当
　　　化する理由」
ee）第16号乃至第19号は，以下の第16号乃
　至第27号に置き換えられる。
　　「16．株式法第161条に従って規定されてい
　　　る説明が与えられ，かつ，いずれの場所
　　　で，それが公的に入手できる状態にある
　　　かということ。
　　17．第319条第1項第1文および第2文に
　　　いう決算監査人が当該営業年度に関して
　　　請求した報酬総額。これは，以下の項目
　　　に関する報酬に細分される。
　　　a）決算監査
　　　b）他の確i認サービス
　　　c）税務コンサルタント・サービス
　　　d）その他のサービス
　　　　但し，これらの記載が，当該企業を組
　　　入れているコンツェルン決算書に収容さ
　　　れていない場合に限る。
18．第253条第3項第4文に従って計画外
　減額記入を中止したことを理由に，付す
　び便益
3a．財務状態の判断にとって必要である場
　合に限り，貸借対照表に現れず，かつ，
　第251条または第3号に従って記載でき
　　　ない，その他の財務上の義務の総額。そ
　　　の内，結合企業に対する義務は，区別し
　　　て記載しなければならない。」
cc）第5号は，廃止される。
dd）第13号は，次のとおり改定される。
　　「13．5年を超える有償取得の営業権もしく
　　　は暖簾の経営上の耐用年数の仮定を正当
　　　化する理由」
ee）　第16号乃至第19号は，以下の第16号乃
　至第28号に置き換えられる。
　　「16．株式法第161条に従って規定されてい
　　　る説明が与えられ，かつ，いずれの場所
　　　で，それが公的に入手できる状態にある
　　　かということ。
　　17．第319条第1項第1文および第2文に
　　　いう決算監査人が当該営業年度に提供し
　た給付に関して請求した報酬総額。これ
　は，以下の項目に関する報酬に細分され
　る。
　a）決算監査サービス
　b）他の確認サービス
　c）　税務コンサルタント・サービス
　d）その他のサービス
　　但し，これらの記載が，当該企業を組
　入れているコンツェルン決算書に収容さ
　れていない場合に限る。
18．第253条第3項第4文に従って計画外
　減額記入を中止したことを理由に，付す
　　　び便益
　　3a．財務状態の判断にとって必要である場
　　　合に限り，貸借対照表に収容されず，か
　　　つ，第251条または第3号に従って記載
　　　できない，その他の財務上の義務の総額。
　　　その内，結合企業に対する義務は，区別
　　　して記載しなければならない。」
cc）第5号は，廃止される。
dd）第13号は，次のとおり改定される。
　　「13．5年を超える有償取得の営業権もしく
　　　は暖簾の経営上の耐用年数の仮定を正当
　　　化する理由」
ee）　第16号乃至第19号は，以下の第16号乃
　至第29号に置き換えられる。
　　「16．株式法第161条に従って規定されてい
　　　る説明が与えられ，かつ，いずれの場所
　　　で，それが公的に入手できる状態にある
　　　かということ。
　　IZ決算監査人が当該営業年度に関して請
　　　求した報酬総額。これは，以下の項目に
関する報酬に細分される。
a）決算監査サービス
b）他の確認サービス
c）税務コンサルタント・サービス
d）その他のサービス
　但し，これらの記載が，当該企業を組
入れているコンツェルン決算書に収容さ
れていない場合に限る。
（??
】W?????????
18．第253条第3項第4文に従って計画外　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8
　減額記入を中止したことを理由に，付す
　べき時価が表示される，財務固定資産
　（第266条第2項A．皿．）に属する金融
　商品に関して
　a）個々の財産対象物もしくは適当なる
　　グループの簿価および付すべき時価，
　　ならびに
　b）価値減少が持続する見込みのないこ
　　とを示唆する手掛かりを含む，減額記
　　入を停止する理由
19．付すべき時価で貸借対照表に計上され
　ない派生金融商品の範疇に関して
　a）　種類および範囲
　b）適用された評価方法を記載して，第
　　255条第4項に従って確実に算定され
　　得る限りで，付すべき時価
　c）　簿価と，存在している場合には，簿
　　価が把握される貸借対照表項目，なら
　　びに
　d）付すべき時価を決定できない理由
20．付すべき時価をもって評価される金融
　商品に関して，
　a）一般に認あられた評価方法による付
　　すべき時価の決定の根拠に据えた基礎
　　的仮定
　b）将来キャッシュ・フローの金額，時
　　点および確実性に影響を及ぼし得る本
　　質的諸条件を含む，派生金融商品のす
　　べての範疇の範囲および種類
2正．市場の一般的な諸条件では成立しない
　取引で，親密なる関係にある企業および
　個人との取引。これには，関係づけの種
　べき時価が表示される，財務固定資産
　（第266条第2項A。皿．）に属する金融
　商品に関して
　a）個々の財産対象物もしくは適当なる
　　グループの簿価および付すべき時価，
　　ならびに
　b）価値減少が持続する見込みのないこ
　　とを示唆する手掛かりを含む，減額記
　　入を停止する理由
19．付すべき時価で貸借対照表に計上され
　ない派生金融商品の範疇に関して
　a）　種類および範囲
　b）適用された評価方法を記載して，第
　　255条第4項に従って確実に算定でき
　　る限りで，付すべき時価
　c）　簿価，存在している場合には，簿価
　　が把握される貸借対照表項目，ならび
　　に
　d）付すべき時価を決定できない理由
20．第253条第1項第3文または第340e
条第3項第1文に基づいて付すべき時価
　をもって評価される金融商品に関して，
　a）　一般に認められた評価方法による付
　　すべき時価の決定の根拠に据えた基礎
　　的仮定
　b）将来キャッシュ・フローの金額，時
　　点および確実性に影響を及ぼし得る本
　　質的諸条件を含む，派生金融商品のす
　　べての範疇の範囲および種類
21．少なくとも，重要である場合において，
市場の一般的な諸条件では成立しない取
引で，親密なる関係にある企業および個
　べき時価が表示される，財務固定資産
　（第266条第2項A．皿。）に属する金融
　商品に関して
　a）個々の財産対象物もしくは適当なる
　　グループの簿価および付すべき時価，
　　ならびに
　b）　価値減少が持続する見込みのない
　　ことを示唆する手掛かりを含む，減額
　　記入を停止する理由
19．付すべき時価で貸借対照表に計上され
　ない派生金融商品の範疇に関して
　a）　種類および範囲
　b）適用された評価方法を記載して，第
　　255条第4項に従って確i実に算定でき
　　る限りで，付すべき時価
　c）　簿価，存在している場合には，簿価
　　が把握される貸借対照表項目，ならび
　　に
　d）付すべき時価を決定できない理由
20．第340e条第3項第1文に基づいて付
　すべき時価をもって評価される金融商品
　に関して
　a）　一般に認められた評価方法による付
　　すべき時価の決定の根拠に据えた基礎
　　的仮定
　b）将来キャッシュ・フローの金額，時
　　点および確実性に影響を及ぼし得る本
　　質的諸条件を含む，派生金融商品のす
　　べての範疇の範囲および種類
21．少なくとも，重要である場合において，
　市場の一・一一般的な諸条件では成立しない取
　引で，親密なる関係にある企業および個
??
『??????』??????
（?）
類，取引の価値ならびに財務状態の判断
にとって必要な別の記載が含まれる。間
接または直接的に100％の持分所有の状
態にある子企業間のコンツェルン内部で
の取引は除外される。区分された記載が，
財務状態に与える作用の判断にとって必
要でない場合に限り，取引に関する記載
は，取引の種類に応じて統合される。
22．当該営業年度の研究費および開発費の
　総額ならびにその内の固定資産たる自己
　創設の無形財産対象物に配分された金額
23．第254条の適用に際しては，いかなる
　評価単位が，いかなるリスクの補償のた
　めに設定され，かつ，どの程度，当該評
　価単位が有効であるか。
人との取引。これには，関係づけの種類，
取引の価値ならびに財務状態の判断にとっ
て必要な別の記載が含まれる。間接また
は直接的に100％の持分所有の状態にあ
るコンツェルン決算書に組入れられた企
業との取引および同企業間での取引は除
　外される。区分された記載が，財務状態
　に与える作用の判断にとって必要でない
　場合に限り，取引に関する記載は，取引
　の種類に応じて統合される。
22．当該営業年度の研究費および開発費の
　総額ならびにその内の固定資産たる自己
　創設の無形財産対象物に配分された金額。
　それぞれ，研究費と開発費に細分される。
23．第254条の適用に際しては，いかなる
　種類の評価単位が，いかなるリスクの補
　償のために設定され，かつ，どの程度，
　当該リスクの生起が排除されるか。但し，
以上の記載が状況報告書に行われない場
合に限る。
　人との取引。これには，関係づけの種類，
　取引の価値ならびに財務状態の判断にとっ
　て必要な別の記載が含まれる。間接また
　は直接的に100％の持分所有の状態にあ
　るコンツェルン決算書に組入れられた企
　業との取引および同企業間での取引は除
　外される。区分された記載が，財務状態
　に与える作用の判断にとって必要でない
　場合に限り，取引に関する記載は，取引
　の種類に応じて統合される。
22．第248条第2項に従って積極側計上し
　た場合において，当該営業年度の研究費
　および開発費の総額ならびにその内の固
　定資産たる自己創設の無形財産対象物に
　配分された金額
23，第254条の適用に際しては，
　a）当該の財産対象物，負債，未決取引
　　および高い確率で予想される経済行為
　　が，いかなる金額で，いかなるリスク
　　を補償するために，いかなる種類の評
　　価単位に組入れられているか，また，
　　当該評価単位で補償されるリスクの金
　　額
　b）当該の補償されるリスクに関して，
　　いかなる理由で，いかなる範囲で，か
　　つ，いかなる期間で，対向的な価値変
　　動またはキャッシュ・フローが将来，
　　調整される見込みがあるか。なお，そ
　　の算定方法をも含む。
　c）　高い確率で予想される経済行為で評
　　価単位に組入れられたものに関する説
　　明
（?）
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24．年金引当金については，適用された保
　険数理上の算出方法と当該適用の理由な
　らびに当該算出の基礎的仮定。例えば，
　利子率，予期した賃金および給与の上昇，
　根拠に据えた死亡率表
25，第246条第2項第1文に従った財産対
　象物と負債の相殺計算の場合においては，
　相殺計算された貸借対照表項目の金額
26．投資法第2条第3項にいうスペシャル・
ファンドに対する持分については，その
取得の目的設定，その簿価と付すべき時
価，当該営業年度中の社内留保利益の金
額ならびに社内留保利益の累計額，当該
営業年度中の配当利益の金額および配当
利益の累計額，ならびに簿価および付す
べき時価を記載した，持分に応じたファ
ンド資産の，これに属する財産対象物お
よび負債への細分類
27．第251条に従って貸借対照表に表示さ
　れる債務および債務保証関係に関しては，
　請求リスク査定の理由」
24．年金およびこれに類する義務に関する
　引当金については，適用された保険数理
　上の算出方法ならびに当該算出の基礎的
　仮定。例えば，利子率，予期した賃金お
　よび給与の上昇，根拠に据えた死亡率表。
25．第246条第2項第2文に従った財産対
　象物と負債の相殺計算の場合においては，
　相殺計算された財産対象物の取得原価お
よび付すべき時価，相殺計算された負債
の履行金額ならびに相殺計算された費用
および収益。
26．投資法第1条にいう内国の投資資産
に対する持分もしくは投資株式，または，
これに相当する，投資法第2条第9項に
いう外国の投資持分で10分の1を超え
るものについては，投資目標ごとに細分
した上で，投資法第36条またはこれに
相当する外国の規定で市場価値の算定に
関するものにいう価値，その簿価との差
異および当該営業年度に行われた配当な
らびに即日返却の可能性の制限。それ以
上に出て，価値減少が持続する見込みの
ないことを示唆する手掛かりを含む，第
253条第3項第4文に基づく減額記入停
止の理由。その限りで，第19号は適用
　できない。
27．第251条に従って貸借対照表に表示さ
　れる債務および債務保証関係に関しては，
　請求リスク査定の理由
　　　但し，以上の記載が状況報告書に行
　　われない場合に限る。
24．年金およびこれに類する義務に関する
　引当金については，適用された保険数理
　上の算出方法ならびに当該算出の基礎的
　仮定。例えば，利子率，予期した賃金お
　よび給与の上昇，根拠に据えた死亡率表。
25．第246条第2項第2文に従った財産対
　象物と負債の相殺計算の場合においては，
　相殺計算された財産対象物の取得原価お
　よび付すべき時価，相殺計算された負債
　の履行金額ならびに相殺計算された費用
　および収益。第20号aが準用されなけれ
　ばならない。
26．投資法第1条にいう内国の投資資産に
　対する持分もしくは投資株式，または，
　これに相当する，投資法第2条第9項に
　いう外国の投資持分で10分の1を超え
　るものについては，投資目標ごとに細分
　した上で，投資法第36条またはこれに
　相当する外国の規定で市場価値の算定に
　関するものにいう価値，その簿価との差
　異および当該営業年度に行われた配当な
　らびに即日返却の可能性の制限。それ以
　上に出て，価値減少が持続する見込みの
　ないことを示唆する手掛かりを含む，第
　253条第3項第4文に基づく減額記入停
　止の理由。その限りで，第19号は適用
　できない。
2Z第251条に従って貸借対照表に，また
　は第268条第7項後段1文に従って附属
　説明書に表示される債務および債務保証
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b）第2文乃至第6文は，廃止される。
30．第286条は，以下のとおり変更される。
　a）第2項および第3項においては，それぞれ，
　　記載「第1文」が削除される。
b）第3項第3文は，次のとおり改定される。
　「資本会社またはその子企業の一つ（第290条
　第1項および第2項）が決算日において第
　264d条にいう資本市場指向的であるときは，
　第1文第2号は適用される必要はない。」
31．第287条は，廃止される。
32．第288条は，次のとおり改定される。
　「第288条　規模に基づく簡便措置
　　（1）小資本会社（第267条第1項）は，第284
　条第2項第4号，第285条第2号乃至第8号a，
　第9号aおよびbならびに第12号，第17号，
　第18号，第21号および第22号に従った記載を
　行う必要はない。
　　（2）中規模資本会社（第267条第2項）は，第
28．固定資産たる自己創設の無形財産対象
物および潜在的租税の積極側計上に帰す
る収益，ならびに付すぺき時価による金
融商品または財産対象物の評価に帰する
収益に細分される，第268条第8項にい
う収益の総額」
b）　第2文乃至第6文は，廃止される。
30．第286条は，以下のとおり変更される。
　a）　第2項，第3項第1文および第5項第1文に
　おいては，それぞれ，記載「第1文」が削除さ
　れる。
b）第3項第3文は，次のとおり改定される。
　「資本会社またはその子企業の一つ（第290条
　第1項および第2項）が決算日において第
　264d条にいう資本市場指向的であるときは，
　第1文第2号は適用される必要はない。」
31．第287条は，廃止される。
32．第288条は，次のとおり改定される。
　「第288条　規模に基づく簡便措置
　　（1）小資本会社（第267条第1項）は，第284
　条第2項第4号，第285条第2号乃至第8号a，
　第9号aおよびbならびに第12号，第17号，
　第19号，第21号および第22号に従った記載を
　行う必要はない。
　　（2）中規模資本会社（第267条第2項）は，第
　　　　関係に関しては，請求リスク査定の理由
　　　2＆固定資産たる自己創設の無形財産対象　　G
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8　　　　物の積極側計上に帰する金額，潜在的租
　　　　税の積極側計上に帰する金額および付す
　　　　べき時価による財産対象物の積極側計上
　　　　に帰する金額に細分される，第268条第
　　　　8項にいう金額の総額
　　　29．いかなる差額または税務上の繰越損失
　　　　に潜在的租税が基づいているか，また，
　　　　いかなる税率で評価が行われたか。」
b）　第2文乃至第6文は，廃止される。
31．第286条は，以下のとおり変更される。
　a）　第2項，第3項第1文，第4項および第5項
　　第1文においては，それぞれ，記載「第1文」
　　が削除される。
　b）第3項第3文は，次のとおり改定される。
　　「資本会社またはその子企業の一つ（第290条
　　第1項および第2項）が決算日において第
　　264d条にいう資本市場指向的であるときは，
　　第1文第2号は適用される必要はない。」
32．第287条は，廃止される。
33．第288条は，次のとおり改定される。
　「第288条規模に基づく簡便措置
　　（1）小資本会社（第267条第1項）は，第284
　条第2項第4号，第285条第2号乃至第8号a，
　第9号aおよびbならびに第12号，第17号，
　第19号，第21号，第22号および第29号に従っ
　た記載を行う必要はない。
　　（2）中規模資本会社（第267条第2項）は，第
bけ?????????
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285条第3号に従った記載に際して，財務上の影
響を記載する必要はない。同会社は，第285条第
4号に従った記載を行う必要はない。同会社が第
285条第17号に従った記載を行わない限り，同
会社は，その旨を経済監査士会議所に対してその
書面による求めに応じて伝達する義務を負う。同
会社は，株式会社である場合に限り，第285条第
21号に従った記載を行う必要がある。この記載
は，直接もしくは間接的に主要株主または業務執
行機関，監督機関もしくは管理機関の構成員と締
結した取引に限定することができる。」
33．第289条は，以下のとおり変更される。
　a）　第2項第5号第1文および第2文においては，
　　それぞれ，記載「第1文」が削除される。
　b）第4項は，次のとおり変更される。
　aa）第1号においては，用語「記載される」の
　　　後に，用語「当該記載が附属説明書において
　　　行われる必要がない限り」が挿入される。
　bb）第3号においては，用語「超過する」の後
　　　に，用語「当該記載が附属説明書において行
　　　われる必要がない限り」が挿入される。
　CC）第9号においては，用語「である」の後に，
　　　用語「当該記載が附属説明書において行われ
　　　る必要がない限り」が挿入される。
　dd）次の文章が付加される。
　　　「第1文に従った記載が附属説明書に行われ
　　　なければならないときは，その旨を状況報告
　　　書において参照指示しなければならない。」
　c）次の第5項が，付加されるQ
　　「（5）第264d条にいう資本会社は，状況報告
285条第3号に従った記載に際して，財務上の影
響を記載する必要はない。同会社は，第285条第
4号に従った記載を行う必要はない。同会社が第
285条第17号に従った記載を行わない限り，同
会社は，その旨を経済監査士会議所に対してその
書面による求めに応じて伝達する義務を負う。同
会社は，株式会社である場合に限り，第285条第
21号に従った記載を行う必要がある。この記載
は，直接もしくは間接的に主要株主または業務執
行機関，監督機関もしくは管理機関の構成員と締
結した取引に限定することができる。」
33．第289条は，以下のとおり変更される。
　a）第2項第5号第1文および第2文においては，
　　それぞれ，記載「第1文」が削除される。
　b）第4項は，次のとおり変更される。
　aa）第1号においては，用語「記載される」の
　　　後に，用語「当該記載が附属説明書において
　　　行われる必要がない限り」が挿入される。
　bb）　第3号においては，用語「超過する」の後
　　　に，用語「当該記載が附属説明書において行
　　　われる必要がない限り」が挿入される。
　CC）第9号においては，用語「である」の後に，
　　　用語「当該記載が附属説明書において行われ
　　　る必要がない限り」が挿入される。
　dd）次の文章が付加される。
　　　「第1文に従った記載が附属説明書に行われ
　　　なければならないときは，その旨を状況報告
　　　書において参照指示しなければならない。」
　c）次の第5項が，付加される。
　　「（5）第264d条にいう資本会社は，状況報告
285条第3号に従った記載に際して，リスクと便
益を記載する必要はない。同会社は，第285条第
4号および第29号に従った記載を行う必要はな
い。同会社が第285条第17号に従った記載を行
わない限り，同会社は，その旨を経済監査士会議
所に対してその書面による求めに応じて伝達する
義務を負う。同会社は，株式会社である場合に限
り，第285条第21号に従った記載を行う必要が
ある。この記載は，直接もしくは間接的に主要株
主または業務執行機関，監督機関もしくは管理機
関の構成員と締結した取引に限定することができ
る。」
34．第289条は，以下のとおり変更される。
　a）　第2項第5号第1文および第2文においては，
　　それぞれ，記載「第1文」が削除される。
　b）第4項は，次のとおり変更される。
　aa）第1号においては，用語「記載される」の
　　　後に，用語「当該記載が附属説明書において
　　　行われる必要がない限り」が挿入される。
　bb）第3号においては，用語「超過する」の後
　　　に，用語「当該記載が附属説明書において行
　　　われる必要がない限り」が挿入される。
　CC）第9号においては，用語「である」の後に，
　　　用語「当該記載が附属説明書において行われ
　　　る必要がない限り」が挿入される。
　dd）次の文章が付加される。
　　　「第1文に従った記載が附属説明書に行われ
　　　なければならないときは，その旨を状況報告
　　　書において参照指示しなければならない。」
　c）次の第5項が，付加される。
　　「（5）第264d条にいう資本会社は，状況報告
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書に，会計（報告）過程に関する内部リスク管
理システムの本質的指標を記述しなければなら
ない。」
34．第289条の後には，次の第289a条が挿入され
　る。
　「第289a条　企業管理の説明
　　（1）上場株式会社ならびに株式会社で主として
　株式以外の有価証券を証券取引法第2条第5項に
　いう組織化された市場での取引のために発行し，
　かつ，当該株式を会社の知識を以て　（mit
Wissen　der　Gesellschaft）証券取引法第2条第3
項第1文第8号にいう多数国間取引システムを介
して取引する会社は，企業管理の説明を状況報告
書に収容しなければならない。この説明は，状況
報告書においては，別個の段落を形成する。また，
同説明は，会社のインターネット・サイト上で公
的に入手できるようにすることが可能である。こ
の場合には，状況報告書に，インターネット・サ
イトの記載を含む参照事項が収容されなければな
らない。
　（2）企業管理の説明には，次の事項が収容され
ていなければならない。
1．株式法第161条に基づく説明
2．　法律上の要件を超えて適用される，企業管理
　の実施に係る重要な記載。これには，どこで当
　該記載が入手されるかについての指摘も含まれ
　る。
3．　取締役会および監査役会の労働方法ならびに
　当該機関の構成および機能の記述」
書に，会計（報告）過程に関する内部統制シス
テムおよび内部リスク管理システムの本質的指
標を記述しなければならない。」
34．第289条の後には，次の第289a条が挿入され
　る。
　「第289a条企業管理の説明
　　（1）上場株式会社ならびに株式会社で主として
　株式以外の有価証券を証券取引法第2条第5項に
　いう組織化された市場での取引のために発行し，
　かっ，発行した当該株式を自己の動機によって証
券取引法第2条第3項第1文第8号にいう多数国
間取引システムを介して取引する会社は，企業管
理の説明を状況報告書に収容しなければならない。
この説明は，状況報告書においては，別個の段落
を形成する。また，同説明は，会社のインターネッ
ト・サイト上で公的に入手できるようにすること
が可能である。この場合には，状況報告書に，イ
ンターネット・サイトの記載を含む参照事項が収
容されなければならない。
　（2）企業管理の説明には，次の事項が収容され
ていなければならない。
1．　株式法第161条に基づく説明
2．　法律上の要件を超えて適用される，企業管理
　の実施に係る重要な記載。これには，どこで当
　該記載が入手されるかについての指摘も含まれ
　る。
3，　取締役会および監査役会の労働方法ならびに
　当該機関の構成および機能の記述」
書に，会計’（報告）過程に関する内部統制シス
テムおよびリスク管理システムの本質的指標を　　Cl）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3記述しなければならない。」
35．第289条の後には，次の第289a条が挿入され
　る。
　「第289a条企業管理の説明
　　（1）上場株式会社ならびに株式会社で主として
　株式以外の有価証券を証券取引法第2条第5項に
　いう組織化された市場での取引のために発行し，
　かつ，発行した当該株式を自己の動機によって証
　券取引法第2条第3項第1文第8号にいう多数国
　間取引システムを介して取引する会社は，企業管
　理の説明を状況報告書に収容しなければならない。
　この説明は，状況報告書においては，別個の段落
　を形成する。また，同説明は，会社のインターネッ
　ト・サイト上で公的に入手できるようにすること
　が可能である。この場合には，状況報告書に，イ
　ンターネット・サイトの記載を含む参照事項が収
　容されなければならない。
　　②　企業管理の説明には，次の事項が収容され
　ていなければならない。
　1．　株式法第161条に基づく説明
　2．　法律上の要件を超えて適用される，企業管理
　　の実施に係る重要な記載。これには，どこで当
　　該記載が入手されるかについての指摘も含まれ
　　る。
　3．　取締役会および監査役会の労働方法ならびに
　　当該機関の構成および機能の記述。情報が会社
　　のインターネット・サイト上で公的に入手可能
　　であるときは，その旨を参照指示できる。」
しu?????????
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35．第290条第1項第1文は，次のとおり改定され
　る。
　「コンツェルンにおいて企業（子企業）が内国に
　所在地を有する資本会社（親企業）の統一的指揮
　に服しているときは，当該親企業の法定代表者は，
　コンツェルン営業年度の最初の5ヶ月内に経過コ
　ンツェルン営業年度に関してコンツェルン決算書
　およびコンツェルン状況報告書を作成しなければ
　ならない。」
35。第290条第1項第1文は，次のとおり改定され
　る。
　「コンツェルンにおいて企業（子企業）が内国に
　所在地を有する資本会社（親企業）の統一的指揮
　に服しているときは，当該親企業の法定代表者は，
　コンツェルン営業年度の最初の5ヶ月内に経過コ
　ンツェルン営業年度に関してコンツェルン決算書
　およびコンツェルン状況報告書を作成しなければ
　ならない。」
36．第290条は，次のとおり変更される。
　a）第1項および第2項は，次のとおり改定され
　　る。
　　「（1）内国に所在地を有する資本会社（親企業）
　　が他の企業（子企業）に対して直接または間接
　　的に支配的影響力を行使し得るときは，当該資
　　本会社の法定代衷者は，コンツェルン営業年度
　　の最初の5ヶ月内に経過コンツェルン営業年度
　　に関してコンツェルン決算書およびコンツェル
　　ン状況報告書を作成しなければならない。当該
　　親企業が第325条第4項第1文にいう資本会社
　　であるときは，コンツェルン決算書ならびにコ
　　ンツェルン状況報告書をコンツェルン営業年度
　　の最初の4ヶ月内に経過コンツェルン営業年度
　　に関して作成しなければならない。
　　　②　次の場合には，親企業の支配的影響力が
　　常に存在している。
　　1．　他の企業について，社員の議決権の多数が
　　　帰属しているとき
　　2．　他の企業について，財務および営業政策を
　　　決定する管理，指揮および監督機関の構成員
　　　の多数を任命または解任する権限が帰属し，
　　　同時に社員であるとき
　　3．　他の企業との間で財務および営業政策を締
　　　結した支配契約または他の企業の定款の定め
　　　に基づいて決定する権限が帰属しているとき
　　4．　経済的観察法によれば，親企業の狭く限定
　　　され且つ正確に定義された目標の達成に役立
　　　つ企業（目的会社）のリスクとチャンスの多
　　　数を担っているとき。企業の他に，私法上の
　　　その他の法人または，投資法第2条第3項に
　　　いう特森な特別財産を除く，私法上の非独立
↓?
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36．第291条は，以下のとおり改定される。
　a）第1号は，次のとおり改定される。
　　「1．　作成を免除されるべき親企業は，証券取
　　　　引法第2条第5項にいう組織化された市場
　　　　を，同企業が発行する証券取引法第2条第
　　　　1項第1文にいう有価証券を通じて利用す
　　　　る。」
　b）第2号第2文は，廃止される。
37．第292条は，以下のとおり変更される。
　a）第2項は，以下のとおり変更される。
　aa）文言上，記載「84／253／EWG」が記載
　　　「2006／43／EG」に置き換えられる。
　bb）次の文章が，付加される。
　　　「指令2006／43／EGの規定に従って許可さ
　　　れない決算監査人で，証券取引法第2条第1
　　　項第1文にいう有価証券が内国の取引所にお
　　　いて規制の下に置かれた市場での取引を許可
　　　されている，経済監査士法第3条第1項第1
　　　文にいう第三国に所在地を有する企業の決算
　　　監査人は，同監査人が経済監査士会議所に経
　　　済監i査士法第134条第1項に基づいて登録し
　　　ているか，または経済監査士法第134条第4
　　　項に基づく同等性が認められるときに限り，
36．第291条は，以下のとおり改定される。
　a）第1号は，次のとおり改定される。
　　「1．　作成を免除されるべき親企業は，証券取
　　　　引法第2条第5項にいう組織化された市場
　　　　を，同企業が発行する証券取引法第2条第
　　　　1項第1文にいう有価証券を通じて利用す
　　　　る。」
　b）第2号第2文は，廃止される。
37．第292条は，以下のとおり変更される。
　a）第2項は，以下のとおり変更される。
　aa）文言上，記載「84／253／EWG」が記載
　　　「2006／43／EG」に置き換えられる。
　bb）次の文章が，付加される。
　　　「指令2006／43／EGの規定に従って許可さ
　　　れない決算監査人で，証券取引法第2条第1
　　　項第1文にいう有価証券が内国の取引所にお
　　　いて規制の下に置かれた市場での取引を許可
　　　されている，経済監査士法第3条第1項第1
　　　文にいう第三国に所在地を有する企業の決算
　　　監査人は，同監査人が経済監査士会議所に経
　　　済監査士法第134条第1項に基づいて登録し
　　　ているか，または経済監査士法第134条第4
　　　項に基づく同等性が認められるときに限り，
　　的特別財産もまた，目的会社たり得る。」
b）第4項の後には，次の第5項が付加される。　　Q
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ご　「（5）親企業が，第296条により，コンツェル
　ン決算書に組入れられる必要のない子企業のみ
　を有しているときは，当該親企業には，コンツヱ
　ルン決算書およびコンツェルン状況報告書の作
　成が免除される。」
37，第291条は，以下のとおり改定される。
　a）第1号は，次のとおり改定される。
　　「1．　作成を免除されるべき親企業は，証券取
　　　　引法第2条第5項にいう組織化された市場
　　　　を，同企業が発行する証券取引法第2条第
　　　　1項第1文にいう有価証券を通じて利用す
　　　　る。」
　b）　第2号第2文は，廃止される。
38．第292条は，以下のとおり変更される。
　a）第2項は，以下のとおり変更される。・
　aa）文言上，記載「84／253／EWG」が記載
　　　「2006／43／EG」に置き換えられる。
　bb）　次の文章が，付加される。
　　　「指令2006／43／EGの規定に従って許可さ
　　　れない決算監査人で，証券取引法第2条第1
　　　項第1文にいう有価証券が内国の取引所にお
　　　いて規制の下に置かれた市場での取引を許可
　　　されている，経済監査士法第3条第1項第1
　　　文にいう第三国に所在地を有する企業の決算
　　　監査人は，同監査人が経済監査士会議所に経
　　　済監査士法第134条第1項に基づいて登録し
　　　ているか，または経済監査士法第134条第4
　　　項に基づく同等性が認められるときに限り，
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当該指令の要件と同等の資格を有する。排他
的に，50，000ユーロの最小発行単位または他
の通貨による相当額の証券取引法第2条第1
項第1文にいう債務証書が，内国の取引所に
おいて規制の下に置かれた市場での取引を許
可されている場合は，第2文は適用できない。」
38．第293条は，以下のとおり変更される。
　a）第1項は，以下のとおり変更される。
　aa）第1号は，次のとおり変更される。
　　aaa）aにおいては，記載「19，272，000ユーロ」
　　　　が記載「21，000，000ユーロ」に置き換えら
　　　　れる。
　bbb）　bにおいては，記載「38，544，000ユーロ」
　　　　が記載「42，000，000ユーロ」に置き換えら
　　　　れる。
　bb）第2号は，次のとおり変更される。
　　aaa）aにおいては，記載「16，060，000ユーロ」
　　　　が記載「19，250，000ユーロ」に置き換えら
　　　　れる。
　bbb）　bにおいては，記載「32，120，000ユーロ」
　　　　が記載「38，500，000ユーロ」に置き換えら
　　　　れる。
b）第5項は，次のとおり改定される。
　「⑤　親企業またはコンツェルン決算書に組入
　れられる子企業が決算日に第264d条にいう資
　本市場指向的であるときは，第1項および第4
　項は，適用できない。」
当該指令の要件と同等の資格を有する。排他
的に，50，000ユーロの最小発行単位または他
の通貨による相当額の証券取引法第2条第1
項第1文にいう債務証書が，内国の取引所に
おいて規制の下に置かれた市場での取引を許
可されている場合は，第2文は適用できない。」
38．第293条は，以下のとおり変更される。
　a）第1項は，以下のとおり変更される。
　aa）第1号は，次のとおり変更される。
　　aaa）　aにおいては，記載「19，272，000ユーロ」
　　　　が記載「21，000，000ユーロ」に置き換えら
　　　　れる。
　bbb）　bにおいては，記載「38，544，000ユーロ」
　　　　が記載「42，000，000ユーロ」に置き換えら
　　　　れる。
　bb）第2号は，次のとおり変更される。
　　aaa）　aにおいては，記載「16，060，000ユーロ」
　　　　が記載「19，250，000ユーロ」に置き換えら
　　　　れる。
　bbb）　bにおいては，記載「32，120，000ユーロ」
　　　　が記載「38，500，000ユーロ」に置き換えら
　　　　れる。
　b）第4項第1文の後に，次の文章が付加される。
「第267条第4項第2文は，準用されなければ
　ならない。」
g）第5項は，次のとおり改定される。
　「⑤　親企業またはコンツェルン決算書に組入
　れられる子企業が決算日に第264d条にいう資
　本市場指向的であるときは，第1項および第4
　項は，適用できない。」
当該指令の要件と同等の資格を有する。排他
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　謂的に，50，000ユーロの最小発行単位または他
の通貨による相当額の証券取引法第2条第1
項第1文にいう債務証書が，内国の取引所に
おいて規制の下に置かれた市場での取引を許
可されている場合は，第2文は適用できない。」
39．第293条は，以下のとおり変更される。
　a）第1項は，以下のとおり変更される。
　aa）第1号は，次のとおり変更される。
　　aaa）　aにおいては，記1載「19，272，000ユーロ」
　　　　が記載「23，100，000ユーロ」に置き換えら
　　　　れる。
　bbb）bにおいては，記載「38，544，000ユーロ」
　　　　が記載「46，200，000ユーロ」に置き換えら
　　　　れる。
　bb）第2号は，次のとおり変更される。
　　aaa）　aにおいては，記1載「16，060，000ユーロ」
　　　　が記載「19，250，000ユーロ」に置き換えら
　　　　れる。
　bbb）　bにおいては，記載「32，120，000ユーロ」
　　　　が記載「38，500，000ユーロ」に置き換えら
　　　　れる。
　b）第4項第1文の後に，次の文章が付加される。
　　「第267条第4項第2文は，準用されなければ
　　ならない。」
　c）第5項は，次のとおり改定される。
　　「⑤　親企業またはコンツェルン決算書に組入
　　れられる子企業が決算日に第264d条にいう資
　　本市場指向的であるときは，第1項および第4
　　項は，適用できない。」
『??????』????????
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39．第294条は，以下のとおり変更される。
9L）
bL）
第2項第2文は，廃止される。
第3項第1文においては，文言「第325条第
2a項に従った個別決算書」は削除される。
40．第298条第1項においては，用語「第244条乃
　至第247条第1項および第2項，第248条乃至第
　253条，第255条，第256条，第265条，第266
　条，第268条乃至第272条，第274条，第275条，
　第277条乃至第279条第1項，第280条第1項，
　第282条および第283条」が，用語「第244条乃
　至第256a条，第265条，第266条，第268条乃
　至第275条，第277条および第278条」に置き換
　えられる。
41．第300条第1項第2文においては，用語「計算
　区分項目」の後のコンマならびに用語「貸借対照
　表副次項目」が削除される。
42．第301条は，以下のとおり変更される。
　a）第1項は，以下のとおり変更される。
　aa）第2文は，次のとおり改定される。
　　　「自己資本は，コンツェルン決算書に収容さ
　　　れるべき財産対象物，負債，計算区分項目お
　　　よび特別項目の時価で，第2文に従った相殺
　　　計算に関して選択された時点において付され
　　　なければならないものに合致する金額をもっ
　　　て，計上しなければならない。」
39．第294条第2項第2文は，廃止される。
40．第298条第1項においては，用語「第244条乃
　至第247条第1項および第2項，第248条乃至第
　253条，第255条，第256条，第265条，第266
　条，第268条乃至第272条，第274条，第275条，
　第277条乃至第279条第1項，第280条第1項，
　第282条および第283条」が，用語「第244条乃
　至第256a条，第265条，第266条，第268条乃
　至第275条，第277条および第278条」に置き換
　えられる。
41．第300条第1項第2文においては，用語「計算
　区分項目」の後のコンマならびに用語「貸借対照
　表副次項目」が削除される。
42．第301条は，以下のとおり変更される。
　a）第1項は，以下のとおり変更される。
　aa）第2文は，次のとおり改定される。
　　　「自己資本は，コンツェルン決算書に収容さ
　　　れるべき財産対象物，負債，計算区分項目お
　　　よび特別項目の時価で，第2文に従った相殺
　　　計算に関して基準をなす時点において付され
　　　なければならないものに合致する金額をもっ
　　　て，計上しなければならない。」
40．第294条第2項第2文は，廃止される。
41．第297条第3項第2文においては，用語「維持
　すべきである」が，用語「維持しなければならな
　い」に置き換えられる。
42．第298条第1項においては，用語「第244条乃
　至第247条第1項および第2項，第248条乃至第
　253条，第255条，第256条，第265条，第266
　条，第268条乃至第272条，第274条，第275条，
　第277条乃至第279条第1項，第280条第1項，
　第282条および第283条」が，用語「第244条乃
　至第256a条，第265条，第266条，第268条乃
　至第275条，第277条および第278条」に置き換
　えられる。
43．第300条第1項第2文においては，用語「計算
　区分項目」の後のコンマならびに用語「貸借対照
　表副次項目」が削除される。
（?）
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44．第301条は，以下のとおり変更される。
　a）第1項は，以下のとおり変更される。
　aa）第2文および第3文は，次のとおり改定さ
　　　れる。
　　　「自己資本は，コンツェルン決算書に収容さ
　　　れるべき財産対象物，負債，計算区分項目お
　　　よび特別項目の時価で，第2文に従った相殺
　　　計算に関して基準をなす時点において付され
　　　なければならないものに合致する金額をもっ
　　　て，計上しなければならない。引当金は，第
　　　253条第1項第2文および第3文，第2項に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　お
　　　従って，潜在的租税は第274条第2項に従っ
bb）第3文および第4文は，廃止される。
b）第2項は，次のとおり改定される。
　「（2）第1項に従った相殺計算は，持分取得の
　時点における計上価額に基づいて実施される。」
c）第3項は，以下のとおり変更される。
aa）第1文は，次のとおり改定される。
　　「相殺計算後に残存する差額は，コンツェル
　　ン貸借対照表上，それが積極側に生じるとき
　　は営業権もしくは暖簾として，それが消極側
　　に生じるときは自己資本の後の項目「資本連
　　結から生じる差額』の下に表示しなければな
　　らない。」
bb）第3文は，廃止される。
d）第4項は，次のとおり改定される。
　　「親企業に対する持分で，コンツェルン決算
　　書に組入れられる子企業に属するものは，コ
　　ンツェルン貸借対照表上，親企業の自己持分
　　として，その額面金額で，または，それが存
　　在していない場合には，その計算価値で，前
bb）　第3文および第4文は，廃止される。
b）第2項は，次のとおり改定される。
　「（2）第1項に従った相殺計算は，親企業が子
　企業を取得した時点における計上価額に基づい
　て実施しなければならない。この時点における
計上価額が最終的に算定できるとは限らないと
きは，次年度において適合修正を実施すること
ができる。親企業に最初にコンツェルン決算書
の作成が義務づけられるときは，コンツェルン
決算書への子企業の組入れの時点における計上
価額を根拠に据えなければならない。但し，こ
のことは，当該企業が，コンツェルン決算書を
作成する年度に子企業を取得していない場合で
ある。同様のことは，従来，第296条に基づい
て放棄されてきた，子企業の初回組入れに関し
　ても適用される。」
c）第3項は，以下のとおり変更される。
aa）第1文は，次のとおり改定される。
　　「相殺計算後に残存する差額は，コンツェル
　　ン貸借対照表上，それが積極側に生じるとき
　　は営業権もしくは暖簾として，それが消極側
　　に生じるときは自己資本の後の項目『資本連
　　結から生じる差額』の下に表示しなければな
　　らない。」
bb）第3文は，廃止される。
d） 第4項は，次のとおり改定される。
「（4）親企業に対する持分で，コンツェルン
決算書に組入れられる子企業に属するものは，
コンツェルン貸借対照表上，親企業の自己持
分として，その額面金額で，または，それが
存在していない場合には，その計算価値で，
　　て，評価しなければならない。」
bb）　現行の第4文は，廃止される。
b）第2項は，次のとおり改定される。
　「②　第1項に従った相殺計算は，親企業が子
　企業を取得した時点における計上価額に基づい
　て実施しなければならない。この時点における
　計上価額が最終的に算定できるとは限らないと
　きは，当該計上価額をその後に続く12ヶ月内
　に適合修正しなければならない。親企業に最初
　にコンツェルン決算書の作成が義務づけられる
　ときは，コンツェルン決算書への子企業の組入
　れの時点における計上価額を根拠に据えなけれ
　ばならない。但し，このことは，当該企業が，
　コンツェルン決算書を作成する年度に子企業を
　取得していない場合である。同様のことは，従
　来，第296条に基づいて放棄されてきた，子企
　業の初回組入れに関しても適用される。」
c）第3項は，以下のとおり変更される。
aa）第1文は，次のとおり改定される。
　　「相殺計算後に残存する差額は，コンツェル
　　ン貸借対照表上，それが積極側に生じるとき
　　は営業権もしくは暖簾として，それが消極側
　　に生じるときは自己資本の後の項目『資本連
　　結から生じる差額』の下に表示しなければな
　　らない。」
bb）　第3文は，廃止される。
d）第4項は，次のとおり改定される。
　　「（4）親企業に対する持分で，コンツェルン
　　決算書に組入れられる子企業に属するものは，
　　コンツェルン貸借対照表上，親企業の自己持
　　分として，その額面金額で，または，それが
　　存在していない場合には，その計算価値で，
oon
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欄において，項目『引受済資本金』から明示
して控除しなければならない。」
43．第302条は，廃止される。
44．第306条は，次のとおり改定される。
　「第306条　租税の期間区分
　　本款の規定に従って実施された措置が，財産対
　象物もしくは負債の商法上の計上価額とその税務
　上の計上価額の間に差異をもたらし，当該差異が
　次期以降の営業年度において再度除去される見込
　みがあるときは，租税負担加重額は，第249条第
　1項第1文に従った引当金の設定を通じて勘酌し
なければならない。租税負担軽減額は，名称『積
極側の潜在的租税』を付した項目の下に表示しな
ければならない。営業権もしくは暖簾または消極
側の差額の初回計上から生じる差異は，考慮され
ない。第274条第2項が準用されなければならな
い。当該項目は，第274条に従った項目と統合す
ることができる。」
45．第307条第1項第2文は，廃止される。
46．第308条の後には，次の第308a条が挿入され
　る。
　「第308条外貨建て決算書の換算
前欄において，項目『引受済資本金』から明
示して控除しなければならない。」
43．第302条は，廃止される。
44．第306条は，次のとおり改定される。
　「第306条　租税の期間区分
　　本款の規定に従って実施された措置が，財産対
　象物もしくは負債の商法上の計上価額とその税務
　上の計上価額の間に差異をもたらし，当該差異が
　次期以降の営業年度において再度逆転する見込み
　があるときは，発生する租税負担加重額は，名称
　「消極側の潜在的租税」を付した項目の下に，ま
た，発生する租税負担軽減額は，名称「積極側の
潜在的租税』を付した項目の下に表示しなければ
ならない。第301条第3項に従って残留する差額
の初回計上から生じる差異は，考慮されない。第
274条第2項が準用されなければならない。当該
項目は，第274条に従った項目と統合することが
できる。」
45．第307条第1項第2文は，廃止される。
46．第308条の後には，次の第308a条が挿入され
　る。
　「第308a条　外貨建て決算書の換算
前欄において，項目『引受済資本金』から明
示して控除しなければならない。」　　　　　as
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ご
45．第302条は，廃止される。
46．第306条は，次のとおり改定される。
　「第306条　潜在的租税
　　本款の規定に従って実施された措置が，財産対
　象物，負債および計算区分項目の商法上の計上価
　額とその税務上の計上価額の間に差異をもたらし，
　当該差異が次期以降の営業年度において再度解消
　される見込みがあるときは，発生する租税負担加
　重額の総額は消極側の潜在的租税として，発生す
　る租税負担軽減額の総額は積極側の潜在的租税と
　して，コンツェルン貸借対照表に計上しなければ
　ならない。発生する租税負担加重額と発生する租
　税負担軽減額は，相殺計算せずに計上することが
　できる。第301条第3項に従って残留する差額の
　初回計上から生じた差異は，考慮されない。同様
　のことは，子企業，関連企業または第310条第1
　項にいう共同企業に対する資本参加の税務上の計
　上価額とコンツェルン決算書に計上された純財産
　の商法上の計上価額の間に生じた差異にも適用さ
　れる。第274条第2項が準用されなければならな
　い。当該項目は，第274条に従った項目と統合す
　ることができる。」
47，第307条第1項第2文は，廃止される。
bd?????????
48．第308条の後には，次の第308a条が挿入され
　る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　曽
　「第308a条　外貨建て決算書の換算
’外貨建て貸借対照表の積極側および消極側の項
目は，歴史的相場（historischer　Kurs）で換算
されなければならない自己資本を除き，コンツェ
ルン貸借対照表日の為替直物相場で換算しなけれ
ばならない。損益計算書の項目は，歴史的相場で
換算しなければならない。換算差異は，コンツェ
ルン自己資本の内部において，準備金の後に，項
目『通貨換算から生じた自己資本差異』の下に表
示しなければならない。」
47，第309条第1項は，次のとおり改定される。
　「（1）第301条第3項に従って表示されるべき営
　業権もしくは暖簾の減額記入は，第1章の規定に
　従って決定される。」
48．第312条第1項乃至第3項は，次のとおり改定
　される。
　「（1）関連企業に対する資本参加は，コンツェル
　ン貸借対照表に簿価で計上しなければならない。
　この簿価と自己資本に対する持分比率相当額との
差額は，コンツェルン附属説明書に記載しなけれ
ばならない。
　（2）第1項第2文に従った差額は，付すべき時
価が簿価よりも高いかまたは低いときに限り，関
連企業の財産対象物および負債の計上価額に配賦
　外貨建て貸借対照表の積極側および消極側の項
目は，歴史的相場でユーロに換算されなければな
らない自己資本を除き，コンツェルン貸借対照表
日の為替直物相場でユーロに換算しなければなら
ない。損益計算書の項目は，平均相場でユーロに
換算しなければならない。発生する換算差異は，
コンツェルン自己資本の内部において，準備金の
後に，項目『通貨換算から生じた自己資本差異』
の下に表示しなければならない。子企業の一部ま
たは全部を売却した場合には，当該項目は，それ
に対応する額で損益作用的に取り崩されなければ
ならない。」
47．第309条第1項は，次のとおり改定される。
　「（1）第301条第3項に従って表示されるべき営
　業権もしくは暖簾の減額記入は，第1章の規定に
　従って決定される。」
48．第312条第1項乃至第3項は，次のとおり改定
　される。
　「（1）関連企業に対する資本参加は，コンツェル
　ン貸借対照表に簿価で計上しなければならない。
　この簿価と自己資本に対する持分比率相当額なら
びにそこに含まれている営業権もしくは暖簾また
は消極側の差額との差額は，コンツェルン附属説
明書に記載しなければならない。
　（2）第1項第2文に従った差額は，付すべき時
価が簿価よりも高いかまたは低いときに限り，関
連企業の財産対象物，負債，計算区分項目および
　外貨建て貸借対照表の積極側および消極側の項
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　舘目は，歴史的相場でユーロに換算されなければな
らない自己資本を除き，決算日の為替直物相場で
ユーロに換算しなければならない。損益計算書の
項目は，平均相場でユーロに換算しなければなら
ない。発生する換算差異は，コンツェルン自己資
本の内部において，準備金の後に，項目『通貨換
算から生じた自己資本差異』の下に表示しなけれ
ばならない。子企業の一部または全部を分離した
場合には，当該項目は，それに対応する額で損益
作用的に取り崩されなければならない。」
49．第309条第1項は，次のとおり改定される。
　「（1｝第301条第3項に従って表示されるべき営
　業権もしくは暖簾の減額記入は，第1章の規定に
　従って決定される。」
50．第310条第2項においては，記載「第308条」
　の後に記載「第308a条」が挿入される。
51．第312条第1項乃至第3項は，次のとおり改定
　される。
　「（1）関連企業に対する資本参加は，コンツェル
　ン貸借対照表に簿価で計上しなければならない。
　この簿価と自己資本に対する持分比率相当額なら
　びにそこに含まれている営業権もしくは暖簾また
『??????』????????
は消極側の差額との差額は，コンツェルン附属説
明書に記載しなければならない。
　②　第1項第2文に従った差額は，付すべき時　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　£価が簿価よりも高いかまたは低いときに限り，関　　巴
連企業の財産対象物，負債，計算区分項目および
しなければならない。第1文に従って配賦された
金額は，関連企業の年度決算書上の当該財産対象
物および負債の計上価額の取扱いに準じて，コン
ツェルン決算書に引継がれ，減額記入され，また
は取り崩されなければならない。第1文に従った
配賦の後に残存する差額には第309条を準用しな
ければならない。
　（3）資本参加の計上価額と差額は，持分取得の
時点における計上価額に基づいて算定しなければ
ならない。」
49．第313条は，以下のとおり変更される。
　a）第3項第3文は，次のとおり改定される。
　　「親企業またはその子企業の一つが第264d条
　　にいう資本市場指向的であるときは，第1文は
　　適用されない。」
　b）第4項は，廃止される。
50．第314条第1項は，以下のとおり変更される。
　a）第2号は，次の第2号および第2a号に置き
　　換えられる。
　　「2．　コンツェルン貸借対照表には現れない，
　　　　親企業とコンツェルン決算書に組入れられ
　　　　る子企業の取引の種類，目的および財務上
　　　　の影響。但し，それが，コンツェルンの財
　　　　務状態の判断にとって必要である場合に限
特別項目の計上価額に配賦しなければならない。
第1文に従って関係づけられた差額は，関連企業
の年度決算書上の当該財産対象物，負債，計算区
分項目および特別項目の計上価額の取扱いに準じ
て，コンツェルン決算書に引継がれ，減額記入さ
れ，または取り崩されなければならない。第1文
に従った配賦の後に残存する営業権もしくは暖簾
または消極側の差額には第309条を準用しなけれ
ばならない。
　③　資本参加の計上価額と差額は，持分取得の
時点における計上価額に基づいて算定しなければ
ならない。当該計上価額を当該時点に最終的に算
定できるとは限らないときは，次年度内に適合修
正を実施することができる。」
49．第313条は，以下のとおり変更される。
　a）第3項第3文は，次のとおり改定される。
　　「親企業またはその子企業の一つが第264d条
　　にいう資本市場指向的であるときは，第1文は
　　適用されない。」
　b）第4項は，廃止される。
50．第314条第1項は，以下のとおり変更される。
　a）第2号は，次の第2号および第2a号に置き
　　換えられる。
　　「2．　コンツェルン貸借対照表には収容されな
　　　　い，親企業とコンツェルン決算書に組入れ
　　　　られる子企業の取引の種類および目的なら
　　　　びにリスクおよび便益。但し，それが，コ
　　　　ンツェルンの財務状態の判断にとって必要
特別項目の計上価額に配賦しなければならない。
第1文に従って関係づけられた差額は，関連企業
の年度決算書上の当該財産対象物，負債，計算区
分項目および特別項目の計上価額の取扱いに準じ
て，コンツェルン決算書に引継がれ，減額記入さ
れ，または取り崩されなければならない。第1文
に従った配賦の後に残存する営業権もしくは暖簾
または消極側の差額には第309条を準用しなけれ
ばならない。第301条第1項第3文が準用されな
ければならない。
　㈲　資本参加の計上価額と差額は，企業が関連
企業を取得した時点における計上価額に基づいて
算定しなければならない。当該計上価額を当該時
点に最終的に算定できるとは限らないときは，そ
の後に続く12ヶ月内に適合修正を実施すること
ができる。」
52．第313条は，以下のとおり変更される。
　a）第3項第3文は，次のとおり改定される。
　　「親企業またはその子企業の一つが第264d条
　　にいう資本市場指向的であるときは，第1文は
　　適用されない。」
　b）第4項は，廃止される。
53．第314条第1項は，以下のとおり変更される。
　a）第2号は，次の第2号および第2a号に置き
　　換えられる。
　　「2．　コンツェルン貸借対照表には収容されな
　　　　い，親企業とコンツェルン決算書に組入れ
　　　　られる子企業の取引の種類および目的なら
　　　　びにリスクおよび便益。但し，それが，コ
　　　　ンッェルンの財務状態の判断にとって必要
（?。?）
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　　　る。
　　2a．コンツェルン貸借対照表には現れず，か
　　　つ，第251条と結合した第298条第1項に
　　　従って，または第2号の場合に記載できな
　　　い，その他の財務上の義務の総額。但し，
　　　当該記載がコンツェルンの財務状態の判断
　　　にとって重要である場合に限る。当該義務
　　　および第251条に従った債務保証関係のう
　　　ち，コンツェルン決算書に組入れられない
　　　子企業に対する義務は，それぞれ，区別し
　　　て記載しなければならない。」
b）第8号乃至第11号は，以下の第8号乃至第
　20号に置き換えられる。
　「8．　コンツェルン決算書に組入れられた取引
　　　所上場企業のすべてに関して，株式法第
　　　161条に従って規定されている説明が与え
　　　られ，かつ，いずれの場所で当該説明が公
　　　的に入手可能な状態にあるかということ。
　　9．第319条第1項第1文および第2文にい
　　　うコンッェルン決算書の決算監査人が当該
　　　営業年度に関して請求した報酬総額。これ
　　　は，以下の項目に関する報酬に細分される。
　　　a）　コンッェルン決算監査
　　　b）他の確認サービス
　　　c）税務コンサルタント・サービス
　　　d）その他のサービス
10．第253条第3項第4文に従って計画外減
　額記入を中止したことを理由に，付すべき
　時価が表示される，財務固定資産（第266
　条第2項A．皿．）に属する金融商品に関し
　て
　　　である場合に限る。
　　2a．コンツェルン貸借対照表には現れず，か
　　　つ，第251条と結合した第298条第1項に
　　　従って，または第2号に従って記載できな
　　　い，その他の財務上の義務の総額。但し，
　　　当該記載がコンツェルンの財務状態の判断
　　　にとって重要である場合に限る。当該義務
　　　および第251条に従った債務保証関係のう
　　　ち，コンツェルン決算書に組入れられない
　　　子企業に対する義務は，それぞれ，区別し
　　　て記載しなければならない。」
b）第8号乃至第ll号は，以下の第8号乃至第
　19号に置き換えられる。
　「8．　コンツェルン決算書に組入れられた取引
　　　所上場企業のすべてに関して，株式法第
　　　161条に従って規定されている説明が与え
　　　られ，かつ，いずれの場所で当該説明が公
　　　的に入手可能な状態にあるかということ。
　　9．　第319条第1項第1文および第2文にい
　　　うコンツェルン決算書の決算監査人が当該
　　　営業年度に提供した給付に関して請求され
　た報酬総額。これは，以下の項目に関する
　報酬に細分される。
　a）決算監査サービス
　b）他の確認サービス
　c）税務コンサルタント・サービス
　d）その他のサービス
10．第253条第3項第4文に従って計画外減
　額記入を中止したことを理由に，付すべき
　時価が表示される，財務固定資産（第266
　条第2項A．皿．）に属する金融商品に関し
　て
　　　である場合に限る。
　　2a．コンツェルン貸借対照表には収容されず，
　　　かつ，第251条と結合した第298条第1項
　　　に従って，または第2号に従って記載でき
　　　ない，その他の財務上の義務の総額。但し，
　　　当該記載がコンツェルンの財務状態の判断
　　　にとって重要である場合に限る。当該義務
　　　および第251条に従った債務保証関係のう
　　　ち，コンツェルン決算書に組入れられない
　　　子企業に対する義務は，それぞれ，区別し
　　　て記載しなければならない。」
b）　第8号乃至第11号は，以下の第8号乃至第
　21号に置き換えられる。
　「8．　コンツェルン決算書に組入れられた取引
　　　所上場企業のすべてに関して，株式法第
　　　161条に従って規定されている説明が与え
　　　られ，かつ，いずれの場所で当該説明が公
　　　的に入手可能な状態にあるかということ。
　　9，　コンツェルン決算書の決算監査人が当該
　　　営業年度に関して請求した報酬総額。これ
は，以下の項目に関する報酬に細分される。
a）決算監査サービス
b）他の確認サービス
c）税務コンサルタント・サービス
d）その他のサービス
10．第253条第3項第4文に従って計画外減
　額記入を中止したことを理由に，付すべき
　時価が表示される，財務固定資産（第266
　条第2項A．皿．）に属する金融商品に関し
　て
ooS
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　a）　個々の財産対象物もしくは適切なグルー
　　プの簿価および付すべき時価，ならびに
　b）　価値減少が持続する見込みのないこ
　　とを示唆する手掛かりを含む，減額記入
　　停止の理由
11．付すべき時価で貸借対照表に計上されな
　い派生金融商品の範疇に関して
　a）　種類および範囲
　b）適用された評価方法の記載の下に，第
　　255条第4項に従って確実に算定され得
　　る限りで，付すべき時価
　c）簿価と，存在している限りで簿価が把
　　握される貸借対照表項目，ならびに
　d）付すべき時価を決定できない場合には，
　　その理由
12．付すべき時価で評価される金融商品に関
　して
　a）一般に認められた評価方法による付す
　　べき時価の決定の根拠に据えた基礎的仮
　　定，ならびに
　b）将来キャッシュ・フローの金額，時点
　　および確実性に影響を及ぼし得る本質的
　　条件を含む，派生金融商品のすべての範
　　曙の範囲および種類
13．市場の一般的な諸条件では成立しない取
　引で，親企業またはコンツェルン決算書に
組入れられた他の企業とこれらと親密なる
関係にある企業および個人との取引。これ
には，関係づけの種類，取引の価値，なら
びにコンツェルンの財務状態の判断にとっ
て必要な別の記載が含まれる。間接または
　a）個々の財産対象物もしくは適切なグルー
　　プの簿価および付すべき時価，ならびに
　b）価値減少が持続する見込みのないこと
　　を示唆する手掛かりを含む，減額記入停
　　止の理由
11．付すべき時価で貸借対照表に計上されな
　い派生金融商品の範疇に関して
　a）種類および範囲
　b）適用された評価方法の記載の下に，第
　　255条第4項に従って確実に算定され得
　　る限りで，付すべき時価
　c）簿価と，存在している限りで簿価が把
　　握される貸借対照表項目，ならびに
　d）付すべき時価を決定できない場合には，
　　その理由
12，第253条第1項第3文または第340e条
第3項第1文に基づいて付すべき時価で評
　価される金融商品に関して
　a）一般に認められた評価方法による付す
　　べき時価の決定の根拠に据えた基礎的仮
　　定，ならびに
　b）将来キャッシュ・フローの金額，時点
　　および確実性に影響を及ぼし得る本質的
　　条件を含む，派生金融商品のすべての範
　　疇の範囲および種類
13．市場の一般的な諸条件では成立しない取
　引で，親企業，および，重要である場合に
おいて，その子企業とこれらと親密なる関
係にある企業および個人との取引。これに
は，関係づけの種類，取引の価値，ならび
にコンツェルンの財務状態の判断にとって
必要な別の記載が含まれる。間接または直
　a）個々の財産対象物もしくは適切なグルー
　　プの簿価および付すべき時価，ならびに
　b）価値減少が持続する見込みのないこと
　　を示唆する手掛かりを含む，減額記入停
　　止の理由
11．付すべき時価で貸借対照表に計上されな
　い派生金融商品の範購に関して
　a）　種類および範囲
　b）適用された評価方法の記載の下に，第
　　255条第4項に従って確実に算定され得
　　る限りで，付すべき時価
　c）簿価と，存在している限りで簿価が把
　　握される貸借対照表項目，ならびに
　d）付すべき時価を決定できない場合には，
　　その理由
12．第340e条第3項第1文に基づいて付す
　べき時価で評価される金融商品に関して
　a）一般に認められた評価方法による付す
　　べき時価の決定の根拠に据えた基礎的仮
　　定，ならびに
　b）将来キャッシュ・フローの金額，時点
　　および確実性に影響を及ぽし得る本質的
　　条件を含む，派生金融商品のすべての範
　　疇の範囲および種類
13．市場の一般的な諸条件では成立しない取
　引で，親企業，および，重要である場合に
　おいて，その子企業とこれらと親密なる関
　係にある企業および個人との取引。これに
　は，関係づけの種類，取引の価値，ならび
　にコンツェルンの財務状態の判断にとって
　必要な別の記載が含まれる。間接または直
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直接的に100％の持分所有の状態にある子
企業間のコンツェルン内部での取引は除外
される。区分された記載が，コンツェルン
の財務状態に与える影響の判断にとって必
要でない場合に限り，取引に関する記載は，
取引種類に応じて統合される。
14．コンツェルン決算書に組入れられた企業
　の当該営業年度の研究費および開発費の総
　額ならびにその内の固定資産たる自己創設
　の無形財産対象物に配分された金額。
15．コンツェルン決算書に組入れられた企業
による第254条の適用に際しては，いかな
る評価単位が，いかなるリスクの補償のた
めに設定され，かつ，どの程度，当該評価
単位が有効であるか。
16．コンツェルン貸借対照表に表示される年
接的に100％の持分所有の状態にあるコン
ツェルン決算書に組入れられた企業との取
引および同企業間での取引は除外される。
　区分された記載が，コンツェルンの財務状
　態に与える影響の判断にとって必要でない
　場合に限り，取引に関する記載は，取引種
　類に応じて統合される。
14．コンツェルン決算書に組入れられた企業
　の当該営業年度の研究費および開発費の総
　額ならびにその内の自己創設の固定資産た
　る無形財産対象物に配分された金額。それ
　ぞれ，研究費と開発費に細分される。
15．コンツェルン決算書における第254条の
適用に際しては，いかなる種類の評価単位
が，いかなるリスクの補償のために設定さ
れ，かつ，どの程度，当該リスクの生起が
排除されるか。但し，この記載がコンツェ
ルン状況報告書に行われない場合である。
16．コンツェルン貸借対照表に表示される年
　接的に100％の持分所有の状態にあるコン
　ツェルン決算書に組入れられた企業との取
　引および同企業間での取引は除外される。
　区分された記載が，コンツェルンの財務状
　態に与える影響の判断にとって必要でない
　場合に限り，取引に関する記載は，取引種
　類に応じて統合される。
14．第248条第2項に従って積極側計上した
　場合において，コンツェルン決算書に組入
　れられた企業の当該営業年度の研究費およ
　び開発費の総額ならびにその内の固定資産
　たる自己創設の無形財産対象物に配分され
　た金額
15．コンツェルン決算書における第254条の
　適用に際しては，
　a）　いかなる金額で当該の財産対象物，負
　　債，未決取引および高い確率で予想され
　　る経済行為が，いかなるリスクを補償す
　　るために，いかなる種類の評価単位に組
　　入れられているか，ならびに，評価単位
　　で補償されるリスクの金額
　b）当該の補償されるリスクに関して，い
　　かなる理由で，いかなる範囲で，かつ，
　　いかなる期間で，対向的な価値変動また
　　はキャッシュ・フローが，将来，調整さ
　　れる見込みがあるか。なお，その算定方
　　法も含む。
　c）　高い確率で予想される経済行為で，評
　　価単位に組入れられたものに関する説明
　　　但し，以上の記載がコンツェルン状況
　　報告書に行われない場合である。
16．コンツェルン貸借対照表に表示される年
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金引当金については，適用された保険数理
上の算出方法と当該適用の理由ならびに当
　該算出の基礎的仮定。例えば，利子率，予
　期した賃金および給与の上昇と根拠に据え
　た死亡率表。
17．第246条第2項第1文に従ったコンツェ
　ルン貸借対照表に表示される財産対象物お
　よび負債の相殺計算の場合においては，相
　殺計算された貸借対照表項目の金額。
18．資本連結から生じる，コンツェルン貸借
対照表に表示される有償取得の営業権また
は暖簾で，その経営上の耐用年数が5年を
超えるという仮定を正当化する，その理由
19．投資法第2条第3項にいうスペシャル・
ファンドに対する持分でコンツェルン貸借
対照表に表示されるものについては，その
取得の目的設定，その簿価と付すべき時価，
当該営業年度中の社内留保利益の金額なら
びに社内留保利益の累計額，当該営業年度
中の配当利益の金額および配当利益の累計
額，ならびに，簿価および付すべき時価を
記載した，持分に応じたファンド資産の，
これに属する財産対象物および負債への細
分類。
20。第251条に従って貸借対照表に表示され
金およびこれに類する義務に関する引当金
　については，適用された保険数理上の算出
　方法ならびに当該算出の基礎的仮定。例え
　ば，利子率，予期した賃金および給与の上
　昇と根拠に据えた死亡率表。
17．第246条第2項第2文に従ったコンッェ
　ルン貸借対照表に表示される財産対象物お
　よび負債の相殺計算の場合においては，相
　殺計算された財産対象物の取得原価および
付すべき時価，相殺計算された負債の履行
金額ならびに相殺計算された収益および費
里。
18．投資法第1条にいう内国の投資資産に対
する，コンツェルン貸借対照表に表示され
た持分もしくは投資株式，または，これに
匹敵する，投資法第2条第9項にいう外国
の投資持分で10分の1を超えるのものに
ついては，投資目標ごとに細分した上で，
投資法第36条またはこれに匹敵する外国
の規定で市場価値の算定に関するものにい
う価値，その簿価との差異および当該営業
年度に行われた配当ならびに即日返却の可
能性の制限。それ以上に出て，価値減少が
持続する見込みのないことを示唆する手掛
かりを含む，第253条第3項第4文に基づ
く減額記入停止の理由。その限りでは，第
12号は適用できない。
19．第251条に従って貸借対照表に表示され
　金およびこれに類する義務に関する引当金
　については，適用された保険数理上の算出
　方法ならびに当該算出の基礎的仮定。例え
　ば，利子率，予期した賃金および給与の上
　昇と根拠に据えた死亡率表。
17．第246条第2項第2文に従ったコンツェ
　ルン貸借対照表に表示される財産対象物お
　よび負債の相殺計算の場合においては，相
　殺計算された財産対象物の取得原価および
　付すべき時価，相殺計算された負債の履行
　金額ならびに相殺計算された収益および費
　用。第12号aが準用されなければならな
　い。
18．投資法第1条にいう内国の投資資産に対
　する，コンツェルン貸借対照表に表示され
　た持分もしくは投資株式，または，これに
　匹敵する，投資法第2条第9項にいう外国
　の投資持分で10分の1を超えるのものに
　ついては，投資目標ごとに細分した上で，
　投資法第36条またはこれに匹敵する外国
　の規定で市場価値の算定に関するものにい
　う価値，その簿価との差異および当該営業
　年度に行われた配当ならびに即日返却の可
　能性の制限。それ以上に出て，価値減少が
　持続する見込みのないことを示唆する手掛
　かりを含む，第253条第3項第4文に基づ
　く減額記入停止の理由。その限りでは，第
　12号は適用できない。
19．第251条に従って貸借対照表または第
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る債務および債務保証関係に関しては，請
求リスク査定の理由。」
51．第315条は，以下のとおり変更される。
　a）第2項は，以下のとおり変更される。
　aa）第4号においては，文末のピリオドがセミ
　　　コロンに置き換えられる。
　bb）次の第5号が，付加される。
　　　「5．　コンツェルン決算書に組入れられた子
　　　　　企業の一つまたは親企業が第264d条に
　　　　　いう資本市場指向的である限り，コンツェ
　　　　　ルン会計（報告）過程に関する内部リス
　　　　　ク管理システムの本質的指標。」
b）第4項は，以下のとおり変更される。
aa）第1号においては，用語「記載される」の
　　後に，用語「記載が附属説明書に行われる必
　　要のない限り」が挿入される。
bb）第3号においては，用語「超過する」の後
　　に，用語「記載が附属説明書に行われる必要
　　のない限り」が挿入される。
る債務および債務保証関係に関しては，請
求リスク査定の理由。」
51．第315条は，以下のとおり変更される。
　a）第2項は，以下のとおり変更される。
　aa）第4号においては，文末のピリオドがセミ
　　　コロンに置き換えられる。
　bb）次の第5号が，付加される。
　　　「5．　コンツェルン決算書に組入れられた子
　　　　　企業の一つまたは親企業が第264d条に
　　　　　いう資本市場指向的である限り，コンツェ
　　　　　ルン会計（報告）過程に関する内部統制
　　　　　システムおよび内部リスク管理システム
　　　　　の本質的指標。」
b）第4項は，以下のとおり変更される。
aa）第1号においては，用語「記載される」の
　　後に，用語「記載がコンツェルン附属説明書
　　に行われる必要のない限り」が挿入される。
bb）第3号においては，用語「超過する」の後
　　に，用語「記載がコンツェルン附属説明書に
行われる必要のない限り」が挿入される。
　268条第7項後段1文に従って附属説明書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　器　に表示される債務および債務保証関係に関
　しては，請求リスク査定の理由。
20，資本連結から生じる，コンツェルン貸借
　対照表に表示される有償取得の営業権また
　は暖簾で，その経営上の耐用年数が5年を
　超えるという仮定を正当化する，その理由
21．潜在的租税が，いかなる差異または税務
　上の繰越損失に基づいているか，また，い
　かなる税率で，その評価が行われている
　か。」
54．第315条は，以下のとおり変更される。
　a）第2項は，以下のとおり変更される。
　aa）第4号においては，文末のピリオドがセミ
　　　コロンに置き換えられる。
　bb）次の第5号が，付加される。
　　　「5．　コンツェルン決算書に組入れられた子
　　　　　企業の1つまたは親企業が第264d条に
　　　　　いう資本市場指向的である限り，コンツェ
　　　　　ルン会計（報告）過程に関する内部統制
　　　　　システムおよびリスク管理システムの本
　　　　　質的指標。」
b）第4項は，以下のとおり変更される。
aa）第1号においては，用語「記載される」の
　　後に，用語「記載がコンツェルン附属説明書
　　に行われる必要のない限り」が挿入される。
bb）　第3号においては，用語「超過する」の後
　　に，用語「記載がコンツェルン附属説明書に
　　行われる必要のない限り」が挿入される。
cc）第8号においては，用語「状態である」の
　　後に，コンマと用語「およびそこから生じる
『??????』??????
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CC）第9号においては，用語「である」の後に，
　用語「記載が附属説明書に行われる必要のな
　い限り」が挿入される。
dd）次の条文が付加される。
　　「第1文に従った記載が附属説明書に行われ
　　るならば，その旨が状況報告書に参照指示さ
　れていなければならない。」
52．第315a条第1項においては，用語「国際的な
　会計（報告）基準（欧州共同体公報第L243号，
　1頁）の適用に係る」は削除され，記載「第313
　条第2項乃至第4項」は記載「第313条第2項お
　よび第3項」に置き換えられる。
53．第316条には，次の第4項および第5項が付加
される。
「（4＞第1項乃至第3項に従った決算監査の実施
に際して，決算監査人は，年度決算書および連結
決算書の決算監査，理事会指令78／660／EWGお
よび83／349／EWGの改正，理事会指令84／253／
EWGの廃止に関する，2006年5月17日付の欧
州議会および理事会の指令2006／43／EGの第26
条第1項に従った手続きにおいて欧州委員会によっ
て採用された国際的な監査基準，ならびに第5項
に基づいて規定された決算監査手続きまたは決算
監査要件を適用しなければならない。
⑤　連邦司法省は，第4項に従った決算監査の
実施に際して適用されるべき国際的な監査基準に
加え，連邦参議院の承認を要しない法規命令を通
じて，決算監査手続きまたは決算監査要件を規定
CC）第9号においては，用語「である」の後に，
　用語「記載がコンツェルン附属説明書に行わ
　れる必要のない限り」が挿入される。
dd）次の条文が付加される。
　　「第1文に従った記載がコンツェルン附属説
明書に行われるならば，その旨がコンツェル
ン状況報告書に参照指示されていなければな
らない。」
52．第315a条第1項においては，用語「国際的な
　会計（報告）基準（欧州共同体公報第L243号，
　1頁）の適用に係る」は削除され，記載「第313
　条第2項乃至第4項」は記載「第313条第2項お
　よび第3項」に置き換えられる。
　効果」が挿入される。
dd）第9号においては，用語「である」の後に，　8
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ε　用語「記載がコンツェルン附属説明書に行わ
　れる必要のない限り」が挿入される。
ee）次の条文が付加される。
　　「第1文に従った記載がコンツェルン附属説
　明書に行われるならば，その旨がコンツェル
　　ン状況報告書に参照指示されていなければな
　　らない。」
55，第315a条第1項においては，用語「国際的な
　会計（報告）基準（欧州共同体公報第L243号，
　1頁）の適用に係る」は削除され，記載「第313
　条第2項乃至第4項」は記載「第313条第2項お
　よび第3項」に置き換えられる。
bJ?????????
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する権能を付与される。」
54．第317条は，以下のとおり変更される。
　a）第2項は，以下のとおり変更される。
　aa）　第1文においては，用語「さらに場合によっ
ては第325条第2a項に従った個別決算書を
以て」は，削除される。
bb）第2文の後には，次の条文が付加される。
「第1文および第2文は，第289a条に従っ
た記載に適用される必要はない。」
b）第3項は，以下のとおり変更される。
aa）第2文は，次のとおり改定される。
　　「当該年度決算書が別の決算監査人によって
　　監査されていたときは，コンツェルン決算監
　　査人は，その業務を適切な方法で再検査し，
　　これを文書化しなければならない。」
bb）第3文は，廃止される。
塾第317条は，以下のとおり変更される。
　a）第2項には，次の文章が付加される。
「第289a条に従った記載は，監査に組入れる
必要はない。」
b）第3項は，以下のとおり変更される。
aa）第2文は，次のとおり改定される。
　　「当該年度決算書が別の決算監査人によって
　　監査されていたときは，コンツェルン決算監
　　査人は，その業務を再検査し，これを文書化
　　しなければならない。」
bb）第3文は，廃止される。
g）次の第5項および第6項が，付加される。
「⑤　監査の実施に際しては，決算監査人は，
欧州委員会が，年度決算書および連結決算書の
決算監査，理事会の指令78／660／EGおよび
83／349／EGの変更，理事会の指令84／253／EG
の廃止に関する，2006年5月17日付の欧州議
会および理事会の指令2006／43／EG（欧州連合
公報第Ll57号87頁）の第26条第1項に従っ
た手続きで採用した，国際的な監査基準を適用
しなければならない。
⑥　連邦司法省には，連邦経済技術省との協
議の上で，連邦参議院の承認を要しない法規命
令を通じて，第5項に従った決算監査の実施に
際して適用されるべき国際的な監査基準に加え
て別の決算監査要件または国際的な監査基準の
56．第317条は，以下のとおり変更される。
　a）第2項には，次の文章が付加される。
　　「第289a条に従った記載は，監査に組入れる
　　必要はない。」
b）第3項は，以下のとおり変更される。
aa）第2文は，次のとおり改定される。
　　「当該年度決算書が別の決算監査人によって
　　監査されていたときは，コンツェルン決算監
　　査人は，その業務を再検査し，これを文書化
　　しなければならない。」
bb）第3文は，廃止される。
c）次の第5項および第6項が，付加される。
　「（5）監査の実施に際しては，決算監査人は，
　欧州委員会が，年度決算書および連結決算書の
　決算監査，理事会の指令78／660／EGおよび
　83／349／EGの変更，理事会の指令84／253／EG
　の廃止に関する，2006年5月17日付の欧州議
　会および理事会の指令2006／43／EG（欧州連合
　公報第L157号87頁）の第26条第1項に従っ
　た手続きで採用した，国際的な監査基準を適用
　しなければならない。
　　（6）連邦司法省には，連邦経済技術省との協
　議の上で，連邦参議院の承認を要しない法規命
　令を通じて，第5項に従った決算監査の実施に
　際して適用されるべき国際的な監査基準に加え
　て別の決算監査要件または国際的な監査基準の
??
『??????』??????
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55．第318条は，以下のとおり変更される。
　a）　第3項第1文においては，記載「第319条第
　　2項乃至第5項，第319a条」が，用語「第319
　　条第2項乃至第5項または第319a条および第
　　319b条」に置き換えられる。
　b）次の第8項が，付加される。
　　「⑧　経済監査士会議所には，遅滞なく，かつ，
　　書面により決算監査人および被監査会社の法定
　　代表者による理由づけを得て，監査委任の解約
　　告知または取消しを通知しなければならない。」
56．第319a条第1項第1文第4号は，次のとおり
改定される。
「4．貴任を有する監査パートナーとして企業の
年度決算書の監査に係る第322条に従った確
認の付記に既に7件以上の事例において署名
したとき。このことは，年度決算書の監査へ
の関与から3年以上の年数が経過していると
きは，適用されない。貴任を有する監査パー
トナーとは，第322条に従った確認の付記に
署名したことがある者または経済監査会社の
経済監査士として年度決算監査もしくはコン
ツェルン決算監査の実施に関して上位の責任
を有するものして決定されたことがある者を
いう。経済監査会社の経済監査士としてコン
ツェルン決算監査の実施に関して重要な子会
社の次元において上位の責任を有するものと
一部の不適用を規定する権能が付与される。但
し，このことが決算監査の範囲によって条件づ
けられ，かつ，第1項乃至第4項に列挙した監
査目標に資する場合である。」
54．第318条は，以下のとおり変更される。
　a）　第3項第1文においては，記載「第319条
　　第2項乃至第5項，第319a条」が，用語「第
　　319条第2項乃至第5項または第319a条およ
　　び第319b条」に置き換えられる。
　b）次の第8項が，付加される。
　　「⑧　経済監査士会議所には，遅滞なく，かつ，
　　書面により決算監査人および被監査会社の法定
　　代表者による理由づけを得て，監査委任の解約
　　告知または取消しを通知しなければならない。」
?）
??
5 第319a条は，以下のとおり変更される。
第1項は，次のとおり変更される。
aa）第1文後段1文においては，用語「証券取
引法第2条第5項にいう組織化された市場を
利用する」が，用語「第264d条にいう資本
市場指向的である」に置き換えられる。
bb）第1文第4号は，次のとおり改定される。
「4．　当該企業の決算監査に既に7件以上の
事例において責任を有していたこと。こ
のことは，年度決算書の監査への最後の
関与から3年以上の年数が経過している
ときは，適用されない。」
cc）第4文は，次の文章に置き換えられる。
「第1文第4号は，当該経済監査会社が，企
業の決算監査に際して，第1文第4号に基づ
く責任を有する監査パートナーとして決算監
一部の不適用を規定する権能が付与される。但
し，このことが決算監査の範囲によって条件づ　　G
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ごけられ，かつ，第1項乃至第4項に列挙した監
査目標に資する場合である。」
57．第318条は，以下のとおり変更される。
　a）　第3項第1文においては，記載「第319条
　　第2項乃至第5項，第319a条」が，用語「第
　　319条第2項乃至第5項または第319a条およ
　　び第319b条」に置き換えられる。
　b）次の第8項が，付加される。
　　「⑧　経済監査士会議所には，遅滞なく，かつ，
　　書面により決算監査人および被監査会社の法定
　　代表者による理由づけを得て，監査委任の解約
　　告知または取消しを通知しなければならない。」
58．第319a条は，以下のとおり変更される。
　a）第1項は，次のとおり変更される。
　aa）　第1文後段1文においては，用語「証券取
　　　引法第2条第5項にいう組織化された市場を
　　　利用する」が，用語「第264d条にいう資本
　　　市場指向的である」に置き換えられる。
　bb）第1文第4号は，次のとおり改定される。
　　　「4．　当該企業の決算監査に既に7件以上の
　　　　事例において責任を有していたこと。こ
　　　　　のことは，年度決算書の監査への最後の
　　　　　関与から2年以上の年数が経過している
　　　　　ときは，適用されない。」
　cc）　第4文は，次の文章に置き換えられる。
　　　「第1文第4号は，当該経済監査会社が，企
　　　業の決算監査に際して，第1文第4号に基づ
　　　く責任を有する監査パートナーとして決算監
??＝????????
?
して決定されたことがある者もまた，貴任を
有する監査パートナーである。」
57．第319a条の後には，次の第319b条が挿入さ
　れる。
　「第319b条　ネットワーク
　　（1）決算監査人のネットワークの構成員が第
　319条第2項，第3項第1文第1号，第2号また
　は第4号，第2文，第4項に従った排除理由を満
　たす場合で，当該ネットワーク構成員が決算監査
　の結果に何らの影響も及ぼし得ないならば，決算
　監査人は，決算監査から排除される。当該ネット
　ワークの構成員が第319条第3項第1文第3号，
　第319a条第1項第1文第2号乃至第3号に従っ
　た排除理由を満たしているときは，決算監査人は
　排除される。個々人がその職務遂行に際して共通
　の経済的利益の追求のために一定期間協働すると
　きは，ネットワークが存在する。
　　（2）第1項は，コンツェルン決算書の決算監査
　人に準用されなければならない。」
査人であってはならない経済監査士を雇用す
るときは，決算監査人であってはならないと
の条件を付して，同会社に適用される。責任
を有する監査パートナーとは，第322条に従っ
た確認の付記に署名する者，または，経済監
査士として，経済監査会社により，決算監査
の実施に関して上位の責任を負う者と決定さ
　　れた者をいう。」
b）第2項には，次の文章が付加される。
「経済監査士として重要な子会社の次元におい
て決算監査の実施に関して上位の責任を負う者
と決定された者もまた，コンツェルン・レベル
においては，責任を有する監査パートナーとみ
なされる。」
56．第319a条の後には，次の第319b条が挿入さ
　れる。
　「第319b条ネットワーク
　　（1）決算監査人のネットワークの構成員が第
　319条第2項，第3項第1文第1号，第2号また
　は第4号，第3項第2文または第4項に従った排
除理由を満たす場合で，当該ネットワーク構成員
が決算監査の結果に何らの影響も及ぼし得ないな
らば，決算監査人は，決算監査から排除される。
当該ネットワークの構成員が第319条第3項第1
文第3号または第319a条第1項第1文第2号も
しくは第3号に従った排除理由を満たしていると
きは，決算監査人は排除される。個々人がその職
務遂行に際して共通の経済的利益の追求のために
一定期間協働するときは，ネットワークが存在す
る。
　②　第1項は，コンツェルン決算書の決算監査
　　査人であってはならない経済監査士を雇用す
　　るときは，決算監査人であってはならないと
　　の条件を付して，同会社に適用される。責任
　　を有する監査パートナーとは，第322条に従っ
　　た確認の付記に署名する者，または，経済監
　　査士として，経済監査会社により，決算監査
　　の実施に関して上位の責任を負う者と決定さ
　　れた者をいう。」
b）第2項には，次の文章が付加される。
　「経済監査士として重要な子会社の次元におい
　て決算監査の実施に関して上位の責任を負う者
　と決定された者もまた，コンツェルン・レベル
　においては，責任を有する監査パートナーとみ
　なされる。」
59．第319a条の後には，次の第319b条が挿入さ
　れる。
　「第319b条　ネットワーク
　　（1）決算監査人のネットワークの構成員が第
　319条第2項，第3項第1文第1号，第2号また
　は第4号，第3項第2文または第4項に従った排
　除理由を満たす場合で，当該ネットワーク構成員
　が決算監査の結果に何らの影響も及ぼし得ないな
　らば，決算監査人は，決算監査から排除される。
　当該ネットワークの構成員が第319条第3項第1
　文第3号または第319a条第1項第1文第2号も
　しくは第3号に従った排除理由を満たしていると
　きは，決算監査人は排除される。個々人がその職
　務遂行に際して共通の経済的利益の追求のために
　一定期間協働するときは，ネットワークが存在す
　る。
　　②　第1項は，コンツェルン決算書の決算監査
8
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58．第320条には，次の第4項が付加される。
　「（4）前任の決算監査人は，後任の決算監査人に
　対して，書面による求めに応じて，これまでの監
　査の結果を報告しなければならない。第321条が，
　準用されなければならない。」
59．第321条第4項の後には，次の第4a項が挿入
　される。
　「（4a）　決算監査人は，監査報告書の特別の段
　落において，書面により，その独立性を表明しな
　ければならない。」
60．第322条第6項第1文においては，文言「およ
び，場合によっては，第325条第2a項に従った
個別決算書によって」が削除される。
61．第324条および第324a条は，廃止される。
85．第3篇には，次の第7章が付加される。
「第7章　監査委員会
　第342f条　監査委員会
　（1）第264d条にいう資本会社で，株式法第
100条第5項の前提条件を満たす監査役会または
管理委員会を有していないものには，株式法第
107条第3項第2文に記述されている任務を遂行
する監査委員会を設置することが義務づけられる。
次に掲げる資本会社および信用機関は，監査委員
会を設置する必要はない。
1．　第1文にいう資本会社で，証券取引法第2条
　第5項にいう組織化された市場を，主として，
証券取引法第2条第1項第1文にいう有価証券
人に準用されなければならない。」
57．第320条には，次の第4項が付加される。
　「（4》前任の決算監査人は，後任の決算監査人に
　対して，書面による求めに応じて，これまでの監
　査の結果を報告しなければならない。第321条が，
　準用されなければならない。」
58．第321条第4項の後には，次の第4a項が挿入
　される。
　「（4a）　決算監査人は，監査報告書の特別の段
　落において，書面により，その独立性を表明しな
　ければならない。」
59．第324条は，次のとおり改定される。
「第324条　監査委員会
　（1）第264d条にいう資本会社で，株式法第
100条第5項の前提条件を満たさなければならな
い監査役会または管理委員会を有していないもの
には，株式法第107条第3項第2文に記述されて
いる任務に特に従事する，第2項にいう監査委員
会を設置することが義務づけられる。このことは，
以下の資本会社および信用機関には適用されない。
1．第1文にいう資本会社で，その専属的目的が，
　証券取引法第2条第1項第1文にいう有価証券
　で，財産対象物によって担保されるものの発行
人に準用されなければならない。」
60。第320条には，次の第4項が付加される。
　「（4）前任の決算監査人は，後任の決算監査人に
　対して，書面による求めに応じて，これまでの監
　査の結果を報告しなければならない。第321条が，
　準用されなければならない。」
61．第321条第4項には，次の第4a項が挿入され
　る。
　「（4a）　決算監査人は，監査報告書において，
　その独立性を追認しなければならない。」
62．第324条は，次のとおり改定される。
（??）
bd????????
「第324条監査委員会
　（1＞第264d条にいう資本会社で，株式法第
100条第5項の前提条件を満たさなければならな
い監査役会または管理委員会を有していないもの
には，株式法第107条第3項第2文に記述されて
いる任務に特に従事する，第2項にいう監査委員
会を設置することが義務づけられる。このことは，
以下の資本会社および信用機関には適用されない。
1．第1文にいう資本会社で，その専属的目的が，
　証券取引法第2条第1項第1文にいう有価証券　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8
　で，財産対象物によって担保されるものの発行
　で，財産対象物によって担保されるものの発行
　を通じて利用するもの。附属説明書には，いか
　なる理由で監査委員会が設置されていないかが，
　記載されなければならない。および
2．第340条第1項にいう信用機関で，証券取引
　法第2条第5項にいう組織化された市場を証券
　取引法第2条第1項第1文第3号にいう債務証
　書の発行によってのみ利用するもの。但し，そ
　の額面金額が正億ユーロを超えず，かつ，証券
　目論見書法第3条第1項第2文に従った目論見
　書の公表の義務が存在していない場合である。
　②　監査委員会の構成員は，社員によって選任
されなければならない。監査委員会の委員長は，
業務執行の任に就いてはならない。株式法第171
条第1項第2文および第3文が準用されなければ
ならない。」
コ
26
））?）
第325条は，以下のとおり変更される。
第2a項および第2b項が，廃止される。
第4項第1文は，次のとおり改定される。
「第264d条にいう資本会社で，第327a条に
いう資本会社でないものの場合には，第1項第
2文に従った期限は，長くとも4ヶ月である。」
g）　第5項においては，文言「第2a項に従った
個別決算書」が削除される。
にあるもの。附属説明書には，いかなる理由で
監査委員会が設置されていないかが，記載され
なければならない。
2．第340条第1項にいう信用機関で，証券取引
　法第2条第5項にいう組織化された市場を証券
　取引法第2条第1項第1文第3号にいう債務証
　書の発行によってのみ利用するもの。但し，そ
　の額面金額が1億ユーロを超えず，かつ，証券
　目論見書法に従った目論見書の公表の義務が存
　在していない場合である。
　②　監査委員会の構成員は，社員によって選任
される。この構成員の少なくとも1名は，株式法
第100条第5項の前提条件を満たしていなければ
ならない。監査委員会の委員長は，業務執行の任
に就いてはならない。株式法第124条第3項第2
文および第171条第1項第2文および第3文が準
用されなければならない。」
60．第325条第4項第1文は，次のとおり改定され
査
「第264d条にいう資本会社で，第327a条にい
う資本会社でないものの場合には，．第1項第2文
に従った期限は，長くとも4ヶ月である。」
61．第325a条第1項第1文においては，記載「第
329条第1項」が，記載「第329条第1項および
第4項」に置き換えられる。
にあるもの。附属説明書には，いかなる理由で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　逡監査委員会が設置されていないかが，記載され
なければならない。
2．　第340条第1項にいう信用機関で，証券取引
　法第2条第5項にいう組織化された市場を証券
　取引法第2条第1項第1文第3号にいう債務証
　書の発行によってのみ利用するもの。但し，そ
　の額面金額が1億ユーロを超えず，かつ，証券
　目論見書法に従った目論見書の公表の義務が存
　在していない場合である。
　②　監査委員会の構成員は，社員によって選任
される。この構成員の少なくとも1名は，株式法
第100条第5項の前提条件を満たしていなければ
ならない。監査委員会の委員長は，業務執行の任
に就いてはならない。株式法第124条第3項第2
文および第171条第1項第2文および第3文が準
用されなければならない。」
63．第325条は，次のとおり変更される。
　a）　第2a項第3文においては，記載「第1文」
　　は削除される。
　b）第4項第1文は，次のとおり改定される。
　　「第264d条にいう資本会社で，第327a条に
　　いう資本会社でないものの場合には，第1項第
　　2文に従った期限は，長くとも4ヶ月である。」
『??????』??????
64．第325a条第1項第1文においては，記載「第
養瀞総え繋329条第1項および竃
63．第327条は，以下のとおり変更される。
　a）第1号第2文は，次のとおり変更される。
　aa）　文言「積極側に」の後には，記載「A．1，1
　　　自己創設の営業上の保護権およびこれに類す
　　　る権利および諸価値」が挿入される。
　bb）　文言「B．皿，1結合企業に対する持分」の
　　　後には，セミコロンがピリオドに置き換えら
　　　れる。
　cc）　文言「B．皿．2自己持分」は，削除される。
　b）第2号においては，記載「第1文」が削除さ
　　れる。
64．第328条第1項第1文においては，文言「第
325条第2a項に従った個別決算書の」が廃止さ
れる。
65，第331条第la項は，廃止される。
66．第332条第1項においては，文言「第325条第
2a項に従った個別決算書の」が削除される。
67．第333条第1項においては，文言「第325条第
2a項に従った個別決算書の」が削除される。
68．第334条は，以下のとおり変更される。
　a）第1項は，以下のとおり変更される。
　aa）第1号は，以下のとおり変更される。
　aaa）aにおいては，用語「第3項，第250条
　　　第1項第1文」が，記載「第2項，第250
62．第327条は，以下のとおり変更される。
　a）第1号第2文は，次のとおり変更される。
　aa）　文言「積極側に」の後には，記載「A．　Ll
　　　自己創設の営業上の保護権およびこれに類す
　　　る権利および諸価値」が挿入される。
　bb）文言「B．皿．1結合企業に対する持分」の
　　　後には，セミコロンがピリオドに置き換えら
　　　れる。
　cc）文言「B．皿．2自己持分」は，削除される。
　b）　第2号においては，記載「第1文」が削除
　　される。
63．第334条は，以下のとおり変更される。
　a）第1項は，以下のとおり変更される。
　aa）第1号は，以下のとおり変更される。
　aaa）　aにおいては，用語「第3項，第250条
　　　第1項第1文」が，記載「第2項，第250
65．第327条は，以下のとおり変更される。
　a）第1号第2文は，次のとおり変更される。
　aa）　文言「積極側に」の後には，記載「A．1．1
　　　自己創設の営業上の保護権およびこれに類す
　　　る権利および諸価値」が挿入される。
　bb）文言「B，皿．1結合企業に対する持分」の
　　　後には，セミコロンがピリオドに置き換えら
　　　れる。
　cc）　文言「B．皿．2自己持分」は，削除される。
　b）　第2号においては，用語「第285条第1文
　　第2号，第5号および第8号a」が，用語「第
　　285条第2号および第8号a」に置き換えられ
　　る。
66．第330条第2項第4文においては，用語「信用
　制度に関する連邦監督局」が，用語「連邦金融監
　督庁」に置き換えられる。
（??）
bJ?????????
67．第334条は，以下のとおり変更される。
　a）第1項は，以下のとおり変更される。
　aa）第1号は，以下のとおり変更される。
　aaa）aにおいては，用語「第3項，第250条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8
　　　第1項第1文」が，記載「第2項，第250
　　条第1項」に置き換えられる。
bbb）bは，次のとおり改定される。
　　「b）　第253条第1項第1文または第2文，
　　　第2項第1文，さらに第2文と結合し
　　　て，第3項第1文，第2文，第3文ま
　　　たは第5項，第4項または第5項，第
　　　254条または評価に関する第256a条」
ccc）cにおいては，記載「第273条，第274
　　条第1項，第275条」が，記載「第274条
　　または第275条」に置き換えられる。
ddd）dにおいては，記載「第280条第3項，
　　第281条第1項第2文もしくは第3文また
　　は第2項第1文」が削除される。
bb）第2号bにおいては，用語「第3項，第
　250条第1項第1文または第2項」が，記載
　「第2項，第250条第1項」に置き換えられ
　る。
cc）第3号においては，記載「第289条第1項
　　または第4項」が，記載「第289条第1項，
　　第4項第1号乃至第5号または第5項」に置
　　き換えられる。
b）第2項においては，用語「第325条第2a項
に従った個別決算書に関して」が削除される。
記載「第2項，それは」は記載「第2項，第
319b条第1項第1文または第2文，それは」
に，かつ，用語「第1項第4文，経済監査会社」
は用語「第1項第4文，第319b条第1項，経
済監査会社」に置き換えられる。
　　条第1項または」に置き換えられる。
bbb）bは，次のとおり改定される。
　　「b）　第253条第1項第1文または第2文，
　　　第2項第1文，さらに第2文と結合し
　　　て，第3項第1文，第2文または第3
　　　文，第4項または第5項，第254条ま
　　　たは評価に関する第256a条」
ccc）cにおいては，記載「第273条，第274
　　条第1項，第275条」が，記載「第274条，
　　第275条」に置き換えられる。
ddd）　dにおいては，記載「第280条第3項，
　　第281条第1項第2文もしくは第3文また
　　は第2項第1文」が削除される。
bb）第2号bにおいては，用語「第3項，第
　250条第1項第1文または第2項」が，記載
　「第2項，第250条第1項」に置き換えられ
　る。
cc）第3号においては，記載「第289条第1項
　　または第4項」が，記載「第289条第1項，
　　第4項第1号乃至第5号または第5項」に置
　　き換えられる。
b）　第2項においては，記載「第2項，それは」
　が記載「第2項，第319b条第1項第1文また
　は第2文，それは」に，かつ，用語「第1項第
　4文，経済監査会社」が用語「第1項第4文，
　第319b条第1項，経済監査会社」に置き換え
　られる。
　　条第1項または」に置き換えられる。
bbb）bは，次のとおり改定される。
　　「b）　第253条第1項第1文，第2文，第
　　　　3文または第4文，第2項第1文，さ
　　　　らに第2文と結合して，第3項第1文，
　　　　第2文または第3文，第4項または第
　　　　5項，第254条または評価に関する第
　　　　256a条」
　ccc）cにおいては，記載「第273条，第274
　　条第1項，第275条」が，記載「第274条，
　　第275条」に置き換えられる。
ddd）　dにおいては，記載「第280条第3項，
　　第281条第1項第2文もしくは第3文また
　　　は第2項第1文」が削除される。
bb）第2号は，以下のとおり変更される。
aaa）bにおいては，用語「第3項，第250条
　　第1項第1文または第2項」が，記載「第
　　2項，第250条第1項」に置き換えられる。
bbb）dにおいては，用語「または第308条第
　　2項」が，用語「第308条第2項または第
　　308a条」に置き換えられる。
cc）第3号においては，記載「第289条第1項
　　または第4項」が，用語「第289条第1項，
　　第4項もしくは第5項または第289a条」に
　　置き換えられる。
b）　第2項においては，記載「第2項，それは」
　が記載「第2項，第319b条第1項第1文また
　は第2文，それは」に，かつ，用語「第1項第
　4文，経済監査会社」が用語「第1項第4文，
　第319b条第1項，経済監査会社」に置き換え
　られる。
??
『??????』??????
（??）
69，第335条第2項第1文においては，記載「第
　18条，第132条」が，記載「第18条第1項，第
　132条」に置き換えられる。
64．第335条第2項第1文においては，記載「第
　18条，第132条」が，記載「第18条第1項，第
　132条」に置き換えられる。
68．第335条は，以下のとおり変更される。
　a）第5項は，以下のとおり変更される。
　aa）　第1文の後には，次の文章が挿入される。
　　　「連邦官署がその所在地を定める州の州政府
　　　には，著しい手続上の遅れを回避するために，
　　　または過度の業務負担を調整するために，法
　　　規命令を通じて，第1文に従った上訴に関す
　　　る決定を他の州裁判所またはその他の州裁判
　　　所に委任する権能が付与される。州政府は，
　　　当該権能を州司法行政に委譲することができ
　　　る。」
　bb）　新たな第7文の後には，次の文章が挿入さ
　　　れる。
　　　「第7文は，連邦官署が抗告を割助するとき
　　　は，準用される。」
　cc）　新たな第10文の後には，次の文章が付加
　　　される。
　　　「即時抗告は，連邦官署に対して行われなけ
　　　ればならない。連邦官署が当該即時抗告を理
　　　由があるものとみなすときは，これを討助し
　　　なければならない。他の場合には，即時抗告
　　　は，遅滞なく，抗告裁判所に提出しなければ
　　　ならない。」
　b）　第5項の後には，次の第5a項が挿入される。
　　「（5a）　裁判所の電子式記録管理と第5項に
　　従った裁判所との意志疎通に関しては，秩序違
　　反に関する法律の第llOa条第1項，第110b
　　条第1項第1文，第2項乃至第4項，第llOc
　　条第1項ならびに第110d条が準用されなけれ
　　ばならない。秩序違反に関する法律の第llOa
　　条第2項第1文および第3文ならびに第110b
　　条第1項第2文および第4文は，連邦官署がそ
（??）
u口?????????
??
?）
??
O7 第336条は，以下のとおり変更される。
第2項においては，用語「第264条第1項
第3文後段1文」が用語「第264条第1項第4
文後段1文」に置き換えられ，かつ，記載「第
279条，第280条，第281条第2項第1文」な
らびに記載「第285条」の後の記載「第1文」
　が削除される。
bL）次の第4項および第5項が付加される。
璽　当該理事会が第264e条第1文に従った
年度決算書を作成するときは，第264e条第2
文および第4文が適用されなければならない。
状況報告書の作成の義務に係る第244条，第
245条，第257条乃至第261条，第264条第1
項第4文第1後段，第267条，第285条第7号，
第9号乃至第11a号，第14号乃至第16号，
第288条，第289条，第336条第1項第1文お
よび作成期限に係る第2文ならびに第338条お
よび第339条は，これによって妨げられるもの
ではない。
　（5）第241a条および第242条第4項が，準
用される。」
71．第338条第3項第1文においては，記載「第1
　文」が削除される。
72．第339条第2項においては，記載「第2a項」
が削除される。
65．第336条第2項においては，用語「第264条第
1項第3文後段1文」が用語「第264条第1項第
4文後段1文」に置き換えられ，かつ，記載「第
279条，第280条，第281条第2項第1文」なら
びに記載「第285条」の後の記載「第1文」が削
除される。
66．第338条第3項第1文においては，記載「第1
　文」が削除される。
の所在地を定める州の州政府が法規命令を発布
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8し，かつ，その権能を法規命令を通じて州司法
行政に委譲することができるとの条件を付して，
準用されなければならない。」
69．第336条第2項第1文は，次のとおり変更され
　る。
　a）　用語「第264条第1項第3文後段1文」は，
　　用語「第264条第1項第4文後段1文」に置き
　　換えられる。
　b）　記載「第279条，第280条，第281条第2
　　項第1文」は，削除される。
　c）　用語「第285条第1文第5号，第6号および
　　第17号」は，記載「第285条第6号および第
　　17号」に置き換えられる。
70．第338条第3項第1文においては，記載「第1
　文」が削除される。
『??????』???????
（????
73．第340a条は，以下のとおり変更される。
　a）第2項は，以下のとおり変更される。
aa）第1文においては，記載「第279条第1項
第2文」と記載「第285条」の後の記載「第1
文」が削除される。
bb）第2文においては，記載「第1文」が削除
される。
b）次の第5項が，付加される。
「（5）第340条第1項にいう信用機関，第340
条第2項にいう企業，または第340条第4項に
いう金融サービス機関が，第264e条第1文に
従った年度決算書を作成するときは，第264e
条第2文および第4文が適用されなければなら
ない。これによって，本法律の第244条，第
245条，第257条乃至第261条，第264条第1
項第3文，第2項第3文，第264d条，第285
条第7号，第9号aおよびb，第10号乃至第
11a号，第14号乃至第17号，第286条第1項，
第3項乃至第5項，第289条，第289a条，第
340a条第1項，第3項および第4項，第340c
条第3項，第340k条，第3401条と信用機関
会計（報告）命令第34条第2項第3号は，妨
げられるものではない。第340a条第2項第4
文は，親企業が第315a条に従ったコンツェル
ン決算書を作成する場合には，準用されなけれ
ばならない。第285条第9号cに代えて，信用
機関会計（報告）命令第34条第2項第2号が
適用される。」
74．第340e条第1項第3文は，次のとおり改定さ
　れる。
　「第253条第3項第4文は，第1文にいう結合企
67．第340a条第2項は，以下のとおり変更される。
　a）第1文においては，記載「第267条，第268
条第4項第1文，第5項第1文および第2文」
の後に記載「第8項」が挿入され，かつ，記載
「第279条第1項第2文」ならびに記載「第
285条」の後の記載「第1文」が削除される。
b）　第2文においては，記載「第1文」が削除
される。
68．第340e条は，次のとおり改定される。
　a）第1項第3文は，次のとおり改定される。
「第253条第3項第4文は，第1文にいう結合
71．第340a条第2項は，以下のとおり変更される。
　a）　第1文においては，記載「第279条第1項　　G
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ε　　第2文」ならびに記載「第285条」の後の記載
　　「第1文」が削除される。
b）　第2文においては，記載「第1文」が削除
　される。
72．第340c条第1項第1文は，以下のとおり改定
　される。
　「売買用在高をなす金融商品の取引と貴金属の売
　買から生じたすべての収益と費用の差額ならびに
　これらに付随する増額記入から生じた収益と減額
　記入から生じた費用との差額は，売買用在高の収
　益または費用として表示しなければならない。」
???????????
73．第340e条は，次のとおり改定される。
　a）第1項第3文は，次のとおり改定される。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8
　　「第253条第3項第4文は，第1文にいう結合
業に対する資本参加および持分にのみ適用しなけ
ればならない。」
75．第340f条は，以下のとおり変更される。
　a）第1項は，以下のとおり変更される。
　aa）第1文および第2文においては，それぞれ，
　　　記載「第3項」が記載「第3項第4文」に置
企業に対する資本参加および持分，ならびに，
第2文にいう有価証券および債権で継続的に営
業経営に資することが決定されているものにの
み，適用しなければならない。」
bL）第2項の後には，次の第3項が付加される。
「（3）売買用在高をなす金融商品は，付すべき
時価からリスク減少額を控除した金額で評価し
なければならない。売買用在高への転換または
売買用在高からの転換は，排除される。」
69．第340f条は，以下のとおり変更される。
　a）第1項は，以下のとおり変更される。
　aa）第1文および第2文においては，それぞれ，
　　　記載「第3項」が記載「第3項第4文」に置
　企業に対する資本参加および持分，ならびに，
　第2文にいう有価証券および債権で継続的に営
　業経営に資することが決定されているものにの
　み，適用しなければならない。」
b）第2項の後には，次の第3項および第4項が
　付加される。
　「③　売買用在高をなす金融商品は，付すべき
　時価からリスク減少額を控除した金額で評価し
　なければならない。売買用在高への分類変更は
　排除される。同様のことは，異常な事情，とり
　わけ金融商品の売買可能性の加重的侵害により，
　信用機関がその売買の意図を放棄することにな
　る場合を除き，売買用在高からの分類変更にも
　適用される。売買用在高をなす金融商品は，追
　加的に，評価単位に組入れることができる。当
　該金融商品は，評価単位が終了した場合，再度，
　売買用在高に分類変更しなければならない。
　　（4）貸借対照表においては，第340g条に従っ
　た特別項目『一般的銀行リスクのための基金』
　に，毎年度，売買用在高の純収益の100分の
　10以上に合致する金額が繰り入れられ，かつ，
　そこにおいて区別して表示されなければならな
　い。当該項目は，次の事項に限り，取り崩すこ
　とが認められる。
　1．売買用在高をなす純費用を調整するため
　2．　売買用在高の直近5年間の毎年の純収益の
　　平均値の100分の50を上回っている場合」
74．第340f条は，以下のとおり変更される。
　a）第1項は，以下のとおり変更される。
　aa）第1文および第2文においては，それぞれ，
　　　記載「第3項」が，記載「第4文」に置き換
???
『??????』????????
（???
　　き換えられる。
bb）次の文章が付加される。
　　「より低い計上価額については，維持するこ
　　とが認められる。」
b）第2項は，廃止される。
76．第3篇第4章第1節第4款は，廃止される。
77，第340k条第2項第3文においては，用語「第
319条第3項第1文第2号は，監査団体の監督機
関には適用できない。但し，決算監査人が監査を
監督機関の指示にかかわりなく実施できることが
保証されている場合に限る。」が削除される。
　　き換えられる。
bb）次の文章が付加される。
　　「より低い計上価額については，維持するこ
　　とが認められる。」
b）第2項は，廃止される。
70．第3篇第4章第1節第4款は，廃止される。
71．第340k条は，以下のとおり変更される。
9L）第2項の後には，次の第2a項が挿入される。
「（2a）監査団体による，第2項に示されてい
る信用機関の年度決算書の監査に際しては，経
済監査士のみが，法律上規定された確認の付記
に署名することができる。監査団体において活
動を行っている経済監査士は，自己の監査業務
を，独立して，忠実に，秘密を保持し，かつ，
自己の責任において遂行しなければならない。
当該経済監査士は，とりわけ監査報告を行う際
には，不偏的に行動しなければならない。指示
は，自己の監査業務に関しては，経済監査士で
はない者が付与してはならない。当該団体にお
いて活動を行っている経済監査士に対する支払
いは，確認の付記に署名する経済監査士が監査
を責任を持って実施することができるように，
配分しなければならない。」
　　えられる。
bb）次の文章が付加される。
　　「より低い計上価額については，維持するこ
　　とが認められる。」
b）第2項は，廃止される。
75．第340h条は，次のとおり改定される。
　「第340h条通貨換算
　　第256a条は，財産対象物，負債または先物取
　引が財産対象物，負債または他の先物取引によっ
　て同一の通貨で特別に墳補されている場合は，通
　貨換算から生じた収益を損益計算書において考慮
　しなければならないとの条件を付して，適用され
　る。」
76．第340k条は，以下のとおり変更される。
　a）　第2項の後には，次の第2a項が挿入される。
　　「（2a）監査団体による，第2項に示されてい
　　る信用機関の年度決算書の監査に際しては，経
　　済監査士のみが，法律上規定された確認の付記
　　に署名することができる。監査団体において活
　　動を行っている経済監査士は，自己の監査業務
　　を，独立して，忠実に，秘密を保持し，かつ，
　　自己の責任において遂行しなければならない。
　　当該経済監査士は，とりわけ監査報告を行う際
　　には，不偏的に行動しなければならない。指示
　　は，自己の監査業務に関しては，経済監査士で
はない者が付与してはならない。当該団体にお
いて活動を行っている経済監査士に対する支払
いは，確認の付記に署名する経済監査士が監査
を責任を持って実施することができるように，
配分しなければならない。」
（???）
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78．第3401条は，以下のとおり変更される。
　a）第2項は，以下のとおり変更される。
aa）　第1文の後には，次の文章が挿入される。
　　「その上，経済監査士法第3条第1項第1文
　にいう第三国に所在地を有する企業で，その
　証券取引法第2条第1項第1文にいう有価証
　券が内国の取引所において規制の下に置かれ
　た市場での取引を許可されているものは，決
　算監査人の登録に関する経済監査士会議所の
証明書を，経済監査士法第134条第1項に基
ついて公示しなければならない。但し，その
同等性が経済監査士法第134条第4項に基づ
いて認められない場合である。第2文は，主
として，証券取引法第2条第1項第1文第3
号にいう，最小発行単位を50，000ユーロま
たは他の通貨による相当額とする債務証書が，
内国の取引所において，規制の下に置かれた
bL）第4項の後には，次の第5項が付加される。
「（5｝信用機関は，仮に資本会社の法的形式で
業を営んでいない場合であっても，第264d条
にいう資本市場指向的であり，かつ，株式法第
100条第5項の前提事項を満たさなければなら
ない監査役会または管理委員会を有していない
ときは，第324条を適用しなければならない。」
72．第3401条は，以下のとおり変更される。
　a）　第1項第1文においては，記載「第1項」
の後に記載「および第4項」が挿入される。
????第2項は，以下のとおり変更される。
第1文においては，記載「第1項」の後に
記載「，第3項および第4項」が挿入される。
bb）第1文の後には，次の文章が挿入される。
　　「その上，経済監査士法第3条第1項第1文
　　にいう第三国に所在地を有する企業で，その
　証券取引法第2条第1項第1文にいう有価証
　券が内国の取引所において規制の下に置かれ
　た市場での取引を許可されているものは，決
　算監査人の登録または経済監査士会議所の確
認に関する経済監査士法第134条第2a項に
基づく経済監査士会議所の証明書を，登録義
務の免除に関する経済監査士法第134条第4
項第8文に基づいて公示しなければならない。
第2文は，主として，証券取引法第2条第1
項第1文第3号にいう，最小発行単位を
50，000ユーロまたは他の通貨による相当額と
する債務証書が，内国の取引所において，規
b）第4項の後には，次の第5項が付加される。
　「⑤　信用機関は，仮に資本会社の法的形式で　　§
　業を営んでいない場合であっても，第264d条
　にいう資本市場指向的であり，かつ，株式法第
　100条第5項の前提事項を満たさなければなら
　ない監査役会または管理委員会を有していない
　ときは，第324条を適用しなければならない。
　このことは，州法に別段の定めがない場合に限
　り，第3項にいう貯蓄金庫ならびに州法に基づ
　く公法上のその他の信用機関にも適用される。」
77．第3401条は，以下のとおり変更される。
　a）　第1項第1文においては，記載「第1項」
　　の後に記載「および第4項」が挿入される。
　b）第2項は，以下のとおり変更される。
　aa）　第1文においては，記載「第1項」の後に
　　　記載「，第3項および第4項」が挿入される。
bb）　第1文の後には，次の文章が挿入される。
　　「その上，経済監査士法第3条第1項第1文
　にいう第三国に所在地を有する企業で，その
　証券取引法第2条第1項第1文にいう有価証
　券が内国の取引所において規制の下に置かれ
　た市場での取引を許可されているものは，決
　算監査人の登録または経済監査士会議所の確
　認に関する経済監査士法第134条第2a項に
　基づく経済監査士会議所の証明書を，登録義
　務の免除に関する経済監査士法第134条第4
　項第8文に基づいて公示しなければならない。
　第2文は，主として，証券取引法第2条第1
　項第1文第3号にいう，最小発行単位を
　50，000ユーロまたは他の通貨による相当額と
　する債務証書が，内国の取引所において，規
『??????』????????
（?????
　　市場での取引を許可されている場合は，適用
　　できない。」
bb）新たな第4文においては，「第1文の後に」
　　が，用語「第1文および第2文の後に」に置
　　き換えられる。
PL）第4項は，廃止される。
79．第340n条は，以下のとおり変更される。
　a）第1項は，以下のとおり変更される。
　aa）第1号は，以下のとおり変更される。
　aaa）aにおいては，用語「第3項，第250条
　　　第1項第1文」が記載「第2項，第250条
　　　第1項」に置き換えられる。
bbb）bは，次のとおり改定される。
　　「評価に関する第253条第1項第1文もし
　　くは第2文，第2項第1文，さらに第2文
　　と結合して，第3項第1文，第2文，第3
　　文もしくは第5文，第4項もしくは第5項，
　　第254条，第256a条，第340e条第1項
　　第1文もしくは第2文，第340f条第1項
　　第2文または第340g条第2項」
ccc）　cにおいては，記載「第273条，第274
　　条第1項」が記載「第274条」に置き換え
　　られる。
ddd）dは，次のとおり改定される。
　　「d）　附属説明書に行われるべき記載に関
　制の下に置かれた市場での取引を許可されて
　いる場合は，適用できない。」
cc）新たな第4文においては，「第1文の後に」
　が，用語「第1文および第2文の後に」に置
　き換えられる。
73．第340n条は，以下のとおり変更される。
　a）第1項は，以下のとおり変更される。
　aa）第1号は，以下のとおり変更される。
　aaa）aにおいては，用語「第340　a条第2項
第3文，」の後に用語「第246条第3項第
1文，」が挿入され，かつ，用語「第3項，
　　第250条第1項第1文」が記載「第2項，
　　第250条第1項」に置き換えられる。
bbb）bは，次のとおり改定される。
　　「評価に関する第253条第1項第1文もし
　　くは第2文，第2項第1文，さらに第2文
　　と結合して，第3項第1文，第2文もしく
　　は第3文，第4項もしくは第5項，第254
　　条，第256a条，第340e条第1項第1文
　　もしくは第2文，第3項第1文もしくは第
2文，第340f条第1項第2文または第
340g条第2項」
ccc）　cにおいては，記載「第273条，第274
　　条第1項」が記載「第274条」に置き換え
　　られる。
ddd）dは，次のとおり改定される。
　　「d）　附属説明書に行われるべき記載に関
　　制の下に置かれた市場での取引を許可されて
　　いる場合は，適用できない。」
cc）新たな第4文においては，「第1文の後に」
　　が，用語「第1文および第2文の後に」に置
　　き換えられる。
c）第4項第2号第1文および第3号においては，
　それぞれにつき，記載「第1文」が削除される。
78．第340n条は，以下のとおり変更される。
　a）第1項は，以下のとおり変更される。
　aa）第1号は，以下のとおり変更される。
　aaa）aにおいては，用語「第340a条第2項
　　　第3文，」の後に用語「第246条第3項第
　　　1文，」が挿入され，かつ，用語「第3項，
　　　第250条第1項第1文」が記載「第2項，
　　　第250条第1項」に置き換えられる。
　bbb）bは，次のとおり改定される。
　　　　「評価に関する第253条第1項第1文，第
　　　2文，第3文もしくは第4文，第2項第1
　　　文，さらに第2文と結合して，第3項第1
　　　文，第2文もしくは第3文，第4項もしく
　　　は第5項，第254条，第256a条，第340e
　　　条第1項第1文もしくは第2文，第3項第
　　　1文，第2文，第3文もしくは第4文後段
　　　2文，第4項第1文もしくは第2文，第
　　　340f条第1項第2文または第340g条第2
　　　項」
ccc）cにおいては，記載「第273条，第274
　　条第1項」が記載「第274条」に置き換え
　　られる。
ddd）dは，次のとおり改定される。
　　「d）　附属説明書に行われるべき記載に関
（???）
uJ?????????
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　　　　する第284条第1項，第2項第1号，
　　　　第3項もしくは第5号または第285条
　　　　第3号，第6号，第7号，第9号aも
　　　　しくはb，第10号，第11号，第13号，
　　　　第14号，第17号乃至第27号」
bb）第3号においては，記載「第289条第1項
　または第4項」が，記載「第289条第1項，
　第4項第1号乃至第5号または第5項」に置
　き換えられる。
b）第2項においては，用語「第325条第2a項
に従った個別決算書に」が削除され，記載「第
2項，それは」が記載「第2項，第319b条第1
項，それは」に，また用語「第1項第4文，経
済監査会社」が用語「第1項第4文，第319b
条第1項，経済監査会社」に置き換えられる。
80．第341a条は，以下のとおり変更される。
　a）　第1項第1文においては，記載「第264条第
　　1項第2文」が記載「第264条第1項第3文」
　　に置き換えられる。
　b）第2項は，以下のとおり変更される。
　aa）第1文においては，記載「第279条第1項
　　　第2文」と記載「第285条⊥の後の記載「第
　　　1文」が削除される。
　bb）第2文においては，記載「第275条，第
　　　281条第2項第2文，第285条第1文」が記
　　　載「第275条，第285条」に置き換えられる。
　cc）　第5文においては，記載「第1文」が削除
　　　される。
　　　　する第284条第1項，第2項第1号，
　　　　第3項もしくは第5号または第285条
　　　　第3号，第6号，第7号，第9号aも
　　　　しくはb，第10号，第11号，第13号，
　　　　第14号，第17号乃至第28号」
bb）第3号においては，記載「第289条第1項
　または第4項」が，記載「第289条第1項，
　第4項第1号乃至第5号または第5項」に置
　き換えられる。
b）　第2項においては，記載「第2項，それは」
　が記載「第2項，第319b条第1項，それは」
　に，また用語「第1項第4文，経済監査会社」
　が用語「第1項第4文，第5文，第319b条第
　1項，経済監査会社」に置き換えられる。
74．第341a条は，以下のとおり変更される。
　a）　第1項第1文においては，記載「第264条
　　第1項第2文」が記載「第264条第1項第3文」
　　に置き換えられる。
　b）第2項は，以下のとおり変更される。
　aa）　第1文においては，記載「第279条第1項
　　　第2文」と記載「第285条」の後の記載「第
　　　1文」が削除される。
　bb）第2文においては，記載「第275条，第
　　　281条第2項第2文，第285条第1文」が記
　　　載「第275条，第285条」に置き換えられる。
　cc）第5文においては，記載「第1文」が削除
　　　される。
　　　　する第284条第1項，第2項第1号，
　　　　第3項もしくは第5号または第285条
　　　　第3号，第6号，第7号，第9号aも
　　　　しくはb，第10号，第11号，第13号，
　　　　第14号，第17号乃至第29号」
bb）第2号のdにおいては，用語「または第
　　308条第2項」が，用語「第308条第2項ま
　　たは第308a条」に置き換えられる。
cc）第3号においては，記載「第289条第1項
　　または第4項」が，用語「第289条第1項，
　　第4項もしくは第5項または第289a条」に
　　置き換えられる。
b）　第2項においては，記載「第2項，それは」
　が記載「第2項，第319b条第1項，それは」
　に，また用語「第1項第4文，経済監査会社」
　が用語「第1項第4文，第5文，第319b条第
　1項，経済監査会社」に置き換えられる。
79．第341a条は，以下のとおり変更される。
　a）　第1項第1文においては，記載「第264条
　　第1項第2文」が記載「第264条第1項第3文」
　　に置き換えられる。
　b）第2項は，以下のとおり変更される。
　aa）　第1文においては，記載「第279条第1項
　　　第2文」と記載「第285条」の後の記載「第
　　　1文」が削除される。
　bb）第2文においては，記載「第275条，第
　　　281条第2項第2文，第285条第1文」が記
　　　載「第275条，第285条」に置き換えられる。
　cc）　第5文においては，記載「第1文第3号」
　　　が，記載「第3a号」に置き換えられる。
???
『??????』????????
（??）
g）次の第6項が付加される。
「（6）第340条第1項にいう保険企業または第
340条第4項にいうペンション・ファンドが自
己の年度決算書を第264e条第1文に従って作
成するときは，第264e条第2文および第4文
が適用されなければならない。これによって，
本法律の第244条，第245条，第257条乃至第
261条，第264条第2項第3文，第285条第7
号，第9号乃至第11a号，第14号，第16号
および第17号，第286条第1項，第3項乃至
第5項，第289条，第289a条，第341a条第1
項および第5項，第341k条，第3411条なら
びに保険企業会計（報告）命令第51条第5項
および第57条およびペンション・ファンド会
計（報告）命令第34条第5項および第37条は，
妨げられるものではない。第341a条第2項第
4文は，親企業がコンツェルン決算書を第315a
条に従って作成する場合には，準用できる。こ
れによって，第341a条第4項は，妨げられる
ものではない。但し，そこにおいて株式法第
170条乃至第176条が参照指示されている場合
に限る。」
81．第341b条は，以下のとおり変更される。
　a）第1項第3文は，次のとおり改定される。
　　「第253条第3項第4文は，第2文に示された
　　財産対象物にのみ適用しなければならない。」
　b）第2項は，以下のとおり変更される。
　aa）第1文においては，記載「第253条第1項
　　　第1文，第3項，第254条，第256条，第
　　　279条第1項第1文，第280条」が，記載
　　　「第253条第1項第1文および第3文，第4
75．第341b条は，以下のとおり変更される。
　a）　第1項第3文は，次のとおり改定される。
　　「第253条第3項第4文は，第2文に示された
　　財産対象物にのみ適用しなければならない。」
　b）第2項は，以下のとおり変更される。
　aa）第1文においては，記載「第253条第1項
　　　第1文，第3項，第254条，第256条，第
　　　279条第1項第1文，第280条」が，記載
　　　「第253条第1項第1文および第3文，第4
（???
bσ?????????
80．第341b条は，以下のとおり変更される。
　a）　第1項第3文は，次のとおり改定される。
　　「第253条第3項第4文は，第2文に示された
　　財産対象物にのみ適用しなければならない。」
　b）第2項は，以下のとおり変更される。
　aa）第1文においては，記載「第253条第1項
　　　第1文，3項，第254条，第256条，第279
　　　条第1項第1文，第280条」が，記載「第　　6
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　a　　　253条第1項第1文，第4項および第5項，
　　項および第5項，第254条，第256条」に置
　　き換えられる。
bb）第2文は，廃止される。
c）次の第4項が，付加される。
　「（4）被扶養権者（Versorgungsberechtig－
　ten）に対する義務を填補するたあに，ペンショ
　ン・フ．アンドが生命保険企業と交わす契約は，
　慎重原則を考慮して，時価で評価しなければな
　らない。その限りで，第1項乃至第3項は，適
　用できない。」
82．第3411条第3項は，廃止される。
　　項および第5項，第254条，第256条」に置
　　き換えられる。
bb）第2文は，廃止される。
c）次の第4項が，付加される。
　「（4）被扶養権者に対する義務を填補するため
　に，ペンション・ファンドが生命保険企業と交
　わす契約は，慎重原則を考慮して，時価で評価
　しなければならない。その限りで，第1項乃至
　第3項は，適用できない。」
76．第341e条第1項においては，第2文の後に次
の文章が付加される。
「引当金については，決算日の価値関係に従って
評価しなければならず，第253条第2項に従って
割り引くことはできない。」
77．第341k条第3項の後には，次に示す条項が付
加される。
「（4）保険企業は，仮に資本会社の法的形式で業
を営んでいない場合であっても，第264d条にい
う資本市場指向的であり，かつ，株式法第100条
第5項の前提事項を満たさなければならない監査
役会または管理委員会を有していないときは，第
324条を適用しなければならない。」
78．第3411条は，次のとおり変更される。
第256条」に置き換えられる。
bb）第2文は，廃止される。
c）　次の第4項が，付加される。
　「（4）被扶養権者に対する義務を填補するため
　に，ペンション・ファンドが生命保険企業と交
　わす契約は，慎重原則を考慮して，時価で評価
　しなければならない。その限りで，第1項乃至
　第3項は，適用できない。」
81．第341e条第1項においては，第2文の後に次
　の文章が付加される。
　「引当金については，決算日の価値関係に従って
　評価しなければならず，第253条第2項に従って
　割り引くことはできない。」
82．第341j条第1項第3文においては，記載「第
　2号」が，記載「第2a号」に置き換えられる。
83．第341k条第3項の後には，次に示す条項が付
　加される。
　「（4）保険企業は，仮に資本会社の法的形式で業
　を営んでいない場合であっても，第264d条にい
　う資本市場指向的であり，かつ，株式法第100条
　第5項の前提事項を満たさなければならない監査
　役会または管理委員会を有していないときは，第
　324条を適用しなければならない。このことは，
　州法に別段の定めがない場合に限り，州法に基づ
　く公法上の保険企業にも適用される。」
84．第3411条は，次のとおり変更される。
??
『??????』??????
（???）
83．第341n条は，以下のとおり変更される。
　a）第1項は，以下のとおり変更される。
　aa）第1号は，以下のとおり変更される。
　aaa）　aにおいては，用語「第3項，第250条
　　　第1項第1文が，記載「第2項，第250条
　　　第1項」に置き換えられる。
bbb）bは，次のとおり改定される。
　　「b）評価に関する第253条第1項第1文
　　　　もしくは第2文，第2項第1文，さら
　　　　に第2文と結合して，第3項第1文，
　　　　第2文，第3文または第5文，第4項，
　　　　第5項，第254条，第256a条，第
　　　　341b条第1項第1文または評価に関
　　　　する第341d条」
ccc）cにおいては，記載「第273条，第274
　　条第1項」が記載「第274条」に置き換え
　　られる。
ddd）dは，次のとおり改定される。
　　「d）附属説明書において行われるべき記
　　　　載に関する第284条，第285条第1号，
　　　　第2号または第3号，さらに第341a
　　　　条第2項第5文と結合して，または第
　　　　285条第6号，第7号，第9号乃至第
　　　　14号，第17号乃至第27号」
a）　第1項第1文においては，記載「第1項」
　の後に記載「および第4項」が挿入される。
b）第3項は，廃止される。
79．第341n条は，以下のとおり変更される。
　a）第1項は，以下のとおり変更される。
　aa）第1号は，以下のとおり変更される。
　aaa）aにおいては，用語「第341a条第2項
第3文，」の後に記載「第246条第3項第
1文」が挿入され，かつ，用語「第3項，
　　第250条第1項第1文」が，記載「第2項，
　　第250条第1項」に置き換えられる。
bbb）bは，次のとおり改定される。
　　「b）評価に関する第253条第1項第1文
　　　　もしくは第2文，第2項第1文，さら
　　　　に第2文と結合して，第3項第1文，
　　　　第2文もしくは第3文，第4項，第5
　　　　項，第254条，第256a条，第341b
　　　　条第1項第1文または評価に関する第
　　　　341d条」
ccc）cにおいては，記載r第273条，第274
　　条第1項」が記載「第274条」に置き換え
　　られる。
ddd）dは，次のとおり改定される。
　　「d）附属説明書において行われるべき記
　　　　載に関する第284条，第285条第1号，
　　　　第2号または第3号，さらに第341a
　　　　条第2項第5文と結合して，または第
　　　　285条第6号，第7号，第9号乃至第
　　　　14号，第17号乃至第28号」
a）　第1項第1文においては，記載「第1項」
　の後に記載「および第4項」が挿入される。
b）　第3項第2号においては，記載「第1文」
　が削除される。
85．第341n条は，以下のとおり変更される。
　a）第1項は，以下のとおり変更される。
　aa）第1号は，以下のとおり変更される。
　aaa）aにおいては，用語「第341a条第2項
　　　第3文，」の後に記載「第246条第3項第
　　1文」が挿入され，かつ，用語「第3項，
　　第250条第1項第1文」が，記載「第2項，
　　第250条第1項」に置き換えられる。
bbb）bは，次のとおり改定される。
　　　「b）評価に関する第253条第1項第1文，
　　　　第2文，第3文もしくは第4文，第2
　　　　項第1文，さらに第2文と結合して，
　　　　第3項第1文，第2文もしくは第3文，
　　　　第4項，第5項，第254条，第256a
　　　　条，第341b条第1項第1文または評
　　　　価に関する第341d条」
ccc）cにおいては，記載「第273条，第274
　　条第1項」が記載「第274条」に置き換え
　　られる。
ddd）dは，次のとおり改定される。
　　　「d）附属説明書において行われるべき記
　　　　載に関する第284条，第285条第1号，
　　　　第2号または第3号，さらに第341a
　　　　条第2項第5文と結合して，または第
　　　　285条第6号，第7号，第9号乃至第
　　　　14号，第17号乃至第29号」
bb）第2号のdにおいては，用語「または第
（???）
bu?????????
??
bb）第3号においては，記載「第289条第1項
　　または第4項」が用語「第289条第1項，第
　　4項第1号乃至第5号または第5項」に置き
　　換えられる。
b）第2項においては，用語「第325条第2a項
に従った個別決算書に」が削除される。記載
「第2項，それは」は用語「第2項，第319b
条第1項，それは」に，用語「第1項第4文，
経済監査会社」は用語「第1項第4文，第
319b条第1項，経済監査会社」に置き換えら
れる。
84．第342条第1項第1文は，以下のとおり変更さ
　れる。
　a）第2号においては，用語「および」がコンマ
に置き換えられる。
b）第3号においては，文末のピリオドが用語
「および」に置き換えられる。
g）次の第4号が，付加される。
「4．　第315a条第1項にいう国際的な会計
（報告）基準の解釈指針の構築」
第2条　商法典施行法の改正
…日付の法律（連邦法律公報1，…頁）の第…条
bb）第3号においては，記載「第289条第1項
　　または第4項」が記載「第289条第1項，第
　　4項第1号乃至第5号または第5項」に置き
　　換えられる。
b）　第2項においては，記載「第2項，それは」
　が用語「第2項，第319b条第1項，それは」
　に，用語「第1項第4文，経済監査会社」が用
　語「第1項第4文，第5文，第319b条第1項，
　経済監査会社」に置き換えられる。
80．第342条は，以下のとおり変更される。
　a）第1文は，以下のとおり変更される。
aa）第2号においては，用語「および」がコン
　マに置き換えられる。
bb）第3号においては，文末のピリオドが用語
「および」に置き換えられる。
cc）次の第4号が，付加される。
「4．　第315a条第1項にいう国際的な会計
（報告）基準の解釈指針の構築」
b）　第2文においては，用語「勧告」の後に，
用語「および解釈指針」が挿入される。
第2条　商法典施行法の改正
…日付の法律（連邦法律公報1，…頁）の第…条
　308条第2項」が，用語「第308条第2項ま
　たは第308a条」に置き換えられる。
cc）第3号においては，記載「第289条第1項
　　または第4項」が用語「第289条第1項，第
　　4項もしくは第5項または第289a条」に置
　　き換えられる。
b）　第2項においては，記載「第2項，それは」
　が用語「第2項，第319b条第1項，それは」
　に，用語「第1項第4文，経済監査会社」が用
　語「第1項第4文，第5文，第319b条第1項，
　経済監査会社」に置き換えられる。
86．第342条は，以下のとおり変更される。
　a）第1文は，以下のとおり変更される。
　aa）第2号においては，用語「および」がコン
　　　マに置き換えられる。
　bb）第3号においては，文末のピリオドが用語
　　　「および」に置き換えられる。
　cc）次の第4号が，付加される。
　　　「4．第315a条第1項にいう国際的な会計
　　　　　（報告）基準の解釈指針の構築」
　b）第2文においては，用語「勧告」の後に，
　　用語「および解釈指針」が挿入される。
第2条　商法典施行法の改正
2008年10月23日付の法律（連邦法律公報1，
????
『??????』????????
（???。）
により最近改正された，連邦法律公報皿，分類番号
4101－1において公表された改定条文の商法典施行
法は，これを以下のとおり改正する。
1．第25条第1項は，以下のとおり変更される。
aL）第1文においては，用語「経済監査士」の後
に，用語「かつ，監査団体から．．［本法律の施
行日が挿入される。］よりも前に監査権が失わ
　れる」が挿入される。
bL）第3文においては，用語「決算監査人が監督
機関による指示にかかわりなく監査を実施でき
ることが保証されるときは，第319条第3項第
1文第2号は，監査団体の監督機関の構成員に
対して適用される必要はない。」は，削除され
巫
込，第28条第1項第2文は，廃止される。
旦　第27章の後には，次の第28章が付加される。
　「第28章　貸借対照表法現代化法に関する経過
　　　　　　規定
　　第65条
　　（1）引当金評価の変更に基づいて引当金への繰
　入れが現行の年金または期待権にとって必要であ
　る場合，当該金額については，2023年12月31
　日まで，均等配分された年間割当額で集計するこ
とが認められる。同様のことは，現行の年金また
は年金期待権の確約（Zusage）から生じる間接
的な義務に対して，ならびに，これに類する直接
または間接的な義務に対して，最初に引当金を設
定しなければならない場合に，適用される。
により最近改正された，連邦法律公報皿，分類番号
4101－1において公表された改定条文の商法典施行
法は，これを以下のとおり改正する。
1．　第25条第1項第1文においては，用語「経済
　監査士」の後に，用語「かつ，監査団体から．．．
　［本法律の施行日が挿入される。］よりも前に監査
　権が失われる」が挿入される。
生　第27章の後には，次の第28章が付加される。
　「第28章　貸借対照表法現代化法に関する経過
　　　　　　規定
　　第65条
　　（1）引当金評価の変更に基づいて引当金への繰
　入れが現行の年金または年金期待権にとって必要
　である場合，当該金額については，2023年12月
　31日まで，年間割当額で集計することが認めら
　れる。引当金評価の変更に基づいて，引当金の取
崩しが，現行の年金または年金期待権にとって必
要であるときは，このことについては維持する二
とが認められる。但し，次期以降の営業年度にお
いて，取崩額での繰入れが必要な場合である。第
2026頁）の第4条により最近改正された，連邦法
律公報皿，分類番号4101－1において公表された改
定条文の商法典施行法は，これを以下のとおり改正
する。
1，　第25条第1項第1文においては，用語「経済
　監査士」の後に，用語「かつ，監査団体から2009
　年5月29日よりも前に監査権が失われる」が挿
　入される。
2．2008年10月23日付の法律（連邦法律公報1，
　2026頁）の第4条により付加された第27章の表
　題は，第28章の表題となる。
3．　2008年10月23日付の法律（連邦法律公報1，
　2026頁）の第4条により付加された第64条は，
　第28章の第65条となる。
4．次の第29章が付加される。
　「第29章　貸借対照表法現代化法に関する経過
　　　　　　規定
　　第66条
　　（1）2009年5月25日付の貸借対照表法現代化
　法（連邦法律公報1，llO2頁）の条文における
　商法典の第241a条，第242条第4項，第267条
　第1項および第2項ならびに第293条第1項は，
　2007年12月31日より後に開始する営業年度に
　関する年度決算書およびコンツェルン決算書に初
　回適用しなければならない。
（???）
bロ?????????
??
　（2）第1項の適用に際しては，商法典第340条
にいう資本会社，信用機関および金融サービス機
関，商法典第341条にいう保険企業およびペンショ
ン・ファンド，商法典第264a条にいう登記済協
同組合および人的商事会社は，現行の年金，年金
期待権およびこれに類する義務に対する，貸借対
照表に表示されない引当金を，それぞれ，附属説
明書およびコンツェルン附属説明書に記載しなけ
ればならない。
2文に従った選択権を利用しないときは，取崩し
から生ずる金額を直接的に利益準備金に組入れな
ければならない。
　（2）第1項の適用に際しては，商法典第340条
にいう資本会社，信用機関および金融サービス機
関，商法典第341条にいう保険企業およびペンショ
ン・ファンド，商法典第264a条にいう登記済協
同組合および人的商事会社は，現行の年金，年金
期待権およびこれに類する義務に対する，貸借対
照表に表示されない引当金を，それぞれ，附属説
明書およびコンツェルン附属説明書に記載しなけ
ればならない。
　（2）2009年5月25日付の貸借対照表法現代化
法（連邦法律公報1，llO2頁）の条文における
商法典の第285条第3号，第3a号，第16号，
第17号および第21号，第285条第3号，第3a
号，第17号および第21号が関係づけられる場合
に限り第288条，第289条第4項および第5項，
第289a条，第292条第2項，第314条第1項第
2号，第2a号，第8号，第9号および第13号，
第315条第2項および第4項，第317条第2項第
2文，第3項第2文，第5項および第6項，第
318条第3項および第8項，第319a条第1項第
1文第4号，第4文および第5文，第2項第2文，
第319b条，第320条第4項，第321条第4a項，
第340k条2a項，第3401条第2項第2文乃至第
4文，第341a条第2項第5文および第341」条
第1項第3文は，2008年12月31日より後に開
始する営業年度に関する年度決算書およびコンツェ
ルン決算書に初回適用しなければならない。2009
年5月28日までに適用される条文における商法
典の第285条第1文第3号，第16号および第17
号，第285条第3号および第17号が関係づけら
れる限りで第288条，第292条第2項，第314条
第1項第2号，第8号および第9号，第315条第
4項，第317条第3項第2文および第3文，第
318条第3項，第319a条第1項第1文第4号，
第4文，第341　a条第2項第5文ならびに第341j
条第’1項第3文は，2009年1月1日より前に開
始する営業年度に関する年度決算書およびコンツェ
ルン決算書に最終適用しなければならない。
＝?
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　（3）2009年5月25日付の貸借対照表法現代化
法（連邦法律公報1，1102頁）の条文における
商法典の第172条第4項第3文，第246条，第
248条乃至第250条，第252条第1項第6号，第
253条乃至第255条第2a項および第4項，第
256条第1文，第256a条，第264条第1項第2
文，第264d条，第266条，第267条第3項第2
文，第268条第2項および第8項，第272条第1
項，第1a項，第1b項および第4項，第274条，
第274a条第5号，第277条第3項第1文，第4
項第3文，第5項，第285条第13号，第18号乃
至第20号，第22号乃至第29号，第286条第3
項第3文，第285条第19号，第22号および第
29号が関係づけられる限りで第288条，第290
条，第291条第3項，第293条第4項第2文，第
5項，第297条第3項第2文，第298条第1項，
第300条第1項第2文，第301条第3項第1文，
第4項，第306条，第308a条，第310条第2項，
第313条第3項第3文，第314条第1項第10号
乃至第12号，第14号乃至第21号，第315a条
第1項，第319a条第1項後段1文，第325条第
4項，第325a条第1項第1文，第327条第1号
第2文，第334条，第336条第2項，第340a条，
第340c条，第340e条，第340f条，第340h条，
第340n条，第341a条第1項第1文，第2項第
1文および第2文，第341b条，第341b条，第
341e条，第3411条および第341n条は，2009年
12月31日より後に開始する営業年度に関する年
度決算書およびコンツェルン決算書に初回適用し
なければならない。貸借対照表法現代化法の条文
における商法典の第253条は，貸借対照表法現代
化法の条文における商法典の第246条第1項第4
（?＝）
bd?????????
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文にいう営業権または暖簾で2009年12月31日
より後に開始する営業年度に行われた取得事象に
因るものに適用される。貸借対照表法現代化法の
条文における商法典の第255条第2項は，第1文
に示した営業年度に開始された製作事象に適用さ
れる。貸借対照表法現代化法の条文における第
294条第2項，第301条第1項第2文および第3
文，第2項，第309条第1項および第312条は，
2009年12月31日より後に開始する営業年度に
行われた取得事象に初回適用される。貸借対照表
法現代化法の条文における商法典の第290条第1
項および第2項に従って連結すぺき子企業に関し
て，または，2009年12月31日より後に開始す
る営業年度に関するコンツェルン決算書の初回作
成の場合には，貸借対照表法現代化法条文におけ
る商法典の第301条第1項第2文および第3文，
第2項および第309条第1項が，2009年12月31
日より後に開始する営業年度に関するコンツェル
ン決算書に適用される。新規定は，先行して
2008年12月31日より後に開始する営業年度に
適用できるが，すべてが適用される場合に限る。
このことは，附属説明書およびコンツェルン附属
説明書に記載しなければならない。
　（4）2009年5月25日付の貸借対照表法現代化
法（連邦法律公報1，1102頁）の条文における
商法典の第324条，第340k条第5項ならびに第
341k条第4項は，2010年1月1日から初回適用
しなければならない。株式法施行法の第12条第
4項が，準用しなければならない。
　（5）2009年5月28日までに適用される条文に
おける商法典の第246条第1項および第2項，第
247条第3項，第248条乃至第250条，第252条
???
『??????』????????
（???。）
第1項第6号，第253条，第254条，第255条第
2項および第4項，第256条第1文，第264c条
第4項第3文，第265条第3項第2文，第266条，
第267条第3項第2文，第268条第2項，第269
条，第270条第1項第2文，第272条第1項およ
び第4項，第273条，第274条，第274a条第5
号，第275条第2項第7号a，第277条第3項第
1文，第4項第3文，第279条乃至第283条，第
285条第1文第2号，第5号，第13号，第18号
および第19号，第2文乃至第6文，第286条第
3項第3文，第287条，第285条第1文第2号，
第5号および第18号が関係づけられる限りで第
288条，第290条，第291条第3項第1号および
第2号第2文，第293条第4項第2文，第5項，
第294条第2項第2文，第297条第3項第2文，
第298条第1項，第300条第1項第2文，第301
条第1項第2文乃至第4文，第2項，第3項第1
文および第3文，第4項，第302条，第306条，
第307条第1項第2文，第309条第1項，第310
条第2項，第312条第1項乃至第3項，第313条
第3項第3文，第4項，第314条第1項第10号
および第11号，第315a条第1項，第318条第3
項，第319a条第1項第1文後段1文，第325条
第4項，第325a条第1項第1文，第327条第1
号第2文，第334条，第336条第2項，第340a
条第2項第1文，第340c条，第340e条，第
340f条，第340　h条，第340n条，第341a条第1
項および第2項第1文および第2文，第341b条
第1項および第2項，第341e条第1項，第3411
条第1項および第3項および第341n条は，2010
年1月1日より前に解する営業年度に関する年度
決算書およびコンツェルン決算書に最終適用しな
（＝?）
??????????
＝?
　　第66条
　（1）2008年12月31日より後に＿終了する営
業年度に関する年度決算書に，＿［ここには，貸
借対照表法現代化法の施行日前の日付が挿入され
る。］までに適用される条文における商法典249
条第1項第3文，第2項に従った引当金が含まれ
るときは，それは，取り崩されなければならず，
その結果として生じた金額は直接的に利益準備金
に組入れなければならない。
　　第66条
　（1｝2008年12月31日より後に終了する営業
年度に関する年度決算書に，．．．［ここには，貸
借対照表法現代化法の施行日前の日付が挿入され
る。］までに適用される条文における商法典249
条第1項第3文，第2項に従った引当金，商法典
第247条第3項，第273条に従った準備金部分を
有する特別項目，または商法典第250条第1項第
2文に従った計算区分項目が含まれるときは，こ
れらの項目は維持することができる。第1文に従っ
た選択権を利用しないときは，取崩しから生じた
金額は直接的に利益準備金に組入れなければなら
ない。
②　＿［ニニには，貸借対照表法現代化法の
施行日前の日付が挿入される。］までに適用され
ければならない。
　（6）2009年5月25日付の貸借対照表法現代化
法（連邦法律公報1，1102頁）の条文における
商法典の第335条第5項第11文および第12文は，
2009年5月29日から2009年8月31日までに適
用できるに過ぎず，2009年9月1日には無効と
なる。
　（7）2009年5月25日付の貸借対照表法現代化
法（連邦法律公報Ll102頁）の条文における
商法典の第248条第2項および第255条第2a項
は，2009年12月31日より後に開始する営業年
度に開発が開始された固定資産たる自己創設の無
形財産対象物にのみ適用される。
　　第67条
　（1）現行の年金または年金期待権の評価が変更
したことにより引当金への繰入れが必要である場
合に限り，当該金額を，遅くとも2024年12月
31日までに，毎営業年度に15分の1以上ずつ積
み立てなければならない。引当金の設定を要する
義務の評価が変更したことにより引当金の取崩し
が必要であるときは，取り崩すべき金額を遅くと
も2024年12月31日までに再度繰り入れなけれ
ばならない場合に限り，当該金額を維持すること
が認められる。第2文に従った選択権を利用しな
いときは，取崩しから生じた金額は直接的に利益
準備金に組入れなければならない。第2文に従っ
た選択権を利用するときは，過大墳補の金額は，
その都度，附属説明書およびコンツェルン附属説
明書に記載しなければならない。
　②　第1項を適用する際，資本会社，商法典の
第340条にいう信用機関および金融サービス機関，
??
『??????』???????
（?＝）
る条文における商法典第253条第3項第3文，第
253条第4項または第254条，第279条に従った
減額記入で，2009年1月1日より前に開始した
営業年度において実施されたものに基づく，財産
対象物のより低い計上価額は，継続することがで
きる。第1文に従った選択権を利用しないときは，
増額記入から生じた金額は直接的に利益準備金に
組入れなければならない。
　（3）固定資産たる無償取得の無形財産対象物に
関する費用については，その開発に2008年12月
31日より後に着手したときにのみ，取得原価ま
たは製作原価として，貸借対照表に表示すること
が認められる。
塑2009年1月1日より前に終了する営業年
度に関する年度決算書において，．．．［ニニには，
貸借対照表法現代化法の施行日前の日付が挿入さ
れる。］までに適用される条文における商法典
269条に従った営業経営の開業費および拡張費に
関する貸借対照表副次項目が設定されていたとき
商法典の第341条にいう保険企業およびペンショ
ン・ファンド，商法典の第264a条にいう登記済
協同組合および人的商事会社は，現行の年金，年
金期待権およびこれに類する義務に係る貸借対照
表に表示されない引当金を，それぞれにつき，附
属説明書およびコンツェルン附属説明書に記載し
なければならない。
　（3）2010年1月1日より前に開始する直近の
営業年度に関する年度決算書に，2009年5月28
日までに適用される条文における商法典の第249
条第1項第3文，第2項に従った引当金，商法典
の第247条第3項，第273条に従った準備金部分
を有する特別項目または商法典の第250条第1項
第2文に従った計算区分項目が収容されていたと
きは，当該項目は，2009年5月28日までに適用
される条文における該当規定を適用した上で，商
法典の第249条第1項第3文，第2項に従った引
当金に関してもまた，その一部を維持することが
できる。第1文に従った選択権を利用しないとき
は，当該金額を直接的に利益準備金に組入れなけ
ればならない。このことは，2009年5月28日ま
でに適用される条文における商法典の第249条第
1項第3文，第2項に従った引当金に2010年1
月1日より前に開始した直近の営業年度に繰り入
れられた金額には適用されない。
　（4）財産対象物のより低い計上価額で，2010
年1月1日より前に開始する営業年度に実施され
た，2009年5月28日までに適用される条文にお
ける商法典の第253条第3項第3文，第253条第
4項または商法典の第254条，第279条第2項に
従った減額記入に因るものは，2009年5月28日
（＝?）
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　（2）2008年＿日付の貸借対照表法現代化法
（連邦法律公報1，＿頁）の条文における商法典
第120条，第241a条，第242条第4項，第264e
条，第267条第1項および第2項，第293条第1
項，第336条第4項および第5項，第340a条第
5項および第341a条第6項は，2007年12月31
日より後に開始する営業年度に関する年度決算書
およびコンツェルン決算書に初回適用しなければ
ならない。
　（3）2008年．．．日付の貸借対照表法現代化法
（連邦法律公報1，＿頁）の条文における商法典
第285条第17号，第288条，第292条第2項，
第314条第1項第9号，第316条第4項および第
5項，第317条第3項第2文，第318条第3項お
よび第8項，第319条第1項第1文第4号，第
319b条，第320条第4項，第321条第4a項お
よび第342f条は，2008年6月29日より後に開
始する営業年度に関する年度決算書およびコンツェ
ルン決算書に初回適用しなければならない。2008
年＿日付の貸借対照表法現代化法（連邦法律公
は，これを継続することが認められ，かつ，次期
以降の各営業年度決算書において少なくとも4分
の1ずつ減額記入によって償却しなければならな
鎚
　（5）2008年．．．日付の貸借対照表法現代化法
（連邦法律公報L．．．頁）の条文における商法典
241a条，第242条第4項，第267条第1項お
よび第2項ならびに第293条第1項は，2007年
12月31日より後に開始する営業年度に関する年
度決算書およびコンツェルン決算書に初回適用し
なければならない。
　（6）2008年＿日付の貸借対照表法現代化法
（連邦法律公報1，＿頁）の条文における商法典
第285条第17号，第288条，第292条第2項，
第314条第1項第9号，第317条第2項第2文，
第3項第2文，第318条第3項および第8項，第
319a条第1項第1文第4号，第4文および第5
文，第2項第2文，第319b条，第320条第4項，
第321条第4a項，第324条，第340k条第2a
項および第5項，第3401条第2項第2文乃至第
4文および第341k条第4項は，2008年6月29
日より後に開始する営業年度に関する年度決算書
までに適用される条文における該当規定を適用し
た上で継続することができる。第1文に従った選
択権を利用しないときは，増額記入から生じた金
額は直接的に利益準備金に組入れなければならな
い。このことは，2010年より前に開始する直近
の営業年度に実施された減額記入額には適用され
ない。
　（5）2010年1月1日より前に開始する営業年
度に係る年度決算書において，2009年5月28日
までに適用される条文における商法典の第269条
に従った営業経営の開業および拡張のための費用
に関して，貸借対照表副次項目が設定されている
ときは，この項目は，2009年5月28日までに適
用される条文における該当規定を適用した上で，
継緯することが認められる。2010年1月1日よ
り前に開始する営業年度に関するコンツェルン決
算書において，2009年5月28日までに適用され
る条文における商法典の第302条により，資本連
結が実施されているときは，この連結は，2009
年5月28日までに適用される条文における該当
規定を適用した上で維持することが認められる。
　（6）2009年5月25日日付の貸借対照表法現代
化法（連邦法律公報Ll102頁）の条文におけ
る商法典の第274条，第306条の初回適用から生
じる費用または収益は，直接的に利益準備金と相
殺計算しなければならない。第1項第3文，第3
項第2文または第4項第2文に従った金額が直接
的に利益準備金と相殺計算されるときは，貸借対
照表法現代化法の条文における商法典の第274条，
306条に従ってそこから生じる費用および収益
は，同じく，直接的に利益準備金と相殺計算しな
ければならない。
???
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報1，＿頁）の条文における商法典第285条第3
号，第3a号，第16号および第21号，第289条
第4項および第5項，第289a条，第314条第1
項第2号，第2a号，第8号および第13号，第
315条第2項および第4項は，2008年9月5日よ
り後に開始する営業年度に関する年度決算書およ
びコンツェルン年度決算書に初回適用しなければ
ならない。
およびコンツェルン決算書に初回適用しなければ
ならない。2008年＿日付の貸借対照表法現代化
法（連邦法律公報1，＿頁）の条文における商
法典第285条第3号，第3a号，第16号および
第21号，第289条第5項，第289a条，第314
条第1項第2号，第2a号，第8号および第13
号，第315条第2項および第4項は，2008年9
月5日より後に開始する営業年度に関する年度決
算書およびコンツェルン年度決算書に初回適用し
なければならない。．．．［ここには，貸借対照表法
現代化法の施行日前の日付が挿入される。］まで
に適用される条文における商法典第285条第17
号，第288条，第292条第2項，第314条第1項
第9号，第317条第3項第2文および第3文，第
318条第3項，第319a条第1項第1文第4号，
第4文および第324条は，2008年6月30日より
前に開始する営業年度に関する年度決算書および
コンツェルン決算書に最終適用しなければならな
い。．．．［ニニには，貸借対照表法現代化法の施行
日前の日付が挿入される。］までに適用される条
文における商法典第285条第3号および第16号，
第314条第1項第2号および第8号および第315
条第4項は，2008年9月6日より前に開始する
営業年度に関する年度決算書およびコンツェルン
決算書に最終適用しなければならない。
⊆a　2008年＿日付の貸借対照表法現代化法
（連邦法律公報1，．．．頁）の第1条乃至第ll条
によって変更された規定の初回適用に際して記述
した現行の形式または従来適用された評価方法が
変わるときは，変更された規定に従った年度決算
書の初回作成に際しては商法典第252条第1項第
6号，第265条第1項および第284条第2項第3
　（7）第66条ならびに第1項乃至第6項の適用
から生じる費用は，損益計算書上，項目『臨時費
用』の下に区別して，また収益は，項目「臨時収
益』の下に区別して，記載しなければならない。
（??）
??????????
??
?246条，
貸借対照表法現代化法の条文における第
第249条，第252条第1項第6号，第
253条，第254条，第255条第2項および第4項，
第256a条，第264条第1項第2文，第264c条
第4項第3文，第264d条，第266条，第268条
第8項，第272条第1項，第la項および第4項，
第274条，第274a条第5号，第277条第3項第
1文，第285条，第286条第3項第3文，第290
条，第291条第3項，第293条第5項，第298条
第1項，第301条，第306条，第308a条，第
309条第1項，第312条，第313条第3項第3文，
第314条，第325条第2項および第4項，第334
条，第336条，第340a条，第340e条，第3401
条，第340n条，第341a条，第341b条および
第341n条は，2008年12月31日より後に開始す
る営業年度に関する年度決算書およびコンツェル
ン決算書に初回適用しなければならない。
号を適用することはできない。さらに，変更され
た規定の初回適用に際しては前年度数値を記載す
る必要はない。
　（8｝2008年＿日付の貸借対照表法現代化法
（連邦法律公報1，＿頁）の条文における第172
条第4項第3文，第246条，第248条，第249条，
第252条第1項第6号，第253条乃至第255条第
2項，第2a項および第4項，第256条第1文，
第256a条，第264条第1項第2文，第264d条，
第266条，第268条第2項および第8項，第272
条第1項，第la項，第lb項および第4項，第
274条，第274a条第5号，第277条第3項第1
文 4項第3文，第285条第13号，第18号乃
至第20号，第22号乃至第28号，第286条第3
項第3文，第289条第4項，第290条，第291条
3項，第293条第5項，第298条第1項，第
301条，第306条，第308a条，第309条第1項，
第312条，第313条第3項第3文，第314条第1
項第10号乃至第12号，第14号乃至第19号，第
325条第4項，第334条，第336条第2項，第
340a条，第340e条，第340f条，第340n条，
第341　a条，第341b条，第341　e条，第3411条
および第341n条は，2008年12月31日より後に
開始する営業年度に関する年度決算書およびコン
ツェルン決算書に初回適用しなければならない。
2008年．．．日付の貸借対照表法現代化法（連邦法
律公報1，．．．頁）の条文における第255条第2
項は，第1文に示した営業年度に開始された製作
事象にのみ適用される。2008年＿日付の貸借対
照表法現代化法（連邦法律公報1，＿頁）の条
文における第294条第2項，第301条，第309条
第1項および第312条は，第1文に示した営業年
　（8）2009年5月25日付の貸借対照表法現代化
法（連邦法律公報1，1102頁）の第1条乃至第
11条により変更された規定の初回適用に際して，
従来の記述形式または従来適用されていた評価方
法が変化するときは，商法典の第252条第1項第
6号 第265条第1項，第284条第2項第3号お
よび第313条第1項第3号は，変更された規定に
従った年度決算書またはコンツェルン決算書の初
回作成の際には適用できない。その上，前年度数
値は，初回適用の際，適合修正する必要はない。
この点は，附属説明書およびコンツェルン附属説
明書において指摘しなければならない。」
＝??
『???????』????????
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　（5）＿［ここには，貸借対照表法現代化法の施
行日前日の日付が挿入される。］までに適用され
る条文における第246条第1項および第2項，第
247条第3項，第248条第2項，第249条，第
250条第1項第2文，第252条第1項第6号，第
253条，第254条，第255条第2項および第4項，
第256条第1文第264c条第4項第3文，第265
条第3項第2文，第266条，第268条第2項，第
269条，第272条第1項および第4項，第273条，
第274条，第274a条第5号，第277条第3項第
1文，第279条乃至第283条，第285条，第286
条第3項第3文，第287条，第288条，第289条
第4項，第290条，第291条第3項第1号および
第2号第2文，第294条第2項第2文，第298条
第1項，第300条第1項第2文，第301条第1項
第2文，第2項第1文，第3項第1文および第3
文，第4項第2文，第302条，第306条，第307
条第1項第2文，第309条第1項，第312条第1
項乃至第3項，第313条第3項第3文，第4項，
第314条，第315a条第1項，第318条第3項，
第319a条第1項第4号，第323条第2項第2文，
第325条第2項および第4項，第327条，第334
条，第336条，第340a条第1項第1文，第2項
第1文，第340e条，第340f条，第340n条，第
341a条第1項および第2項，第341b条第1項
および第2項および第341n条は，2009年1月1
日より前に開始する営業年度に最終適用しなけれ
ばならない。」
度に実施された拡張事象にのみ適用される。
　⑨　．．．［ここには，貸借対照表法現代化法の
施行日前日の日付が挿入される。］までに適用さ
れる条文における第246条第1項および第2項，
第247条第3項，第248条，第249条，第250条
第1項第2文，第252条第1項第6号，第253条，
第254条，第255条第2項および第4項，第256
条第1文第264c条第4項第3文，第265条第3
項 2文，第266条，第268条第2項，第269条，
第270条第1項第2文，第272条第1項および第
4 ，第273条，第274条，第274a条第5号，
277条第3項第1文，第4項第3文，第279条
乃至第283条，第285条第2号，第5号，第13
号，第18号および第19号，第286条第3項第3
文，第287条，第288条，第289条第4項，第
290条，第291条第3項第1号および第2号第2
文，第294条第2項第2文，第298条第1項，第
300条第1項第2文，第301条第1項第2文乃至
4文，第2項，第3項第1文および第3文，第
4項，第302条，第306条，第307条第1項第2
文，第309条第1項，第312条第1項乃至第3項，
第313条第3項第3文，第4項，第314条第1項
第10号および第11号，第315a条第1項，第
318条第3項，第319a条第1項第4号，第325
条第4項，第327条，第334条，第336条第2項，
340a条第2項第1文，第340e条，第340f条，
第340n条，第341a条第1項および第2項，第
341b条第1項および第2項，第341e条第1項，
第3411条第1項および第3項および第341n条
は，2009年1月1日より前に開始する営業年度
に最終適用しなければならない。」
（＝?）
】W?????????
＝?
第9条　所得税法の改正
　．．．により最近改正された，2002年10月19日付
の公告の条文における所得税法（連邦法律公報1
4210頁，2003年1，179頁）第5条第1項第2文
は，次のとおり改正される。
「商法典第264e条に従った年度決算書の作成に際
しては，第1文にいう事業用財産は，商法典第264
e条第4文に従って算定された財産である。」
第3条所得税法の改正
　＿により最近改正された，2002年10月19日付
の公告の条文における所得税法（連邦法律公報1
4210頁，2003年1，179頁）は，次のとおり改正
される。
L第5条は，以下のとおり変更される。
9L）第1項は，次のとおり改定される。
「（1）事業経営者で，法律上の規定に基づいて
帳簿を記帳し，かつ，定期的に決算書を作成す
る義務を負う者，または当該義務なしに帳簿を
記帳し，かつ，定期的に決算書を作成する者の
場合には，経済年度末に，事業用財産（第4条
第1項第1文）を計上しなければならない。当
該財産は，税務上の選択権の行使の枠内で過去
または現在において別の計上方法が選択されて
いる場合を除き，商法上の正規の簿記の諸原則
に従って表示しなければならない。税務上の選
択権の行使については，税務上の利益算定にお
いて商法上基準をなす価値で表示されない経済
財を特別の明細書に収容し，これを継続的に管
理しておくことが前提条件をなす。当該明細書
により，取得日または製作日，取得原価または
製作原価，行使した税務上の選択権の規定，そ
して実施した減額記入額が証明されなければな
　らない。」
g）　第1a項においては，第1文の前に次の文章
が置かれる。
第3条所得税法の改正
　2009年4月20日付の法律（連邦法律公報1，
774頁）の第1条により最近改正された，2002年
10月19日付の公告の条文における所得税法（連邦
法律公報1，4210頁，2003年1，179頁）は，次
のとおり改正される。
1．第5条は，以下のとおり変更される。
　a）第1項は，次のとおり改定される。
　　「（1）事業経営者で，法律上の規定に基づいて
　　帳簿を記帳し，かつ，定期的に決算書を作成す
　　る義務を負う者，または当該義務なしに帳簿を
　　記帳し，かつ，定期的に決算書を作成する者の
　　場合には，経済年度末に，事業用財産（第4条
　　第1項第1文）を計上しなければならない。当
　　該財産は，税務上の選択権の行使の枠内で過去
　　または現在において別の計上方法が選択されて
　　いる場合を除き，商法上の正規の簿記の諸原則
　　に従って表示しなければならない。税務上の選
　　択権の行使については，税務上の利益算定にお
　　いて商法上基準をなす価値で表示されない経済
　　財を特別の明細書に収容し，これを継続的に管
　　理しておくことが前提条件をなす。当該明細書
　　により，取得日または製作日，取得原価または
　　製作原価，行使した税務上の選択権の規定，そ
　　して実施した減額記入額が証明されなければな
　　らない。」
　b）第la項においては，第1文の前に次の文章
　　が置かれる。
??
『??????』????????
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「積極項目は，消極項目と相殺計算してはなら
　ない。」
g）　第4a項第2文においては，記載「第1a項」
の後に記載「第2文」が付加される。
生　第6条第1項は，以下のとおり変更される。
9L）　第2a号の後には，次の第2b号が挿入され
巫
「2b．納税義務者で商法典第340条の適用領域
に服する者は，売買目的で取得した金融商
品で第5条第1a項第2文にいう評価単位
で模写されないものを，付すべき時価から
リスク減少額を控除した金額（商法典第
340e条第3項）で評価しなければならな
い。第2号第2文は，適用できない。」
bL）第3a号においては，末尾のdにおいて，用
語「および」が削除され，末尾のeにおいて，
ピリオドがセミコロンと用語「および」に置き
換えられ，その後に次のfが付加される。
「f）　評価に際しては，貸借対照表日の価値関
係が基準をなす。将来の物価およびコスト
の上昇は，考慮してはならない。」
生　第52条は，以下のとおり変更される。
9L）　第12d項の後には，次の第12e項が挿入さ
れる。
「（12e） ［ここには，公表物の告知日と閲
覧場所が挿入される。］の貸借対照表法現代化
法の第3条の条文における第5条第la項は，
2008年12月31日より後に開始する経済年度
に初回適用しなければならない。」
　「積極項目は，消極項目と相殺計算してはなら
　ない。」
c）　第4a項第2文においては，記載「第1a項」
　の後に記載「第2文」が付加される。
2．第6条第1項は，以下のとおり変更される。
　a）第2a号の後には，次の第2b号が挿入され
　　る。
　　「2b．納税義務者で商法典第340条の適用領域
　　　　に服する者は，売買目的で取得した金融商
　　　　品で第5条第la項第2文にいう評価単位
　　　　に模写されないものを，付すべき時価から
　　　　リスク減少額を控除した金額（商法典第
　　　　340e条第3項）で評価しなければならな
　　　　い。第2号第2文は，適用できない。」
　b）第3a号においては，末尾のdにおいて，用
　　語「および」が削除され，末尾のeにおいて，
　　ピリオドがセミコロンと用語「および」に置き
　　換えられ，その後に次のfが付加される。
　　「f）　評価に際しては，貸借対照表日の価値関
　　　　係が基準をなす。将来の物価およびコスト
　　　　の上昇は，考慮してはならない。」
3．第52条は，以下のとおり変更される。
　a）　第12d項の後には，次の第12e項が挿入さ
　　れる。
　　「（12e）2009年5月25日付の貸借対照表法
　　現代化法（連邦法律公報1，1102頁）の第3
　　条の条文における第5条第la項は，2009年
　　12月31日より後に開始する経済年度に初回適
　　用しなければならない。2009年5月25日付の
　　貸借対照表法現代化法（連邦法律公報1，1102
　　頁）の第3条の条文における第5条第la項は，
（?????
??????????
???
PL）
塑
第16項は，以下のとおり変更される。
第10文は，次のとおり改定される。
「＿［ここには，公表物の告知日と閲覧場所
が挿入される。］の貸借対照表法現代化法の
第3条の条文における第6条第1項第2b号
および第6条第1項第3a号のfは，2008年
12月31日より後に開始する経済年度に初回
適用しなければならない。第6条第1項第2
b号の初回適用から生じる利益の2分の1に
関しては，準備金を設定し，利益を減額させ
ることができる。この準備金は，次期の経済
年度において，利益増加的に取り崩さなけれ
ばならない。」
bb）　現行の第11文乃至第14文は，廃止される。
　2009年5月25日付の貸借対照表法現代化法
　（連邦法律公報1，1102頁）の第2条の条文に
　おける商法典施行法の第66条第3項第6文に
　従った選択権が行使されるときは，2008年12
　月31日より後に開始する経済年度に初回適用
　しなければならない。」
b）第16項は，以下のとおり変更される。
aa）　第10文は，次のとおり改定される。
　　「2009年5月25日付の貸借対照表法現代化
　　法（連邦法律公報1，1102頁）の第3条の
　　条文における第6条第1項第2b号および第
　　6条第1項第3a号fは，2009年12月31日
　　より後に開始する経済年度に初回適用しなけ
　　ればならない。2009年5月25日付の貸借対
　　照表法現代化法（連邦法律公報1，1102頁）
　　の第3条の条文における第6条第1項第2b
　　号および第6条第1項第3a号fは，2009年
　　5月25日付の貸借対照表法現代化法（連邦
　　法律公報1，1102頁）の第2条の条文にお
　　ける商法典施行法の第66条第3項第6文に
　　従った選択権を行使するときは，2008年12
　　月31日より後に開始する経済年度に初回適
　　用しなければならない。第6条第1項第2b
　　号の初回適用から生じる利益の2分の1に関
　　しては，準備金を設定し，利益を減額させる
　　ことができる。この準備金は，次期の経済年
　　度において，利益増加的に取り崩さなければ
　　ならない。」
bb）　現行の第11文乃至第14文は，廃止される。
??
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第3条　開示法の改正
　．により最近改正された，1969年8月15日付の
開示法（連邦法律公報1，1189頁，1970年1，
1113頁）は，以下のとおり改正される。
1．第5条は，以下のとおり変更される。
　a）第1項第2文は，次のとおり改定される。
　　「年度決算書の内容，その項目分類，年度決算
　　書の個々の項目に関しては，商法典第264条第
　　2項第1文，第265条，第266条，第268条乃
　　至第275条，第277条および第278条が準用さ
　　れる。」
　b）　第2項第2文においては，記載「第285条」
　　の後の記載「第1文」が削除され，記載「19」
　　が記載「27」に，また記載「第286条，第287
　　条」が記載「第286条」に置き換えられる。
c）第2項の後には，次の第2a項が挿入される。
　「（2a）商法典第264d条にいう企業は，その
　法的形式の如何にかかわらず，年度決算書に対
　して，第5条第2項に従った附属説明書を補完
　しなければならない。商法典第264条第1項第
　2文が適用されなければならない。」
d）次の第7項が付加される。
「（7）第3条第1項にいう企業については，そ
の決算書を商法典第264e条第1文に従って作
成することが認められる。商法典第264e条第
2文および第4文が適用されなければならない。
第4条開示法の改正
　＿により最近改正された，1969年8月15日付の
開示法（連邦法律公報1，1189頁，1970年1，
1113頁）は，以下のとおり改正される。
1．第5条は，以下のとおり変更される。
　a）第1項第2文は，次のとおり改定される。
　　「年度決算書の内容，その項目分類，年度決算
　　書の個々の項目に関しては，商法典第264条第
　　2項第1文，第265条，第266条，第268条乃
　　至第275条，第277条および第278条が準用さ
　　れる。」
　b）第2項第2文においては，記載「第285条」
　　の後の記載「第1文」が削除され，記載「19」
　　が記載「28」に，また記載「第286条，第287
　　条」が記載「第286条」に置き換えられる。
c）第2項の後には，次の第2a項が挿入される。
　「（2a）　商法典第264d条にいう企業は，その
　法的形式の如何にかかわらず，年度決算書に対
　して，第5条第2項に従った附属説明書を補完
　しなければならない。商法典第264条第1項第
　2文が適用されなければならない。」
第4条開示法の改正
　2008年12月17日付の法律（連邦法律公報1，
2586頁）により最近改正された，1969年8月15日
付の開示法（連邦法律公報1，1189頁，1970年1，
1113頁）は，以下のとおり改正される。
1．第5条は，以下のとおり変更される。
　a）第1項第2文は，次のとおり改定される。
　　「年度決算書の内容，その項目分類，年度決算
　　書の個々の項目に関しては，商法典第264条第
　　2項第1文，第265条，第266条，第268条乃
　　至第275条，第277条および第278条が準用さ
　　れる。」
　b）　第2項第2文においては，記載「第285条
　　第1文第1号乃至第5号，第7号乃至第13号，
　　第17号乃至第19号，第286条，第287条」が，
　　記載「第285条第1号乃至第4号，第7号乃至
　　第13号，第17号乃至第29号」に置き換えら
　　れる。
c）第2項の後には，次の第2a項が挿入される。
　　「（2a）　商法典第264d条にいう企業は，その
　　法的形式の如何にかかわらず，年度決算書に対
　　して，第5条第2項に従った附属説明書を補完
　　しなければならない。商法典第264条第1項第
　　2文が有意味に適用されなければならない。」
（??）
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これによって，商法典第244条，第245条，第
257条乃至第261条，第285条第7号，第9号，
第17号，第286条第1項，第4項および第5
項ならびに第1条乃至第10条は，第5条第1
項第2文，第2項第2文，第3項乃至第5項を
除いて，妨げられるものではない。」
2．第6条第1項第2文においては，次のとおり改
　定される。
　「第2項乃至第4項において別段の定めがない場
　合，年度決算書の監査に関する商法典第316条第
　3項および第4項，第317条第1項および第2項，
　第318条第1項，第3項乃至第8項，第319条第
　1項乃至第4項，第319a条第1項，第319b条
　第1項，第320条第1項，第2項および第4項な
　らびに第321条乃至第324条が準用される。」
3．第7条は，以下のとおり変更される。
9L）　第3文においては，記載「第171条第1項
第2文」が，用語「第171条第1項第2文およ
び第3文」に置き換えられる。
bL）　第4文は，廃止される。
圭　第9条第1項第正文においては，記載「第2a
号，第2b号」が削除される。
2．　第6条第1項第2文は，次のとおり改定される。
　「第2項乃至第4項において別段の定めがない場
　合，年度決算書の監査に関する商法典第316条第
　3項，第317条第1項，第2項，第5項および第
6項，第318条第1項，第3項乃至第8項，第
319条第1項乃至第4項，第319a条第1項，第
319b条第1項，第320条第1項，第2項および
第4項ならびに第321条乃至第324条が準用され
る。」
3．第7条第3文においては，記載「第171条第1
項第2文」が，用語「第171条第1項第2文およ
び第3文」に置き換えられる。
2．　第6条第1項第2文は，次のとおり改定される。
　「第2項乃至第4項において別段の定めがない場
　合，年度決算書の監査に関する商法典第316条第
　3項，第317条第1項，第2項，第5項および第
　6項，第318条第1項，第3項乃至第8項，第
　319条第1項乃至第4項，第319a条第1項，第
　319b条第1項，第320条第1項，第2項および
　第4項ならびに第321条乃至第324条が準用され
　る。」
3．　第7条第3文においては，記載「第171条第1
　項第2文」が，用語「第171条第1項第2文およ
　び第3文」に置き換えられる。
4．　第11条は，以下のとおり変更される。
　a）　第1項においては，用語「コンツェルンに
　　おいて企業が，内国に所在地を有する企業（本
　　店）の統一的指揮に服するとき」が，用語「内
　　国に所在地を有する企業（本店）が，他の企業
　　に対して直接または間接に支配的影響力を行使
　　し得るとき」に置き換えられる。
　b）第3項第1文においては，用語「コンツェ
　　ルンにおいて，企業が，外国に所在地を有する
??
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隻　第13条は，以下のとおり変更される。
　a）第1項には，次の文章が付加される。
　　「親企業が商法典第264d条の意味において資
　　本市場指向的であるときは，そのコンツェルン
　　決算書ならびにコンツェルン状況報告書は，コ
　　ンツェルン営業年度の最初の4ヶ月内に，経過
　　コンツェルン営業年度に関して作成されなけれ
　　ばならない。このことは，当該親企業が，組織
　　化された市場での取引を許可されている，証券
　　取引法第2条第1項第1文第3号にいう債務証
　　書を，50，000ユーロの最小発行単位または発行
　　基準日においてこれに相当する他の通貨の等価
　　額で発行しているときは，適用されない。」
生　第13条は，以下のとおり変更される。
　a）第1項には，次の文章が付加される。
　　「親企業が商法典第264d条の意味において資
　　本市場指向的であるときは，そのコンツェルン
　　決算書ならびにコンツェルン状況報告書は，コ
　　ンツェルン営業年度の最初の4ヶ月内に，経過
　　コンツェルン営業年度に関して作成されなけれ
　　ばならない。このことは，当該親企業が，組織
　　化された市場での取引を許可されている，証券
　　取引法第2条第1項第1文第3号にいう債務証
　　書を，50，000ユーロの最小発行単位または発行
　　基準日においてこれに相当する他の通貨の等価
　　額で発行しているときは，適用されない。」
　企業（本店）の統一的指揮に服し，かつ，当該
　企業が，コンツェルンに属する企業で内国に所
　在地を有する1つ以上の企業を通じて他の企業
　を支配しているとき」が，用語「外国に所在地
　を有する企業（本店）が，他の企業に対して直
　接または間接に支配的影響力を行使することが
　でき，かつ，当該企業が，コンツェルンに属す
　る企業で内国に所在地を有する1つ以上の企業
　（本店）を通じて，他の企業を支配していると
　き」に置き換えられる。
c）第6項第1文第1号は，次のとおり改定され
　る。
　「1．作成の義務に関する第290条第2項乃至第
　　5項ならびに作成を免除されるコンツェル
　　ン決算書およびコンツェルン状況報告書に
　　関する第291条」
5．第13条は，以下のとおり変更される。
　a）　第1項は，次の通り改定される。
　　「（1）親企業の法定代表者は，コンツェルン営
　　業年度の最初の5ヶ月内に経過コンツェルン営
　　業年度に関してコンツェルン決算書ならびにコ
　　ンツェルン状況報告書または部分コンツェルン
　　決算書または部分コンツェルン状況報告書を作
　　成しなければならない。親企業が商法典第
　　264d条の意味において資本市場指向的である
　　ときは，そのコンツェルン決算書ならびにコン
　　ツェルン状況報告書は，コンツェルン営業年度
　　の最初の4ヶ月内に，経過コンツェルン営業年
　　度に関して作成されなければならない。このこ
　　とは，当該親企業が，組織化された市場での取
　　引を許可されている，証券取引法第2条第1項
（???）
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b）第3項は，以下のとおり変更される。
aa）第1文は，次のとおり改定される。
　　「コンツェルン決算書または部分コンツェル
　　ン決算書には，商法典第314条第1項第6号
　　を適用する必要はない。」
bb）第2文においては，用語「包含する」の後
　　に，用語「親企業が商法典第264d条の意味
　　において資本市場指向的でない場合」が挿入
　　される。
S．．　第14条第1項第2文においては，記載「第
316条第3項」が記載「第316条第3項および第
4項」に置き換えられる。
L　第17条第1項第la号は，廃止される。
隻　第20条第1項は，以下のとおり変更される。
　a）第1号は，以下のとおり変更される。
　aa）　aにおいては，用語「第3項，第250条第
　　　1項第1文または第2文」が，記載「第2項，
　　　第250条第1項」に置き換えられる。
　bb）bは，次のとおり改定される。
　　　「b）評価に関する商法典第253条第1項第
　　　　1文もしくは第2文，第2項第1文，さ
　　　　　らに第2文と結合して，第3項第1文，
　　　　第2文，第3文もしくは第5文，第4項
　　　または第5項」
CC）Cは，廃止される。
b）第3項は，以下のとおり変更される。
aa）第1文は，次のとおり改定される。
　　「コンツェルン決算書または部分コンツェル
　　ン決算書には，商法典第314条第1項第6号
　　を適する必要はない。」
bb）第2文においては，用語「包含する」の後
　　に，用語「親企業が商法典第264d条の意味
　　において資本市場指向的でない場合は」が挿
　　入される。
塗第20条第1項は，以下のとおり変更される。
　a）第1号は，以下のとおり変更される。
　aa）　aにおいては，用語「第3項，第250条第
　　　1項第1文または第2項」が，記載「第2項，
　　　第250条第1項」に置き換えられる。
　bb）bは，次のとおり改定される。
　　　「b）評価に関する商法典第253条第1項第
　　　　1文もしくは第2文，第2項第1文，さ
　　　　　らに第2文と結合して，第3項第1文，
　　　　第2文もしくは第3文，第4項または第
　　　　5項」
　CC）Cは，廃止される。
　第1文第3号にいう債務証書を，50，000ユーロ
　の最小発行単位または発行日においてこれに相　　霧
　当する他の通貨の等価額で発行しているときは，
　適用されない。」
b）第3項は，以下のとおり変更される。
aa）第1文は，次のとおり改定される。
　　「コンツェルン決算書または部分コンツェル
　　ン決算書には，商法典第314条第1項第6号
　　を適する必要はない。」
bb）第2文においては，用語「包含する」の後
　　に，用語「親企業が商法典第264d条の意味
　　において資本市場指向的でない場合は」が挿
　　入される。
6．第20条第1項は，以下のとおり変更される。
　a）第1号は，以下のとおり変更される。
　aa）　aにおいては，用語「第3項，第250条第
　　　1項第1文または第2項」が，記載「第2項，
　　　第250条第1項」に置き換えられる。
　bb）bは，次のとおり改定される。
　　　「b）評価に関する商法典の第253条第1項
　　　　第1文，第2文，第3文もしくは第4文，
　　　　第2項第1文，さらに第2文と結合して，
　　　　第3項第1文，第2文もしくは第3文，
　　　　第4項または第5項」
　CC）Cは，廃止される。
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dd）dにおいては，記載「第273条，第274条
　　第1項，第275条」が，記載「第274条また
　　は第275条」に置き換えられる。
ee）eは，次のとおり改定される。
　　「e）　附属説明書に行われるべき記載に関す
　　　　る商法典第284条と結合した第5条第2
　　　　項第2文または第285条第1号乃至第5
　　　　号，第7号乃至第13号，第17号乃至第
　　　　盟号」
b）第2号のbにおいては，記載「第249条第1
　項第1文または第3項，第250条第1項第1文」
　が，記載「第249条第1項第1文または第2項，
　第250条第1項」に置き換えられる。
隻第22条には，次の第3文が付加される。
　「（3）第5条，第6条，第7条，第9条，第13
条，第14条，第17条および第20条が，商法典
施行法第66条に挙げられている商法典の定あを
参照指示している場合は，後者の規定に定められ
ている経過規則が準用される。」
dd）dにおいては，記載「第273条，第274条
　　第1項，第275条」が，記載「第274条また
　　は第275条」に置き換えられる。
ee）eは，次のとおり改定される。
　　「e）　附属説明書に行われるべき記載に関す
　　　　る商法典の第284条と結合した第5条第
　　　　2項第2文または第285条第1号乃至第
　　　　5号，第7号乃至第13号，第17号乃至
　　　　第28号」
b）第2号のbにおいては，記載「第249条第1
　項第1文または第3項，第250条第1項第1文」
　が，記載「第249条第1項第1文または第2項，
　第250条第1項」に置き換えられる。
隻　第22条には，次の第3文が付加される。
　「（3）第5条，第6条，第13条および第20条が，
　商法典施行法の第66条に挙げられている商法典
　の定めを参照指示している場合は，後者の規定な
　らびに商法典施行法の第65条に定められている
経過規則が準用される。」
dd）dにおいては，記載「第273条，第274条
　　第1項，第275条」が，記載「第274条また
　　は第275条」に置き換えられる。
ee）eは，次のとおり改定される。
　　「e）　附属説明書に行われるべき記載に関す
　　　　る商法典の第284条と結合した第5条第
　　　　2項第2文または第285条第1号乃至第
　　　　5号，第7号乃至第13号，第17号乃至
　　　　第29号」
b）第2号は，次のとおり変更される。
aa）　bにおいては，用語「第249条第1項第1
　　文または第3項，第250条第1項第1文」が，
　　用語「第249条第1項第1文または第2項，
　　第250条第1項」に置き換えられる。
bb）dにおいては，用語「または第308条第2
　　項」が，用語「第308条第2項または第308
　　a条」に置き換えられる。
7．　第22条には，次の第3文が付加される。
　「（3）2009年5月25日付の貸借対照表法現代化
　法（連邦法律公報1，1102頁）の条文ならびに
　以前に適用された条文，その限りでは貸借対照表
　法現代化法により改正された本法の定めにおける
　第5条，第6条，第13条および第20条が，商法
　典の定めを参照指示している場合は，これらが関
　係する，商法典法典施行法の第66条および第67
　条の経過規則が準用されなければならない。本法
　の第ll条と関連して，商法典の第290条が関係
　する商法典施行法の第66条第3項および第5項
　の経過規則が準用されなければならない。同様の
　ことは，商法典施行法の第66条第3項第6文に
　も適用される。」
（?????
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第4条株式法の改正
　＿により最近改正された，1965年9月6日付の
株式法（連邦法律公報IlO89頁）は，以下のとお
り改正される。
1．　第71条第2項第2文は，次のとおり改定され
　る。
　「さらに，この取得は，当該会社が，基礎資本金
　を減少させることなく，または，株主に対する支
　払いに使用してはならない，法律もしくは定款に
　従って設定すべき準備金を減少させることなく，
　その取得時点において当該取得に要した費用の額
　で準備金を設定できるときにのみ，許可される。」
2．　第71a条第1項第2文後段2文は，次のよう
　に改定される。
　「しかし，この場合においても，当該法律行為は，
　当該会社が，基礎資本金を減少させることなく，
　または，株主に対する支払いに使用してはならな
　い，法律もしくは定款に従って設定すべき準備金
　を減少させることなく，その取得時点において当
　該取得に要した費用の額で準備金を設定できない
　ときは，無効となる。」
3．第100条には，次の第5項が付加される。
　「（5）商法典の第264d条にいう会社の場合には，
　監査役会の独立した構成員の少なくとも1名は，
　会計（報告）または決算監査の領域における専門
　知識を活用できる者でなければならない。」
第5条株式法の改正
　．．により最近改正された，1965年9月6日付の
株式法（連邦法律公報11089頁）は，以下のとお
り改正される。
L　第71条第2項第2文は，次のとおり改定され
　る。
　「さらに，この取得は，当該会社が，基礎資本金
　を減少させることなく，または，株主に対する支
　払いに使用してはならない，法律もしくは定款に
　従って設定すべき準備金を減少させることなく，
　その取得時点において当該取得に要した費用の額
　で準備金を設定できるときにのみ，許可される。」
2．　第71a条第1項第2文後段2文は，次のよう
　に改定される。
　「しかし，この場合においても，当該法律行為は，
　当該会社が，基礎資本金を減少させることなく，
　または，株主に対する支払いに使用してはならな
　い，法律もしくは定款に従って設定すべき準備金
　を減少させることなく，その取得時点において当
　該取得に要した費用の額で準備金を設定できない
　ときは，無効となる。」
3．第100条には，次の第5項が付加される。
　「（5）商法典の第264d条にいう会社の場合には，
　監査役会の独立した構成員の少なくとも1名は，
　会計（報告）または決算監査の領域における専門
　知識を活用できる者でなければならない。」
第5条株式法の改正
　2008年12月17日付の法律（連邦法律公報1，
2586頁）の第74条により最近改正された，1965年
9月6日付の株式法（連邦法律公報IlO89頁）は，
以下のとおり改正される。
1．　第71条第2項第2文は，次のとおり改定され
　る。
　「さらに，この取得は，当該会社が，基礎資本金
　を減少させることなく，または，株主に対する支
　払いに使用してはならない，法律もしくは定款に
　従って設定すべき準備金を減少させることなく，
　その取得時点において当該取得に要した費用の額
　で準備金を設定できるときにのみ，許可される。」
2．　第71a条第1項第2文後段2文は，次のよう
　に改定される。
　「しかし，この場合においても，当該法律行為は，
　当該会社が，基礎資本金を減少させることなく，
　または，株主に対する支払いに使用してはならな
　い，法律もしくは定款に従って設定すべき準備金
　を減少させることなく，その取得時点において当
　該取得に要した費用の額で準備金を設定できない
　ときは，無効となる。」
3．第100条には，次の第5項が付加される。
　「（5）商法典の第264d条にいう会社の場合には，
　監査役会の独立した構成員の少なくとも1名は，
　会計（報告）または決算監査の領域における専門
　知識を活用できる者でなければならない。」
??
『??????』???。????
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4．第107条は，以下のように変更される。
　a）　第3項第1文の後には，次の第2文が挿入さ
　　れる。
　　「それは，さらに，第1文に基づいて，監査委
員会を設置することができ，
に会計（報告）過程の監視，
この委員会に，特
内部リスク管理シ
　ステムおよび内部監査の有効性の監視ならびに
　決算監査，ここでは特に決算監査人の独立性と
　決算監査人が追加的に提供する給付の監視を委
　任する。」
b）次の第4項が，付加される。
　「（4）商法典の第264d条にいう会社の監査役
　会が第3項第2文にいう監査委員会を設置する
　ときは，当該構成員の少なくとも1名は，第
　100条第5項の前提条件を満たす者でなければ
　ならない。」
5．　第120条第3項第2文においては，記載「第
　289条第4項」が，記載「第289条第4項第1号
　乃至第5号，第5項」に置き換えられる。
6．　第124条第3項においては，第1文の後に，次
　の文章が挿入される。
　「商法典第264d条にいう会社の場合には，決算
　監査人の選任に係る監査役会への提案は，監査委
　員会の勧告によって支援されなければならない。」
7．　第143条第2項第1文および第2文においては，
4．第107条は，以下のように変更される。
　a）　第3項第1文の後には，次の第2文が挿入さ
　　れる。
　　「それは，とりわけ，監査委員会に命じて，会
計（報告）過程の監視，内部統制システム，内
部リスク管理システムおよび内部監査システム
の有効性の監視ならびに決算監査，ここでは特
に決算監査人の独立性と決算監査人が追加的に
提供する給付の監視に従事させることができる。」
b）次の第4項が，付加される。
　「（4）商法典の第264d条にいう会社の監査役
　会が第3項第2文にいう監査委員会を設置する
　ときは，当該構成員の少なくとも1名は，第
　100条第5項の前提条件を満たす者でなければ
　ならない。」
5．　第120条第3項第2文においては，記載「第
　289条第4項」が，記載「第289条第4項第1号
　乃至第5号，第5項」に置き換えられる。
6．　第124条第3項においては，第1文の後に，次
　の文章が挿入される。
　「商法典の第264d条にいう会社の場合には，決
　算監査人の選任に係る監査役会への提案は，監査
　委員会の勧告によって支援されなければならない。」
7．　第143条第2項第1文および第2文においては，
4．第107条は，以下のように変更される。
　a）　第3項第1文の後には，次の第2文が挿入さ
　　れる。
　　「それは，とりわけ，監査委員会に命じて，会
　　計（報告）過程の監視，内部統制システム，リ
　　スク管理システムおよび内部監査システムの有
　　効性の監視ならびに決算監査，ここでは特に決
　　算監査人の独立性と決算監査人が追加的に提供
　　する給付の監視に従事させることができる。」
b）次の第4項が，付加される。
　「（4）商法典の第264d条にいう会社の監査役
　会が第3項第2文にいう監査委員会を設置する
　ときは，当該構成員の少なくとも1名は，第
　100条第5項の前提条件を満たす者でなければ
　ならない。」
5．　第120条第3項第2文においては，記載「第
　289条第4項」が，記載「第289条第4項第1号
　乃至第5号，第5項」に置き換えられる。
6．第124条第3項は，次のとおり変更される。
　a）第1文の後には，次の文章が挿入される。
　　「商法典の第264d条にいう会社の場合には，
　　決算監査人の選任に関する監査役会への提案は，
　　監査委員会の勧告によって支援されなければな
　　らない。」
　b）新たな第3文においては，用語「このこと
　　は，＿適用されない」が，用語「第1文は，
　　＿適用されない」に置き換えられる。
7．　第143条第2項第1文および第2文においては，
（??。??
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それぞれ，記載「第319a条第1項」の後に，記
載「第319b条」が挿入される。
8．　第158条第1項第3号bおよび第4号bにお
　いては，用語「自己株式に関する準備金に」が，
　用語「支配下企業または過半数の資本参加を有す
　る企業に対する持分に関する準備金」に置き換え
　られる。
9．第161条は，次のとおり改定される。
　「第161条　企業統治規範に関する説明
　　（1）上場会社の取締役会および監査役会は，連
　邦司法省によって電子式連邦公報の官公庁の部に
　公告された『ドイツ企業統治規範政府委員会』の
　勧告に過去および現在において従っていること，
　または如何なる勧告が過去および現在において適
　用されていないか，それは如何なる理由によるも
　のかについて，毎年，説明を行う。同様のことは，
　主として株式以外の有価証券を証券取引法第2条
　第5項にいう組織化された市場での取引のために
　発行した会社で，その株式が同会社の知識を以て
証券取引法第2条第3項第1文第8号にいう多数
国間取引システムを介して取引される会社の取締
役会および監査役会に適用される。
　②　この説明は，当該会社のインターネット・
サイト上で，継続的に公的に入手可能なものでな
ければならない。」
10．第170条第1項第2文においては，用語「商法
典第325条第2a項に従った個別決算書ならびに
＿準じて」が削除され，用語「コンツェルン状況
報告書」の後に用語「準じて」が挿入される。
それぞれ，記載「第319a条第1項」の後に，記
載「第319b条」が挿入される。
8．　第158条第1項第3号bおよび第4号bにお
　いては，用語「自己株式に対する準備金」が，用
　語「支配下企業または過半数の資本参加を有する
　企業に対する持分に関する準備金」に置き換えら
　れる。
9．第161条は，次のとおり改定される。
　「第161条企業統治規範に関する説明
　　（1）上場会社の取締役会および監査役会は，連
　邦司法省によって電子式連邦公報の官公庁の部に
　公告された『ドイツ企業統治規範政府委員会』の
　勧告に過去および現在において従っていること，
　または如何なる勧告が過去および現在において適
　用されていないか，それは如何なる理由によるも
　のかについて，毎年，説明を行う。同様のことは，
　主として株式以外の有価証券を証券取引法第2条
　第5項にいう組織化された市場での取引のために
　発行した会社で，その株式が自己の動機によって
証券取引法第2条第3項第1文第8号にいう多数
国間取引システムを介して取引される会社の取締
役会および監査役会に適用される。
　②　この説明は，当該会社のインターネット・
サイト上で，継続的に公的に入手可能なものでな
ければならない。」
それぞれ，記載「第319a条第1項」の後に，記
載「第319b条」が挿入される。　　　　　　　　　蓉
8．　第158条第1項第3号bおよび第4号bにお
　いては，用語「自己株式に対する準備金」が，用
　語「支配下企業または過半数の資本参加を有する
　企業に対する持分に関する準備金」に置き換えら
　れる。
9．第161条は，次のとおり改定される。
　「第161条　企業統治規範に関する説明
　　（1）上場会社の取締役会および監査役会は，連
　邦司法省によって電子式連邦公報の官公庁の部に
　公告された『ドイツ企業統治規範政府委員会』の
　勧告に過去および現在において従っていること，
　または如何なる勧告が過去および現在において適
　用されていないか，それは如何なる理由によるも
　のかについて，毎年，説明を行う。同様のことは，
　主として株式以外の有価証券を証券取引法第2条
　第5項にいう組織化された市場での取引のために
　発行した会社で，その株式が自己の動機によって
　証券取引法第2条第3項第1文第8号にいう多数
　国間取引システムを介して取引される会社の取締
　役会および監査役会に適用される。
　　②　この説明は，当該会社のインターネット・
　サイト上で，継続的に公的に入手可能なものでな
　ければならない。」
『??????』???。????
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a
ll 第171条は，次のとおり変更される。
第1項第2文は，次の文章に置き換えられ
巫
「年度決算書またはコンツェルン決算書が決算
監査人によって監査されなければならないとき
は，この者は，監査役会または監査委員会の審
理（Verhandlung）に参加しなければならず，
自己の監査の重要な結果，とりわけ会計（報
告）過程に関する内部リスク管理システムの重
要な弱点を報告しなければならない。この者は，
その不公正に危惧を抱かせる事情と決算監査給
付に追加して提供した給付とに関する情報を提
　供する。」
b）第4項は，廃止される。
12．第175条は，以下のとおり変更される。
9L）　第1項第1文においては，用語「監査役会
によって承認された，商法典第325条第2a項
に従った個別決算書」が削除される。
PL）　第2項第1文においては，用語「監査役会
によって承認された，商法典第325条第2a項
に従った個別決算書」が削除され，記載「第
289条第4項」が記載「第289条第4項第1号
乃至第5号および第5項ならびに」に置き換え
られる。
13．第209条は，以下のとおり変更される。
　a）　第2項第1文および第3項第1文において
　　は，それぞれ，記載「第279条乃至第283条」
　　が削除される。
　b）　第4項第2文においては，記載「第318条
　　第1項第3文」の後に記載「および第4文」が，
10．第171条第1項第2文は，次の文書に置き換え
られる。
「年度決算書またはコンツェルン決算書が決算監
査人によって監査されなければならないときは，
この者は，監査役会または監査委員会との審理に
参加しなければならず，自己の監査の重要な結果，
とりわけ会計（報告）過程に関する内部統制シス
テムおよび内部リスク管理システムの重要な弱点
を報告しなければならない。この者は，その不公
正に危惧を抱かせる事情と決算監査給付に追加し
て提供した給付とに関する情報を提供する。」
11．第175条第2項第1文においては，記載「第
289条第4項」が記載「第289条第4項第1号乃
至第5号および第5項ならびに」に置き換えられ
査
12．第209条は，以下のとおり変更される。
　a）　第2項第1文および第3項第1文において
　　は，それぞれ，記載「第279条乃至第283条」
　　が削除される。
　b）　第4項第2文においては，記載「第318条
　　第1項第3文」の後に記載「および第4文」が，
10．第171条第1項第2文は，次の文書に置き換え
　られる。
　「年度決算書またはコンツェルン決算書が決算監
　査人によって監査されなければならないときは，
　この者は，監査役会または監査委員会との当該提
　案に関する審理に参加しなければならず，自己の
　監査の重要な結果，とりわけ会計（報告）過程に
　関する内部統制システムおよびリスク管理システ
　ムの重要な弱点を報告しなければならない。この
　者は，その不公正に危惧を抱かせる事情と決算監
　査給付に追加して提供した給付とに関する情報を
　提供する。」
11．第175条第2項第1文においては，記載「第
　289条第4項」が記載「第289条第4項第1号乃
　至第5号および第5項ならびに」に置き換えられ
　る。
（??。?）
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12．第209条は，以下のとおり変更される。
　a）　第2項第1文および第3項第1文において
　　は，それぞれ，記載「第279条乃至第283条」
　　が削除される。
　b）　第4項第2文においては，記載「第318条　　霞
　、第1項第3文」の後に記載「および第4文」が，
また記載「第319a条第1項」の後に記載「第
319b条第1項」が挿入される。
14．第256条は，以下のとおり変更される。
　a）　第1項第3号においては，記載「または第
　　319a条第1項」が記載「第319a条第1項ま
　　たは第319b条第1項」に置き換えられる。
　b）　第5項第2文および第3文においては，そ
れそれ，用語「商法典第279条乃至第283条と
結合した」が削除される。
g）次の第8項が付加される。
　「（8）商法典第264e条に従った年度決算書に
は，商法典第264e条第4文に従った附属説明
書に収容されるべき貸借対照表および損益計算
書に関してのみ，第1項第1号および第4号な
らびに第5項を適用しなければならない。」
15．第258条第4項第1文においては，記載「およ
び第319a条第1項」が，記載「第319a条第1
項および第319b条第1項」に置き換えられる。
16．第261条は，以下のとおり変更される。
　a）　第1項第2文においては，用語「商法典の
また記載「第319a条第1項」の後に記載「第
319b条第1項」が挿入される。
13．第256条は，以下のとおり変更される。
　a）　第1項第3号においては，記載「または第
　　319a条第1項」が，記載「第319a条第1項
　　または第319b条第1項」に置き換えられる。
　b）第5項は，以下のとおり変更される。
aa）第2文および第3文においては，それぞれ，
用語「商法典の第279条乃至第283条と結合
　　した」が削除される。
bb）第4文においては，用語「金融サービス機
?）
??
41
関」の後に，用語「ならびに投資法の第2条
第6項にいう投資会社の場合に」が挿入され
垂
第258条は，以下のとおり変更される。
第4項第2文においては，記載「および第
319a条第1項」が，記載「第319a条第1項
および第319b条第1項」に置き換えられる。
bL）　第la項においては，用語「金融サービス機
関」の後に，用語「ならびに投資法第2条第6
項にいう投資会社の場合に」が挿入される。
15．第261条は，以下のとおり変更される。
　a）　第1項第2文においては，用語「商法典の
また記載「第319a条第1項」の後に記載「第
319b条第1項」が挿入される。　　　　　　　　露
13．第256条は，以下のとおり変更される。
　a）　第1項第3号においては，記載「または第
　　319a条第1項」が，記載「第319a条第1項
　　または第319b条第1項」に置き換えられる。
　b）第5項は，以下のとおり変更される。
　aa）第2文および第3文においては，それぞれ，
　　用語「商法典の第279条乃至第283条と結合
　　　した」が削除される。
　bb）第4文においては，用語「金融サービス機
　　　関」の後に，用語「ならびに投資法の第2条
　　第6項にいう投資会社の場合に」が挿入され
　　　る。
14．第258条は，以下のとおり変更される。
　a）　第4項第2文においては，記載「および第
　　319a条第1項」が，記載「第319a条第1項
　　および第319b条第1項」に置き換えられる。
　b）第1a項においては，用語「金融サービス機
　　関」の後に，用語「ならびに投資法第2条第6
　　項にいう投資会社の場合に」が挿入される。
15．第261条は，以下のとおり変更される。
　a）　第1項第2文においては，用語「商法典の
『?》????』??????
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　第279条乃至第283条と結合した」が削除され
　る。
b）　第3項第1文においては，記載「第58条お
　よび第86条第2項」が，記載「第58条」に置
　き換えられる。
17．第283条第11号は廃止され，現行の第12号乃
至第14号が第11号乃至第13号になる。
18．第286条第4項においては，記載「第1文」が
　削除される。
19．第293d条第1項第1文においては，記載「第
　319a条第1項」の後に，記載「第319b条第1
　項」が挿入される。
　第279条乃至第283条と結合した」が削除され
　る。
b）　第3項第1文においては，記載「第58条お
　よび第86条第2項」が，記載「第58条」に置
　き換えられる。
16．第286条第4項においては，記載「第1文」が
　削除される。
IZ第293d条第正項第1文においては，記載「第
　319a条第1項」の後に，記載「第319b条第1
項」が挿入される。
18．第301条は，次のとおり改定される。
「移転すべき利益の算出に関して締結した協定の
如何にかかわらず，会社は，利益移転なしに生ず
る年度剰余額から，前年度の繰越損失，第300条
に従って法定準備金に組入れなければならない金
額，商法典の第268条第8項に従って配当を禁止
される収益の金額を減じたものを上限とし，これ
を自己の利益として移転することができる。」
　第279条乃至第283条と結合した」が削除され
　る。
b）　第3項第1文においては，記載「第58条お
　よび第86条第2項」が，記載「第58条」に置
　き換えられる。
16．第286条第4項においては，記載「第1文」が
　削除される。
17．第293d条第1項第1文においては，記載「第
　3 9a条第1項」の後に，記載「第319b条第1
　項」が挿入される。
18．第301条は，次のとおり改定される。
　「移転すべき利益の算出に関して締結した協定の
　如何にかかわらず，会社は，利益移転なしに生ず
　る年度剰余額から，前年度の繰越損失，第300条
　に従って法定準備金に組入れなければならない金
　額，商法典の第268条第8項に従って配当を禁止
　される収益の金額を減じたものを上限とし，これ
　を自己の利益として移転することができる。」
第6条　株式法施行法の改正
　2008年10月23日付の法律（連邦法律公報1，
2026頁）の第6条により最近改正された，1965年
9月6日付の株式法施行法（連邦法律公報1，1185
頁）の第12条には，次の第4項が付加される。
「｛4）2009年5月25日付の貸借対照表法現代化法
（???）
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第5条　欧州会社法施行法の改正
　＿により最近改正された，2004年12月22日付
の欧州会社施行法（連邦法律公報1，3675頁）は，
次のとおり改正される。
1．第27条第1項には，次の文章が付加される。
　「商法典第264d条にいう欧州会社の場合，管理
　委員会の構成員の少なくとも1名は，株式法第
　100条第5項の前提条件を満たしていなければな
　らず，管理委員会の議長は，業務執行取締役であっ
　てはならない。」
2．第34条第4項には，次の文章が付加される。
　「管理委員会は，監査委員会を設置することがで
　き，この委員会には，とりわけ株式法第107条第
　3項第2文に従った任務を委ねることができる。
　この委員会の過半数は，非業務執行の構成員で占
　められていなければならない。商法典第264d条
　にいう欧州会社の管理委員会が監査委員会を設置
第6条　欧州会社法施行法の改正
　．．．により最近改正された，2004年12月22日付
の欧州会社施行法（連邦法律公報1，3675頁）は，
次のとおり改正される。
1．第27条第1項には，次の文章が付加される。
　「商法典第264d条にいう欧州会社の場合，管理
　委員会の構成員の少なくとも1名は，株式法第
　100条第5項の前提条件を満たしていなければな
　らず，管理委員会の議長は，業務執行取締役であっ
　てはならない。」
2．　第34条第4項には，次の文章が付加される。
　「管理委員会は，監査委員会を設置することがで
　き，この委員会には，とりわけ株式法第107条第
　3項第2文に従った任務を委ねることができる。
　この委員会の過半数は，非業務執行の構成員で占
　あられていなければならない。商法典第264d条
　にいう欧州会社の管理委員会が監査委員会を設置
（連邦法律公報1，1102頁）の条文における株式法
の第100条第5項および第107条第4項は，監査役　　謹
会および監査委員会の全構成員が2009年5月29日
より前に選任されている場合は，適用されない。」
第7条　欧州会社法施行法の改正
　2008年12月17日付の法律（連邦法律公報1，
2586頁）の第75条により最近改正された，2004年
12月22日付の欧州会社施行法（連邦法律公報1，
3675頁）は，次のとおり改正される。
1．　目次においては，第53条に関する記載の後に，
　次の記載が付加される。
　「第7章　最終規定
　第54条　貸借対照表法現代化法に関する経過規
　　　　　　定」
2．第27条第1項には，次の文章が付加される。
　「商法典第264d条にいう欧州会社の場合，管理
　委員会の構成員の少なくとも1名は，株式法第
　100条第5項の前提条件を満たしていなければな
　らない。」
3．第34条第4項には，次の文章が付加される。
　「管理委員会は，監査委員会を設置することがで
　き，この委員会には，とりわけ株式法第107条第
　3項第2文に従った任務を委ねることができる。
　この委員会の過半数は，非業務執行の構成員で占
　められていなければならない。商法典第264d条
　にいう欧州会社の管理委員会が監査委員会を設置
『??????』?????????
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しているときは，監査委員会の構成員の少なくと
も1名は，株式法第100条第5項の前提条件を満
たしていなければならず，監査委員会の議長は，
業務執行取締役であってはならない。」
旦　第47条第4項は，以下のとおり変更される。
9L）　第1文においては，用語「商法典第325条
第2a項第1文に従った個別決算書に関して，
ならびに」が削除される。
bL）第2文は，廃止される。
圭　第48条第1項第1文においては，用語「管理
委員会によって承認された商法典第325条第2a
項第1文に従った個別決算書」が削除される。
第6条　有限責任会社に係る法律の改正
　＿により最近改正された，連邦法律公報皿，分
類…番号4123－1，に公表された現行の条文における
有限責任会社に係る法律は，次のとおり改正される。
1．第33条は，以下のように変更される。
　a）第2項第1文は，次のように改定される。
　　「会社が自己の営業持分でその払込みが完了し
　　ているものを取得することは，当該会社が，株
　　式資本を減少させることなく，または社員に対
　　する支払いに使用してはならない，会社契約に
　　従って設定すべき準備金を減少させることなく，
　　その取得時点において当該取得に要した費用の
しているときは，監査委員会の構成員の少なくと
も1名は，株式法第100条第5項の前提条件を満
たしていなければならず，監査委員会の議長は，
業務執行取締役であってはならない。」
第7条　有限貴任会社に係る法律の改正
　．．．により最近改正された，連邦法律公報皿，分
類番号4123－1，に公表された現行の条文における
有限責任会社に係る法律は，次のとおり改正される。
1．第33条は，以下のように変更される。
　a）　第2項第1文は，次のように改定される。
　　「会社が自己の営業持分でその払込みが完了し
　　ているものを取得することは，当該会社が，株
　　式資本を減少させることなく，または社員に対
　　する支払いに使用してはならない，会社契約に
　　従って設定すべき準備金を減少させることなく，
　　その取得時点において当該取得に要した費用の
しているときは，監査委員会の構成員の少なくと
も1名は，株式法第100条第5項の前提条件を満
たしていなければならず，監査委員会の議長は，
業務執行取締役であってはならない。」
4．第53条の後には，次の第7章が付加される。
　「第7章最終規定
　第54条貸借対照表法現代化法に関する経過規
　　　　　　定
　　2009年5月25日付の貸借対照表法現代化法
　（連邦法律公報1，1102頁）の条文における第27
　条第1項第4文および第34条第4項第2文およ
　び第3文は，管理委員会および監査委員会の全構
　成員が2009年5月29日より前に選任されている
　場合は，適用されない。」
第8条　有限責任会社に係る法律の改正
　2008年12月17日付の法律（連邦法律公報1，
2586頁）の第76条により最近改正された，連邦法
律公報m，分類番号4123－1，に公表された現行の
条文における有限責任会社に係る法律は，次のとお
り改正される。
1．第33条は，以下のように変更される。
　a）　第2項第1文は，次のように改定される。
　　「会社が自己の営業持分でその払込みが完了し
　　ているものを取得することは，当該会社が，株
　　式資本を減少させることなく，または社員に対
　　する支払いに使用してはならない，会社契約に
　　従って設定すべき準備金を減少させることなく，
　　その取得時点において当該取得に要した費用の
（???）
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　額で準備金を設定できる場合に限り，認められ
　る。」
b）第3項は，次のように改定される。
　「（3）　さらに，転換法の第29条第1項，第
　122i条第1項第2文，第29条第1項と結合し
　た第125条第1文および第207条第1項に従っ
　た社員に関する補償金のための自己の営業持分
　の取得は，当該取得が，転換が有効となった日
　または裁判所の決定が法的効力を有した日より
　後の6ヶ月内に行われ，かつ，会社が，株式資
　本を減少させることなく，または社員に対する
　支払いに使用してはならない，会社契約に従っ
　て設定すべき準備金を減少させることなく，そ
　の取得時点において当該取得に要した費用の額
　で準備金を設定できる場合は，許可される。」
隻　第42a条第4項第2文は，廃止される。
至L　第46条第1a項は廃止され，現行の第1b号が
第1a号になる。
生．第52条第1項第1文においては，記載「第
　100条第1項および第2項第2号」の後に記載
　「および第5項」が，また記載「第105条」の後
　に記載「第107条第4項，」が挿入される。
5．　第57f条第3項第2文においては，記載「第
　319a条第1項」の後に，記載「第319b条第1
　項」が挿入される。
　額で準備金を設定できる場合に限り，認められ
　る。」
b）　第3項は，次のように改定される。
　「（3）　さらに，転換法の第29条第1項，第
　122i条第1項第2文，第29条第1項と結合し
　た第125条第1文および第207条第1項に従っ
　た社員に関する補償金のための自己の営業持分
　の取得は，当該取得が，転換が有効となった日
　または裁判所の決定が法的効力を有した日より
　後の6ヶ月内に行われ，かつ，会社が，株式資
　本を減少させることなく，または社員に対する
　支払いに使用してはならない，会社契約に従っ
　て設定すべき準備金を減少させることなく，そ
　の取得時点において当該取得に要した費用の額
　で準備金を設定できる場合は，許可される。」
隻　第52条第1項第1文においては，記載「第
　100条第1項および第2項第2号」の後に記載
　「および第5項」が，また記載「第105条」の後
　に記載「第107条第4項，」が挿入される。
凱　第57f条第3項第2文においては，記載「第
　3 9a条第1項」の後に，記載「第319b条第1
　項」が挿入される。
　額で準備金を設定できる場合に限り，認められ
　る。」
b）第3項は，次のように改定される。
　「（3）　さらに，転換法の第29条第1項，第
　122i条第1項第2文，第29条第1項と結合し
　た第125条第1文および第207条第1項に従っ
　た社員に関する補償金のための自己の営業持分
　の取得は，当該取得が，転換が有効となった日
　または裁判所の決定が法的効力を有した日より
　後の6ヶ月内に行われ，かつ，会社が，株式資
　本を減少させることなく，または社員に対する
　支払いに使用してはならない，会社契約に従っ
　て設定すべき準備金を減少させることなく，そ
　の取得時点において当該取得に要した費用の額
　で準備金を設定できる場合は，許可される。」
2．　第52条第1項第1文においては，記載「第
　100条第1項および第2項第2号」の後に記載
　「および第5項」が，また記載「第105条」の後
　に記載「第107条第4項，」が挿入され，ならび
　に，用語「株式法の第170条，第171条」が用語
　「株式法の第124条第3項第2文，第170条，第
　171条」に置き換えられる。
3．　第57f条第3項第2文においては，記載「第
　3 9a条第1項」の後に，記載「第319b条第1
　項」が挿入される。
???
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第7条協同組合法の改正
　．により改正された，2006年10月16日付の公
告の条文における協同組合法（連邦法律公報1，
2230頁）は，以下のとおり改正される。
第8条　協同組合法の改正
　．．．により改正された，2006年10月16日付の公
告の条文における協同組合法（連邦法律公報1，
2230頁）は，以下のとおり改正される。
L　目次においては，記載「第63h条および第63i
条は廃止される」が記載「第63h条　特別調査」
に置き換えられる。
隻　第16条第5項においては，第1文の後に，次
の文章が挿入される。
「登記申請書には，定款の全文言を添付しなけれ
第9条有限責任会社法施行法の改正
　2008年10月23日付の有限責任会杜法施行法
（連邦法律公報1，2026頁）の第3条の後には，次
の第4条が付加される。
「第4条　貸借対照表法現代化法に関する経過規定
　2009年5月25日付の貸借対照表法現代化法（連
邦法律公報1，1102頁）の条文における有限責任
会社に係る法律の第52条第1項第1文は，監査役
会および監査委員会の全構成員が2009年5月29日
よりも前に選任されている場合は，適用されない。」
第10条　協同組合法の改正
　2008年12月17日付の法律（連邦法律公報L
2586頁）の第77条により改正された，2006年10
月16日付の公告の条文における協同組合法（連邦
法律公報1，2230頁）は，以下のとおり改正され
る。
1．　目次は，以下のとおり変更される。
　a）　記載「第63h条および第63i条は，廃止さ
　　れる。」は，記載「第63h条　特別調査」に置
　　き換えられる。
　b）　記載「第166条　職業監督改革法に関する
　　経過規則」の後に，記載「第167条　貸借対照
　　表法現代化法に関する経過規定」が付加される。
（?????
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2．　第16条第5項においては，第1文の後に，次
　の文章が挿入される。　　　　　　　　　　　　　お
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　刈　「登記申請書には，定款の全文言を添付しなけれ
L　第36条には，次の第4項が付加される。
　「（4）商法典第264d条にいう協同組合の場合に
　は，監査役会の独立した構成員の少なくとも1名
　は，会計（報告）または決算監査の専門知識に精
　通していなければならない。」
隻　第38条第1項の後には，次の第1a項が挿入
　される。
　「（la）　監査役会は，監査委員会を設置するこ
　とができ，この委員会が，どりわけ，会計（報
告）過程と内部リスク管理システムおよび内部監
査の有効性とを監視する。監査委員会が設置され
ていないときは，第1文に従った任務は監査役会
によって遂行されなければならない。商法典第
264d条にいう協同組合の監査役会が監査委員会
を設置しているときは，この委員会には，第36
ばならない。これには，当該定款の変更された規
定が定款変更に係る決議書と一致している旨と，
変更されていない規定が登記所に最近提出された
定款の全文言と一致している旨の取締役会の説明
書が付されていなければならない。従来，定款変
更に際して，当該定款の全文言が登記されていな
かったときは，取締役会は，当該定款の登記され
る文言が，登記所に最近提出された定款の全文言
およびそれまでに決議された変更のすべてと一致
している旨を，説明しなければならない。」
墨第36条には，次の第4項が付加される。
　「（4）商法典第264d条にいう資本市場指向的な
　協同組合の場合には，監査役会の独立した構成員
　の少なくとも1名は，会計（報告）または決算監
　査の専門知識に精通していなければならない。」
生　第38条第1項の後には，次の第la項が挿入
　される。
　「（1a）　監査役会は，監査委員会に命じて，と
　りわけ，会計（報告）過程の監視と，内部統制シ
ステム，内部リスク管理システムおよび内部監査
システムの有効性の監視とに従事させることがで
きる。監査委員会が設置されていないときは，第
1文に従った任務は監査役会によって遂行されな
ければならない。商法典の第264d条にいう資本
市場指向的な協同組合の監査役会が監査委員会を
ばならない。これには，当該定款の変更された規
定が定款変更に係る決議書と一致している旨と，　　奮
変更されていない規定が登記所に最近提出された
定款の全文言と一致している旨の取締役会の説明
書が付されていなければならない。従来，定款変
更に際して，当該定款の全文言が登記されていな
かったときは，取締役会は，当該定款の登記され
る文言が，登記所に最近提出された定款の全文言
およびそれまでに決議された変更のすべてと一致
している旨を，説明しなければならない。」
3．第20条には，次の文章が付加される。
　「さらに，定款は，取締役会が，年度剰余額の2
　分の1を上限として，その一部を成果準備金に組
　み入れることができる旨を，定めることができる。」
4．第36条には，次の第4項が付加される。
　「（4）商法典第264d条にいう資本市場指向的な
　協同組合の場合には，監査役会の独立した構成員
　の少なくとも1名は，会計（報告）または決算監
　査の専門知識に精通していなければならない。」
5．　第38条第1項の後には，次の第1a項が挿入
　される。
　「（1a）　監査役会は，監査委員会に命じて，と
　りわけ，会計（報告）過程の監視と，内部統制シ
　ステム，リスク管理システムおよび内部監査シス
　テムの有効性の監視とに従事させることができる。
　監査委員会が設置されていないときは，第1文に
　従った任務は監査役会によって遂行されなければ
　ならない。商法典の第264d条にいう資本市場指
　向的な協同組合の監査役会が監査委員会を設置し
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条第4項に従った前提条件を満たす構成員が少な
くとも1名所属していなければならない。」
隻　第48条第4項は，廃止される。
生．第53条第2項第2文においては，記載「第
316条第3項」の後に記載「および第4項」が挿
入され，また記載「第324a条」が削除される。
旦第54a条には，次の第3項が付加される。
「（3）協同組合は，他の監査団体が監査を実施す
るときは直ちに，当該監査団体を退会することな
しに，この他の監査団体の会員資格を取得すると
きもまた，第10条に従って管轄権を有する裁判
所に遅滞なく通知しなければならない。」
旦　第55条第2項の後には，次の第2a項が挿入
される。
「（2a）　経済監査士法第43条第3項，第51b条
第4項第2文，第55a条第1項第2文および第
55c条が準用される。」
設置しているときは，この委員会には，第36条
第4項の前提条件を満たす構成員が少なくとも1
名所属していなければならない。」
）
a
5 第53条第2項は，以下のように変更される。
第2文においては，記載「第317条第1項
第2文および　第3文，第2項」の後に，記載
「第5項および第6項」が挿入され，記載「第
324a条」が削除される。
PL）　第2文の後には，次の文章が付加される。
「商法典の第264d条の意味において資本市場
指向的であり，かつ，監査役会を有していない
協同組合に関しては，商法典の第324条が準用
される。」
6．第55条においては，第3項の後に，次の第4
項が挿入される。
「（4）監査団体が，法律上定められた決算監査を，
証券取引法の第2条第5項にいう組織化された市
場を利用する企業に実施するときは，当該団体は，
ているときは，この委員会には，第36条第4項
の前提条件を満たす構成員が少なくとも1名所属
していなければならない。」
6．第53条は，以下のように変更される。
　a）第2項は，以下のとおり変更される。
　aa）第2文においては，記載「第324a条」が
　　　削除される。
　bb）　第2文の後には，次の文章が付加される。
　　　「第58条第2項にいう大規模協同組合の監
　　　査の場合には，商法典の第317条第5項およ
　　　び第6項が準用されなければならない。」
　b）　第2項の後には，次の第3項が付加される。
　　「（3）商法典の第264d条の意味において資本
　　市場指向的であり，かつ，監査役会を有してい
　　ない協同組合に関しては，商法典の第324条が
　　準用される。」
（???）
bJ??????????
7．第55条においては，第3項の後に，次の第4
　項が挿入される。
　「（4）監査団体が，法律上定められた決算監査を，
　商法典の第264d条の意味において資本市場指向　　お
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊤　的である企業に実施するときは，当該団体は，透
7．　第58条第1項第2文においては，記載「第1
　項乃至第3項」の後に，記載「ならびに第4a項」
　が挿入される。
透明性報告書を公表しなければならない。経済監
査士法の第55c条が準用される。」
7．　第58条第1項第2文においては，記載「第1
　項乃至第3項」の後に，記載「ならびに第4a項」
　が挿入される。
隻第63条は，以下のとおり変更される。
a）　用語「最上位の州官署」の後に，用語「（監
督官署）」が挿入される。
b）　次の文章が付加される。
「州政府には，第1文および第64条第1項に
従った管轄権を法規命令を通じて他の官署に委
任する権能が付与される。複数の州が，共通の
官署の設置または官署の管轄権の拡張を州境を
越えて協定することができる。」
i≧第63a条第2項と第63b条第2項第2文およ
び第5項第3文においては，それぞれ，用語「監
査権限の授与を管轄する官署」が用語「監督官署」
に置き換えられる。
10．第63c条は，次のとおり改定される。
9L）　第2項においては，用語「監査の種類と範
囲」の後に，コンマと用語「決算監査人として
の登録，職業原則への拘束，監査基準の遵守が，
経済監査会社に適用される定めに準じて」が挿
入される。
明性報告書を公表しなければならない。経済監査
士法の第55c条が準用される。」　　　　　　　　　碁
8．第58条第1項第2文においては，記載「第1
　項乃至第3項」の後に，記載「ならびに第4a項」
　が挿入される。
9．第63条は，以下のとおり変更される。
　a）用語「最上位の州官署」の後に，用語「（監
　　督官署）」が挿入される。
　b）次の文章が付加される。
　　「州政府には，第1文および第64条第1項に
　　従った管轄権を法規命令を通じて他の官署に委
　　任する権能が付与される。複数の州が，共通の
　　官署の設置または官署の管轄権の拡張を州境を
　　越えて協定することができる。」
10．第63a条第2項と第63b条第2項第2文およ
　び第5項第3文においては，それぞれ，用語「監
　査権限の授与を管轄する官署」が用語「監督官署」
　に置き換えられる。
IL第63c条は，次のとおり改定される。
　a）　第2項においては，用語「監査の種類と範
　　囲ならびに」の後に，コンマと用語「当該監査
　　団体が，第58条第2項，商法典の第340k条
　　第2項第1文，商法典施行法の第25条第1項
　　第1文にいう協同組合の決算監査を実施する，
　　または，開示法第14条第1項に従った協同組
　　合のコンツェルン決算書を監査する場合は，決
　　算監査人としての登録，職業原則への拘束，監
　　査基準の遵守が，経済監査会社に適用される定
『??????』??????
（???
童第63g条は，以下のとおり変更される。
9L）　第2項第1文においては，用語「第66a条
第1項第1文，第3項第1文乃至第3文，第5
項第1文，第6項第5文」が，用語「第66a
条第1項第1文，第3項，第5項第1文，第6
項第5文，第8項および第9項」に置き換えら
並旦第3項には，次の文章が付加される。
「経済監査士会議所は，管轄権を有する官署に，
経済監査士法第66a条第3項第4文を準用し
て実施される特別調査から知り得た認識を伝達
しなければならない。」
隻　第152条は，以下のとおり変更される。
aL）第1項は，
璽
以下のとおり変更される。
第1号においては，用語「または特定の意
味においては相応しい（stimme）」の後の
用語「または」が，コンマに置き換えられる。
塑　第2号においては，文末のピリオドは用語
「または」に置き換えられる。
??）「CC 次の第3号が付加される。
経済監査士法第43条第3項に反して重
要な指導的地位を行使する」
里　第3項においては，用語「監査権限の授与
を管轄する官署」が用語「監督官署」に置き換
えられる。
ll．第63e条第3項第3文においては，用語「監
査権限の授与を管轄する官署」が用語「監督官署」
に置き換えられる。
12．第63g条第3項第1文においては，用語「第
63条に従って監査権限の授与を管轄する官署に
関して」が，用語「監督官署」に置き換えられる。
　めに準じて」が挿入される。
b）　第3項においては，用語「監査権限の授与
　を管轄する官署」が用語「監督官署」に置き換
　えられる。
12．第63e条第3項第3文においては，用語「監
　査権限の授与を管轄する官署」が用語「監督官署」
　に置き換えられる。
13．第63g条第3項第1文においては，用語「第
　63条に従って監査権限の授与を管轄する官署に
　関して」が，用語「監督官署」に置き換えられる。
（??）
bd?????????
??
L）第2項は，次のとおり改定される。
「（2）第1項第1号または第2号に従った秩序
違反については，10，000ユーロまでの過料をもっ
て，第1項第3号に従った秩序違反については
15，000ユーロまでの過料をもって懲戒すること
ができる。」
13．第63g条の後に，次の第63h条が挿入される。
「第63h条特別調査
監査団体が，法律上定められた決算監査を，証
券取引法の第2条第5項にいう組織化された市場
を利用する企業に実施するときは，当該監査団体
に対して，経済監査士法の第61a条第2文第2
号，第62b条を準用して，抜取り検査式に，特
別の理由もなしに，特別調査を実施することがで
きる。経済監査士法の第57e条第6項第2文，第
62条第4項，第66a条第1項第1文，第3項，
第5項第1文第6項第5文，第8項，第9項，第
10項および第11項および第66b条が準用される。
経済監査士会議所は，特別調査の結果を監督官署
に通知しなければならない。」
14．第64条は，以下のとおり改定される。
「第64条国家の監督
（D　協同組合方式の監査団体は，管轄権を有す
る監督官署による監督に服する。
②　監督官署は，当該団体が本法律に従って義
務を負う任務を秩序正しく履行することを確保す
るたあに，必要な措置を講ずることができる。監
督官署は，とりわけ，次に掲げる項目の権限を有
する。
1．　当該団体に対して，その任務履行に係る要件
14．第63g条の後に，次の第63h条が挿入される。
　「第63h条特別調査
　　監査団体が，法律上定められた決算監査を，商
　法典の第264d条の意味において資本市場指向的
　である企業に実施するときは，当該監査団体に対
　して，経済監査士法の第61a条第2文第2号，
　第62b条を準用して，抜取り検査式に，特別の
　理由もなしに，特別調査を実施することができる。
　経済監査士法の第57e条第6項第2文，第62条
　第4項，第66a条第1項第1文，第3項，第5
　項第1文第6項第5文，第8項，第9項，第10
　項および第11項および第66b条が準用される。
　経済監査士会議所は，特別調査の結果を監督官署
　に通知しなければならない。」
15．第64条は，以下のとおり改定される。
　「第64条　国家の監督
　　（1）協同組合方式の監査団体は，管轄権を有す
　る監督官署による監督に服する。
　　②　監督官署は，当該団体が本法律に従って義
　務を負う任務を秩序正しく履行することを確保す
　るために，必要な措置を講ずることができる。監
　督官署は，とりわけ，次に掲げる項目の権限を有
　する。
　1．　当該団体に対して，その任務履行に係る要件
??
『??????』???。????
（＝?）
に関する照会ならびに監査報告書および他の業
務書類の提出を要求すること。
盆．当該団体に対して，確定した基準に従った定
期の報告書を要求すること。
隻　当該団体の会員総会に，代理人を通じて出席
　すること。
生　必要な場合には当該団体に対する調査を実施
し，そのために第三者を関与させること。
監督措置の実施を任ぜられた者と調査を委任
された第三者には，調査を実施し，または監督
の行使に必要な確認を行うために，当該団体の
営業所にその営業および業務期間中に立入る権
利が付与される。
（3）本規定に従った職務行為に関しては，管轄
権を有する官署は，行政費用を補填するために，
費用（手数料および立替金）を徴収することがで
きる。州政府には，命令により手数料の構成要件
ならびに手数料の額を確定する権能が付与される。
同政府は，当該権能を，管轄権を有する最上位の
州官署に委任することができる。」
15．第64a条第1文においては，用語「第64条に
従って管轄権を有する官署」が用語「監督官署」
に置き換えられ，記載「第64条」の後には記載
「第2項第1文」が挿入される。
　に関する照会ならびに監査報告書および他の業
　務書類の提出を要求すること。
2．　当該団体に対して，確定した基準に従った定
　期の報告書を要求すること。
3。　当該団体の会員総会に，代理人を通じて出席
　すること。
4．　必要な場合には当該団体に対する調査を実施
　し，そのために第三者を関与させること。
　　監督措置の実施を任ぜられた者と調査を委任
　された第三者には，調査を実施し，または監督
　の行使に必要な確認を行うために，当該団体の
　営業所にその営業および業務期間中に立入る権
　利が付与される。
　（3）本規定に従った職務行為に関しては，管轄
権を有する官署は，行政費用を補填するために，
費用（手数料および立替金）を徴収することがで
きる。州政府には，命令により手数料の構成要件
ならびに手数料の額を確定する権能が付与される。
同政府は，当該権能を，管轄権を有する最上位の
州官署に委任することができる。」
16，第64a条第1文においては，用語「第64条に
　従って管轄権を有する官署」が用語「監督官署」
　に置き換えられ，用語「またはこの者が第64条
　に従った遵守事項を履行しないときは」が削除さ
　れる。
（??）
bσ?????????
17．第166条の後には，次の第167条が付加される。
　「第167条　貸借対照表法現代化法に関する経過
　　　　　　規定
　　（1）2009年5月25日付の貸借対照表法現代化　　置
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　QO　法（連邦法律公報1，llO2頁）の条文における
第8条欧州協同組合施行法の改正
　＿により最近改正された，2006年8月14日付の
欧州協同組合施行法（連邦法律公報1，1911頁）
の第19条は，次のとおり改正される。
1．第1項には，次の文章が挿入される。
　「商法典の第264d条の意味において資本市場指
　向的である欧州共同組合の場合には，管理委員会
　の独立した構成員の少なくとも1名は，会計（報
　告）または決算監査の専門知識に精通していなけ
　ればならない。管理委員会の議長は，業務執行取
　締役であってはならない。」
2．次の第4項が，付加される。
　「（4）管理委員会は，監査委員会を設置すること
　ができ，この委員会には，とりわけ会計（報告）
第9条　欧州協同組合施行法の改正
　．により最近改正された，2006年8月14日付の
欧州協同組合施行法（連邦法律公報1，1911頁）
の第19条は，次のとおり改正される。
L　第1項には，次の文章が付加される。
　「商法典の第264d条の意味において資本市場指
　向的である欧州共同組合の場合には，管理委員会
　の独立した構成員の少なくとも1名は，会計（報
　告）または決算監査の専門知識に精通していなけ
　ればならない。管理委員会の議長は，業務執行取
　締役であってはならない。」
2．次の第4項が，付加される。
　「（4＞管理委員会は，監査委員会に命じて，会計
（報告）過程の監視と内部統制システム，内部リ
第36条第4項および第38条第la項第2文は，
監査役会および監査委員会の全構成員が2009年　　長
5月29日より前に選任されている場合は，適用
されない。
　（2｝2009年5月25日付の貸借対照表法現代化
法（連邦法律公報1，1102頁）の条文における
第53条第3項は，2010年1月1日より初回適用
しなければならない。」
第11条　欧州協同組合施行法の改正
　2008年12月17日付の法律（連邦法律公報1，
2586頁）の第66条により最近改正された，2006年
8月14日付の欧州協同組合施行法（連邦法律公報
1，1911頁）の第19条は，次のとおり改正される。
1．　目次においては，第36条に関する記載の後に
　次の記載が付加される。
　　「第7章　最終規定
　第37条　貸借対照表法現代化法に関する経過規
　　　　　定」
2．第19条は，以下のとおり変更される。
　a）第1項には，次の文章が付加される。
　　「商法典の第264d条の意味において資本市場
　　指向的である欧州i共同組合の場合には，管理委
　　員会の独立した構成員の少なくとも1名は，会
　　計（報告）または決算監査の専門知識に精通し
　　ていなければならない。」
　b）次の第4項が，付加される。
　　「（4）管理委員会は，監査委員会に命じて，会
　　計（報告）過程の監視と内部統制システム，リ
『??????』???。????
（???）
過程の監視と内部リスク管理システムおよび内部
監査の有効性の監視とを委任することができる。
この委員会の過半数は，非業務執行の構成員で占
められていなければならない。商法典第264d条
にいう欧州協同組合の管理委員会が監査委員会を
設置しているときは，この委員会には，第19条
第1項第2文に従った前提条件を満たす構成員が
少なくとも1名所属していなければならず，監査
委員会の議長は，業務執行取締役であってはなら
ない。」
第10条　経済監査士法の改正
　．により最近改正された，1975年11月5日付の
公告の条文における経済監査士法（連邦法律公報1，
2803頁）は，以下のとおり改正される。
1．　目次は，以下のとおり変更される。
スク管理システムおよび内部監査システムの有効
性の監視とに従事させることができる。この委員
会の過半数は，非業務執行の構成員で占められて
いなければならない。商法典の第264d条の意味
において資本市場指向的な欧州協同組合の管理委
員会が監査委員会を設置しているときは，この委
員会には，第19条第1項第2文に従った前提条
件を満たす構成員が少なくとも1名所属していな
ければならず，監査委員会の議長は，業務執行取
締役であってはならない。」
第10条経済監査士法の改正
　＿により最近改正された，1975年11月5日付の
公告の条文における経済監査士法（連邦法律公報1，
2803頁）は，以下のとおり改正される。
1．　目次は，以下のとおり変更される。
スク管理システムおよび内部監査システムの有
効性の監視とに従事させることができる。この
委員会の過半数は，非業務執行の構成員で占め
られていなければならない。商法典の第264d
条の意味において資本市場指向的な欧州協同組
合の管理委員会が監査委員会を設置していると
きは，この委員会には，第19条第1項第2文
に従った前提条件を満たす構成員が少なくとも
1名所属していなければならず，監査委員会の
議長は，業務執行取締役であってはならない。」
3．第36条の後には，次の第7章が付加される。
　　「第7章　最終規定
　第37条貸借対照表法現代化法に関する経過規
　　　　　　定
　　2009年5月25日付の貸借対照表法現代化法
　（連邦法律公報LllO2頁）の条文における第19
　条第1項第3文および第4項第2文は，管理委員
　会および監査委員会の全構成員が2009年5月29
　日より前に選任されている場合は，適用されない。」
第12条経済監査士法の改正
　2008年12月17日付の法律（連邦法律公報1，
2586頁）の第91条により最近改正された，1975年
11月5日付の公告の条文における経済監査士法
（連邦法律公報1，2803頁）は，以下のとおり改正
される。
（??）
】W?????????
1．　目次は，以下のとおり変更される。
　a）　第40条に関する記載の後には，次の記載が　　置
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎝　　挿入される。
a）　第133a条に関する記載は，次のとおり改定
　される。
　「被監査企業における指導的地位の無権限の受
　任」
b）　第133b条に関する記載は，次のとおり改定
　される。
　「外部の経営および営業上の秘密の無権限の換
　価」
c）第133c条に関する記載は，次のとおり改定
　される。
　「外部の経営および営業上の秘密の無権限の漏
　洩」
d）第133c条に関する記載の後には，次の行が
　挿入される。
　「過料の用途　第133d条」
a）　第133a条に関する記載は，次のとおり改定
　される。
　「被監査企業における指導的地位の無権限の受
　任」
b）第133b条に関する記載は，次のとおり改定
　される。
　「外部の経営および営業上の秘密の無権限の換
　価」
c）　第133c条に関する記載は，次のとおり改定
　される。
　「外部の経営および営業上の秘密の無権限の漏
　洩」
d）　第133c条に関する記載の後には，次の行が
　挿入される。
　「過料の用途　第133d条」
茎．第3条第1項第1文後段2文は，次のとおり改
定される。
「当該支店が，欧州連合の加盟国または欧州経済
圏に関する協定の条約国（第三国）またはスイス
でない国に設立されているときは，送達可能な住
所が国内に維持されていなければならない。」
隻第28条第1項第1文，第2文，第3文，第2
項第1文，第3項第1文，第4項第1文第1号，
第3号，第4号，第5号および第6号においては，
それぞれ，用語「欧州連合の加盟国」の後に用語
　　「協同組合方式の監査団体と貯蓄金庫・振替銀
　　行連合会の検査所に関する登録第40a条」
　b）第133a条に関する記載は，次のとおり改定
　　される。
　　「被監査企業における指導的地位の無権限の受
　　任」
　c）第133b条に関する記載は，次のとおり改定
　　される。
　　「外部の経営および営業上の秘密の無権限の換
　　価」
　d）　第133c条に関する記載は，次のとおり改定
　　される。
　　「外部の経営および営業上の秘密の無権限の漏
　　洩」
　e）第133c条に関する記載の後には，次の行が
　　挿入される。
　　「過料の用途　第133d条」
　f）　記載「（廃止される）第140条」は，記載
　　「第43条第3項，第133a条に関する経過規則
　　第140条」に置き換えられる。
2．　第3条第1項第1文後段2文は，次のと参り改
　定される。
　「当該支店が，欧州連合の加盟国または欧州経済
　圏に関する協定の条約国（第三国）またはスイス
　でない国に設立されているときは，送達可能な住
　所が国内に維持されていなければならない。」
3．　第28条第1項第1文，第2文，第3文，第2
　項第1文，第3項第1文，第4項第1文第1号，
　第3号，第4号，第5号および第6号においては，
　それぞれ，用語「欧州連合の加盟国」の後に用語
??
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「または欧州経済圏に関する協定の条約国」が挿
入される。
「または欧州経済圏に関する協定の条約国」が挿
入される。
4．第40条の後には，次の第40a条が挿入される。
　「第40a条協同組合方式の監査団体と貯蓄金庫・
　　　　　　　振替銀行連合会の検査所に関する登
　　　　　　　録
　　（1｝経済監査士会議所には，商法典の第340k
　条第2項第1文または商法典施行法の第25条第
　1項第1文にいう決算監査を実施する協同組合方
　式の監査団体ならびに貯蓄金庫・振替銀行連合会
　の検査所もまた，登録される。第37条第1項が
　準用される。
　　②　登録に当たっては，当該の登録番号の他に，
　次に掲げる項目が個別に記入されなければならな
　い。
　1．　監査団体の名称と法的形式または検査所の名
　　称ならびに検査所の担い手の名称および法的形
　　式
　2．　監査権の付与日と当該権利を付与した官署ま
　　たは検査所の法律上の権能
　3．主たる事務所の住所ならびに接触者，インター
　　ネット・アドレス，当該監査団体または検査所
　　がネットワークの構成員である限りにおいて当
　　該ネットワークの全構成員およびその接続企業
　　の名称および住所を含む接触可能性または当該
　　情報が公的に入手可能な状態にある機関に関す
　　る指摘
　4．　ドイツのその他の事務所に関する住所
　5．　監査団体の理事会または検査所の指導部の全
　　構成員の氏名および業務地
　6．　当該監査団体または検査所の名称において活
（＝?）
じd?????????
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墨第43条には，次の第3項が付加される。
　「（3）商法典第319a条第1項第4号第2文およ
び第3文にいう責任を有する監査パートナーとし
て商法典第319a条第1項にいう企業の決算監査
に従事した者は，そこにおいて，監査活動の終了
後2年間は，重要な指導的地位を行使してはなら
ない。」
生第43条には，次の第3項が付加される。
　「（3）商法典の第319a条第1項にいう企業の決
算監査人であった者，または商法典の第319a条
第1項第5文，第2項第2文にいう責任を有する
監査パートナーとして当該企業の決算監査に携わっ
ていた者は，そこにおいて，監査活動の終了後2
年間は，重要な指導的地位を行使してはならない。」
　動している経済監査士の氏名および登録番号
7．登録所の名称ならびに登録番号を記載した，
　他の国々の管轄権を有する機関への他のすべて
　の登録
8．　管轄権を有する監督官署の名称と住所
　　（3）第1項に挙げた監査団体および監査連合
　には，経済監査士会議所に対して第2項に挙げ
　た構成要件ならびに当該構成要件の変更のすべ
　てを伝達する義務がある。経済監査士会議所は，
　当該の伝達された構成要件ならびに変更を記録
　しなければならない。
　　（4）第1項に挙げた協同組合方式の監査団体
　には，商法典の第340k条第2項第1文もしく
　は商法典施行法の第25条第1項第1文にいう
　決算監査をもはや実施し得ないとき，または議
　論の余地なく監査権を剥奪されたときは，経済
　監査士会議所にその旨を伝達する義務がある。
　第1項に挙げた貯蓄金庫・振替銀行連合会の検
　査所には，議論の余地なく監査権を剥奪された
　ときは，経済監査士会議所にその旨を伝達する
　義務がある。以上の場合につき，経済監査士会
　議所は，当該記録を削除しなければならない。」
5．第43条には，次の第3項が付加される。
　「（3）商法典の第319a条第1項第1文にいう企
　業の決算監査人であった者，または商法典の第
　319a条第1項第5文，第2項第2文にいう貴任
　を有する監査パートナーとして当該企業の決算監
　査に携わっていた者は，そこにおいて，監査活動
　の終了後2年間は，重要な指導的地位を行使して
　はならない。」
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隻　第51b条は，以下のとおり変更される。
　a）第4項には，次の文章が付加される。
　　「経済監査士は，監査調書に，自己の独立性を
　　検査するために講じた措置，自己の独立性を危
　　険にさらす事情，講じた予防措置をも，書面に
　　より文書化しておかなければならない。」
b）第4項の後には，次の第4a項が挿入される。
　「（4a）　コンツェルン決算監査を実施する経
　済監査士は，経済監査士会議所に対して，その
　書面による催告に基づき，第3条第1項第1文
　にいう第三国の決算監査人または決算監査会社
　の業務に関する書類を引渡さなければならない。
　但し，この者が，第134条第1項に基づいて未
　登録であるか，または第134条第4項にいう協
定が存在していない場合である。当該経済監査
士が，第三国の決算監査人または決算監査会社
の業務に関する書類への接近方法（Zugang）
を保持していないときは，経済監査士会議所に，
その書面による催告に基づき，その理由が通知
されなければならない。」
c）　第5項においては，記載「第4項」が記載
　「第4a項」に置き換えられる。
生　第55c条第1項第3文第3号においては，記
　載「第1文」が削除される。
旦第51b条は，以下のとおり変更される。
　a）第4項には，次の文章が付加される。
　　「経済監査士は，商法典第316条にいう決算監
査に係る監査調書に，商法典第319条第2項乃
至第5項および第319a条にいう自己の独立性
　を検査するために講じた措置，自己の独立性を
　危険にさらす事情，講じた予防措置をも，書面
　により文書化しておかなければならない。」
b）第4項の後には，次の第4a項が挿入される。
　「（4a）　コンツェルン決算監査を実施する経
　済監査士は，経済監査士会議所に対して，その
　書面による催告に基づき，第3条第1項第1文
　にいう第三国の決算監査人または決算監査会社
　でコンツェルン決算書に組入れられる子企業を
監査する者の業務に関する書類を引渡さなけれ
ばならない。但し，この者が，第134条第1項
に基づいて未登録であるか，または第57条第
9項第5文第3号に基づく協力に関する協定が
存在していない場合である。当該経済監査士が，
第三国の決算監査人または決算監査会社の業務
に関する書類への接近方法を保持していないと
きは，その獲得の試みと障害が文書化され，か
　つ，経済監査士会議所に，その書面による催告
　に基づき，その理由が通知されなければならな
　い。」
c）　第5項においては，記載「第4項」が記載
　「第4a項」に置き換えられる。
6，第55c条第1項第3文第3号においては，記
　載「第1文」が削除される。
L　第57条第6項第1文においては，用語「欧州
6．第51b条は，以下のとおり変更される。
　a）第4項には，次の文章が付加される。
　　「経済監査士は，商法典第316条にいう決算監
　　査に係る監査調書に，商法典第319条第2項乃
　　至第5項および第319a条にいう自己の独立性
　　を検査するために講じた措置，自己の独立性を
　　危険にさらす事情，講じた予防措置をも，書面
　　により文書化しておかなければならない。」
　b）第4項の後には，次の第4a項が挿入される。
　　「（4a）　コンッェルン決算監査を実施する経
　　済監査士は，経済監査士会議所に対して，その
　　書面による催告に基づき，第3条第1項第1文
　　にいう第三国の決算監査人または決算監査会社
　　でコンツェルン決算書に組入れられる子企業を
　　監査する者の業務に関する書類を引渡さなけれ
　　ばならない。但し，この者が，第134条第1項
　　に基づいて未登録であるか，または第57条第
　　9項第5文第3号に基づく協力に関する協定が
　　存在していない場合である。当該経済監査士が，
　　第三国の決算監査人または決算監査会社の業務
　　に関する書類への接近方法を保持していないと
　　きは，その獲得の試みと障害が文書化され，か
　　つ，経済監査士会議所に，その書面による催告
　　に基づき，その理由が通知されなければならな
　　い。」
　c）　第5項においては，記載「第4項」が記載
　　「第4a項」に置き換えられる。
7．　第55c条第1項第3文第3号においては，記
　載「第1文」が削除される。
8．第57条は，以下のとおり変更される。
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連合の加盟国」の後に，用語「または欧州経済圏
に関する協定の条約国」が挿入される。
隻　第57h条第1項第1文においては，用語「お
よび第66b条」が用語「第66b条および第136
条」に置き換えられる。
隻　第131g条第1項第1文，第2項第2文におい
a）　第6項第1文においては，用語「欧州連合
　の加盟国」の後に，用語「または欧州経済圏に
　関する協定の条約国」が挿入される。
b）　第9項第5文は，次のとおり改定される。
　「管轄権を有する検査所が，経済監査士会議所
　による処分に同意しない旨を根拠をもって説明
　したときは，次に掲げる場合において，経済監
　査士会議所は，第1文乃至第4文の前提条件の
　下で監査調書および他の文書を管轄権を有する
　機関の求めに応じてこれに引き渡すことができ
　る。
　1．　当該監査調書または文書が，当該第三国に
　　おいて有価証券を発行し，または当該国にコ
　　ンツェルン決算書を提出しているコンツェル
　　ンの一部である企業の監査に関係していると
　　き
　2．　管轄権を有する機関が，年度決算書および
　　連結決算書の決算監査に関する2006年5月
　　17日付の欧州議会および理事会の指令
　　2006／43／EG（欧州連合法律公報第Ll57号，
　　87頁）の第47条第3項に関係づけられ，か
　　つ，欧州共同体委員会により適切とみなされ
　　た要件を満たしているとき
　3．　相互主義に基づいて，経済監査士会議所と
　　当該機関の協力に関する協定が取り決められ
　　たとき」
9．第57h条第1項第1文においては，用語「お
　よび第66b条」が用語「第66b条および第136
　条」に置き換えられる。
10．第131g条第1項第1文，第2項第2文におい
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『??????』???????
（???
旦．第133条の後には，次の第133a条が挿入され
　る。
　「第133a条　被監査企業における指導的地位の
　　　　　　　無権限の受任
　　（1）第43条第3項に反して重要な指導的地位
　を行使する者は，秩序違反に処せられる。
　　②　この秩序違反については，15，000ユーロま
　での過料を以て懲戒することができる。」
隻　現行の第133a乃至c条は，第133b乃至d条
になる。
L　第134条には，次の第6項が付加される。
「（6）第134条第1項の前提条件が存在している
ときは，経済監査士会議所は，登録済みの決算監
査人または決算監査会社に対して登録証明書を交
付する。第134条第4項に基づく第三国の決算監
査の同等性が，欧州委員会または連邦経済技術省
ては，用語「欧州共同体」が用語「欧州連合」に
置き換えられる。
10．第133条は，以下のとおり変更される。
9L）第2項には，次の文章が付加される。
「第132条第4項第2文が，適用される。」
L）第3項が，削除される。
ll．第133条の後には，次の第133a条が挿入され
　る。
　「第133a条　被監査企業における指導的地位の
　　　　　　　無権限の行使
　　（1）第43条第3項に反して重要な指導的地位
　を行使する者は，秩序違反に処せられる。
　　（2）この秩序違反については，15，000ユーロま
　での過料を以て懲戒することができる。第132条
　第4項第2文が適用される。」
12．現行の第133a条乃至第133c条は，第133b
条乃至第133d条になる。
13．新たな第133d条第1項においては，記載「第
132条第2項第1文および第133条第1項」が，
記載「第132条第3項，第133条第1項ならびに
第133a条第1項」に置き換えられる。
?）
??
41 第134条は，以下のとおり変更される。
第2項の後には，次の第2a項が挿入される。
「（2a）　第134条第1項の前提条件が存在し
ているときは，経済監査士会議所は，登録済み
の決算監査人または決算監査会社に対して登録
証明書を交付する。」
ては，用語「欧州共同体」が用語「欧州連合」に
置き換えられる。
11，第133条は，以下のとおり変更される。
　a）第2項には，次の文章が付加される。
　　「第132条第4項第2文が，適用される。」
　b）第3項が，削除される
12．第133条の後には，次の第133a条が挿入され
　る。
　「第133a条　被監査企業における指導的地位の
　　　　　　　無権限の行使
　　（1）第43条第3項に反して重要な指導的地位
　を行使する者は，秩序違反に処せられる。
　　（2）　この秩序違反については，15，000ユーロま
　での過料を以て懲戒することができる。第132条
　第4項第2文が適用される。」
13．現行の第133a条乃至第133c条は，第133b
　条乃至第133d条になる。
14．新たな第133d条第1項においては，記載「第
　132条第2項第1文および第133条第1項」が，
　記載「第132条第3項，第133条第1項ならびに
　第133a条第1項」に置き換えられる。
（??）
bJ?????????
15．第134条は，以下のとおり変更される。
　a）第2項の後には，次の第2a項が挿入される。
　　「（2a）　第134条第1項の前提条件が存在し
　　ているときは，経済監査士会議所は，登録済み
　　の決算監査人または決算監査会社に対して登録　　5
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一証明書を交付する。」
によって確認される場合は，連邦経済技術省は，
このことを連邦公報による公表を通じて公告する。」
亘第4項は，次のとおり改定される。
「（4）第1項第1文に挙げた個人または会社が
当該第三国で公的監督，品質管理ならびに職業
監督に服し，これらが第3項に挙げた規定と同
等である要件をみたしているとき，または，こ
のことを欧州委員会が年度決算書および連結決
算書の決算監査に関する2006年5月17日付の
欧州議会および理事会の指令2006／43／EG（欧
州連合法律公報第L157号，87頁）の第46条
第2項第3文に従った移行期限に関して規定し
ているときは，第3項に従った登録と帰結は，
相互主義に基づいて免除されなければならない。
第1文に挙げた同等性は，欧州共同体委員会に
より，加盟国との協力の下で評価され，確定さ
れる。欧州共同体委員会が，第1文に従った移
行決定または第2文に従った確定をいまだ下し
ていない限り，連邦経済技術省は自ら，同等性
を評価し，確定することができる。その評価に
際しては，他の加盟国の評価および確定が考慮
される。連邦経済技術省が当該確定を下したと
きは，同省は，これを連邦法律公報による公表
を通じて公告する。連邦経済技術省が第1文に
いう同等性を却下したときは，同省は，第1項
第1文に挙げた個人または会社に対して，適切
な移行期間に関して，当該のドイツの規定に従っ
た，その監査業務の継続を許可することができ
る。同等性の確定および却下は決算監査人監督
委員会に通知され，これにより，当該委員会は，
当該決定を第66a条第11項に基づいて考慮す
ることができる。本項に従って第1文に基づく
登録が行われないときは，経済監査士会議所が，
これを決算監査人または決算監査会社に，申立
b）第4項は，次のとおり改定される。
　「（4）第1項第1文に挙げた個人または会社が
　当該第三国で公的監督，品質管理ならびに職業
　監督に服し，これらが第3項に挙げた規定と同
　等である要件をみたしているとき，または，こ
　のことを欧州委員会が年度決算書および連結決
　算書の決算監査に関する2006年5月17日付の
　欧州議会および理事会の指令2006／43／EG（欧
　州連合法律公報第L157号，87頁）の第46条
　第2項第3文に従った移行期限に関して規定し
　ているときは，第3項に従った登録と帰結は，
　相互主義に基づいて免除されなければならない。
　第1文に挙げた同等性は，欧州共同体委員会に
　より，加盟国との協力の下で評価され，確定さ
　れる。欧州共同体委員会が，第1文に従った移
　行決定または第2文に従った確定をいまだ下し
　ていない限り，連邦経済技術省は自ら，同等性
　を評価し，確定することができる。その評価に
　際しては，他の加盟国の評価および確定が考慮
　される。連邦経済技術省が当該確定を下したと
　きは，同省は，これを連邦法律公報による公表
　を通じて公告する。連邦経済技術省が第正文に
　いう同等性を却下したときは，同省は，第1項
　第1文に挙げた個人または会社に対して，適切
　な移行期間に関して，当該のドイツの規定に従っ
　た，その監査業務の継続を許可することができ
　る。同等性の確定および却下は決算監査人監督
　委員会に通知され，これにより，当該委員会は，
　当該決定を第66a条第11項に基づいて考慮す
　ることができる。本項に従って第1文に基づく
　登録が行われないときは，経済監査士会議所が，
　これを決算監査人または決算監査会社に，申立
???。
『??????』??????
（???。）
第ll条　その他の連邦法の改正
　（1）．．．により最近改正された，1987年3月24日
付の公告の条文における病院帳簿記帳命令（連邦法
律公報1，1045頁）は，以下のとおり改正される。
1．第4条は，以下のとおり変更される。
aL）　第3項においては，記載「第256条」が記
載「第256a条」に置き換えられ，記載「第
279条」は削除され，用語「商法典（複数形）」
が用語「商法典（単数形）」に置き換えられる。
bL）次の第4項が付加される。
「（4）病院が年度決算書を商法典第264e条第
1文に従って作成するときは，第4条第1項お
よび第3項と第5条は適用できない。」
2．第11条には，次の第4文が付加される。
　「（4）商法典第279条は，2009年1月1日より
　前に開始する営業年度に関して作成されなければ
てにより，書面を以て確認する。」
第11条その他の連邦法の改正
　（1）＿により最近改正された，1987年3月24日
付の公告の条文における病院帳簿記帳命令（連邦法
律公報1，1045頁）は，以下のとおり改正される。
1．第4条第3項においては，記載「第256条」が
記載「第256a条」に置き換えられ，記載「第
279条」は削除され，用語「商法典（複数形）」
が用語「商法典（単数形）」に置き換えられる。
2．第11条には，次の第4項が付加される。
　「（4＞商法典第279条は，2009年1月1日より
　前に開始する営業年度に関して作成されなければ
てにより，書面を以て確認する。」
16．第139b条の後には，次の第140条が挿入され
　る。
　「第140条　第43条第3項，第133a条に関す
　　　　　　る経過規則
　　第43条第3項および第133a条は，当該企業
　に対する監査活動を2009年5月25日付の貸借対
　照表法現代化法（連邦法律公報1，llO2頁）の
　施行日前に放棄した個人には適用されない。」
第13条　その他の連邦法の改正
　（1）2006年8月14日付の法律（連邦法律公報1，
1869頁）の第27条により最近改正された，1987年
3月24日付の公告の条文における病院帳簿記帳命
令（連邦法律公報1，1045頁）は，以下のとおり
改正される。
1，第4条第3項においては，記載「第256条」が
　記載「第256a条」に置き換えられ，記載「第
　279条」は削除され，用語「商法典（複数形）」
　が用語「商法典（単数形）」に置き換えられる。
（???。）
bJ?????????
2．第11条には，次の第4項が付加される。
　「（4）商法典第279条は，2010年1月1日より　　G
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　co　前に開始する営業年度に関して作成されなければ
ならない年度決算書に最終適用しなければならな
い。第4条第4項と商法典第256a条は，2007年
12月31日より後に開始する営業年度に関して作
成されなければならない年度決算書に初回適用し
なければならない。」
3．　付録1においては，積極側項目Fが，次の積
極側項目FおよびGに置き換えられる。
ならない年度決算書に最終適用しなければならな
い。商法典の第256a条は，2007年12月31日よ
り後に開始する営業年度に関して作成されなけれ
ばならない年度決算書に初回適用しなければなら
ない。」
3．付録1は，以下のとおり変更される。
｛立　積極側は，
aa）項目B．1．は，
以下のとおり変更される。
次のとおり改定される。
「1．無形財産対象物
　上．自己創設の営業上の保護権とこれに類
する権利および諸価値（KUGr．0901）
lL　有償取得の認許，営業上の保護権とこ
れに類する権利および諸価値ならびに当
該権利および諸価値に対するライセンス
　（KUGr．0902）　＿
lL　営業権または暖簾（KUGr．0903）
生　前払金（KUGr，091）＿」
bb）項目Fは，次の項目FおよびGに置き換
えられる。
ならない年度決算書に最終適用しなければならな
い。2009年5月25日付の貸借対照表法現代化法
（連邦法律公報1，1102頁）の条文における付録
1および4は，2009年12月31日より後に開始す
る営業年度に関して作成されなければならない年
度決算書に初回適用しなければならない。2009
年5月28日までに適用される条文における付録
1および4は，2010年1月1日より前に開始する
営業年度に関して作成されなければならない年度
決算書に最終適用しなければならない。その他，
本命令において，2009年5月25日付の貸借対照
衷法現代化法（連邦法律公報1，1102頁）の条
文における商法典の定めが参照指示されている場
合は，商法典施行法の第66条および第67条に収
容されている経過規則が準用される。商法典施行
法の第66条第3項第6文が準用される。」
3．付録1は，以下のとおり変更される。
　a）積極側は，以下のとおり変更される。
　aa）項目B．1．は，次のとおり改定される。
　　「1．無形財産対象物
　　　　1．　自己創設の営業上の保護権とこれに類
　　　　　する権利および諸価値（KUGr．0901）
　　2．　有償取得の認許，営業上の保護権とこ
　　　　れに類する権利および諸価値ならびに当
　　　該権利および諸価値に対するライセンス
　　　　（KUGr．0902）
　　3．営業権または暖簾（KUGr．0903）
　　4．前払金（KUGr．　091）．．．」
bb）　項目Fは，次の項目F乃至Hに置き換え
　　られる。
??
『??????』???。????
（??）
「F．積極側の潜在的租税　．。．
G．自己資本で補填されない欠損額　　．．　」
4．付録4においては，勘定クラス1で，勘定グルー
プ19が次のとおり改定される。
「19　積極側の潜在的租税」
②　　．により最近改正された，2002年9月4日
付の環境監査法第1条第2項（連邦法律公報1，
3490頁）においては，用語「国際的な会計（報告）
基準に従った個別決算書（商法典第325条第2a
項）が削除される。
「F．積極側の潜在的租税（KGr．19）　．」
G．自己資本で補填されない欠損額　＿」
L）　消極側においては，項目F．計算区分項目の
後に，次の項目が付加される。
「G．消極側の潜在的租税（KGr．39）　．．◆」
4．付録4は，以下のとおり変更される。
9L）　勘定クラス0においては，勘定グループ090
および091が，以下のとおり改定される。
「090　無形財産対象物
0901　自己創設の営業上の保護権とこれに類
する権利および諸価値
0902　有償取得の認許，営業上の保護権とこ
れに類する権利および諸価値ならびに当
該権利および諸価値に対するライセンス
　　0903　営業権または暖簾
　　091　前払金」
b）勘定クラス1においては，勘定グループ19
が次のとおり改定される。
「19　積極側の潜在的租税」
g）　勘定クラス3においては，勘定グループ39
「F．積極側の潜在的租税（KGr．19）★★．．．
G．財産相殺計算から生じた積極側の差額
　　H．自己資本で補填されない欠損額　＿」
b）　消極側においては，項目E計算区分項目の
　後に，次の項目が付加される。
　「G．消極側の潜在的租税（KGr．　39）★★＿」
4．　付録2（損益計算書に係る様式）においては，
　項目第20号のaについて，用語「ならびに営業
　経営の開業および拡張のための積極側計上された
　費用」が削除される。
5．付録4は，以下のとおり変更される。
　a）勘定クラス0においては，勘定グループ090
　　および091が，以下のとおり改定される。
　　「090　無形財産対象物
　　　0901　自己創設の営業上の保護権とこれに類
　　　　　する権利および諸価値
　　　0902　有償取得の認許，営業上の保護権とこ
　　　　　れに類する権利および諸価値ならびに当
　　　　　該権利および諸価値に対するライセンス
　　　0903　営業権または暖簾
　　　091　前払金」
　b）　勘定クラス1においては，勘定グループ19
　　が次のとおり改定される。
「19　　積極側の潜在的租税，財産相殺計算か
　　ら生じた積極側の差額
190　積極側の潜在的租税
191　財産相殺計算から生じた積極側の差額」
c）　勘定クラス3においては，勘定グループ39
（??）
bd?????????
??
　（3）．．．により最近改正された，1991年11月30
日付の公告の条文におけるコンツェルン決算書作成
免除命令（連邦法律公報1，2122頁）は，以下の
とおり改正される。
1．第1条第1文の後には，次の文章が挿入される。
　「その上，親企業の証券取引法第2条第1項第1
　文にいう有価証券が内国の取引所において規制の
　下に置かれた市場での取引を許可されているとき
　は，経済監査士法第134条第1項に基づく決算監
査人の登録に関する経済監査士会議所の証明書が
公示されなければならない。但し，経済監査士法
第134条第4項に基づく同等性が一般に認められ
ない場合である。主として，証券取引法第2条第
1項第1文第3号にいう債務証書が，50，000ユー
ロの最小発行単位または他の通貨による相当額を
以て，内国の取引所で，規制の下に置かれた市場
での取引を許可されている場合は，第2文は適用
されない。」
2．第2条第1項は，以下のとおり変更される。
　a）　第1文第3号は，次のとおり改定される。
　　「3．作成を免除されるコンツェルン決算書が
　　　　年度決算書および連結決算書の決算監査人
　　　　に関する2006年5月17日付の欧州議会お
　　　　よび理事会の指令2006／43／EG（欧州共同
　　　　体公報第Ll57号，87頁）の規定に従っ
　　　　て許可される決算監査人によって監査され
が次のとおり改定される。
「39　消極側の潜在的租税」
　（2）＿により最近改正された，1991年11月30
日付の公告の条文におけるコンツェルン決算書作成
免除命令（連邦法律公報1，2122頁）は，以下の
とおり改正される。
L　第1条第1文の後には，次の文章が挿入される。
　「その上，親企業の証券取引法第2条第1項第1
　文にいう有価証券が内国の取引所において規制の
　下に置かれた市場での取引を許可されているとき
　は，決算監査人の登録に関する経済監査士法第
134条第2a項に基づく経済監査士会議所の証明
書，または登録義務の免除に関する経済監査士法
第134条第4項第8文に基づく経済監査士会議所
の確認書が公示されなければならない。主として，
証券取引法第2条第1項第1文第3号にいう債務
証書が，50，000ユーロの最小発行単位または他の
通貨による相当額を以て，内国の取引所で，規制
の下に置かれた市場での取引を許可されている場
合は，第2文は適用されない。」
2．第2条第1項は，以下のとおり変更される。
　a）第1文第3号は，次のとおり改定される。
　　「3．作成を免除されるコンツェルン決算書が
　　　　年度決算書および連結決算書の決算監査人
　　　　に関する2006年5月17日付の欧州議会お
　　　　よび理事会の指令2006／43／EG（欧州共同
　　　　体公報第L157号，87頁）の規定に従っ
　　　　て許可される決算監査人によって監査され
が次のとおり改定される。
「39　消極側の潜在的租税」
　（2）2004年12月4日付の法律（連邦法律公報L
3166頁）の第8条第4項により最近改正された，
1991年11月30日付の公告の条文におけるコンツェ
ルン決算書作成免除命令（連邦法律公報1，2122
頁）は，以下のとおり改正される。
1．第1条第1文の後には，次の文章が挿入される。
　「その上，親企業の証券取引法第2条第1項第1
　文にいう有価証券が内国の取引所において規制の
　下に置かれた市場での取引を許可されているとき
　は，決算監査人の登録に関する経済監査士法第
　134条第2a項に基づく経済監査士会議所の証明
　書，または登録義務の免除に関する経済監査士法
　第134条第4項第8文に基づく経済監査士会議所
　の確認書が公示されなければならない。主として，
　証券取引法第2条第1項第1文第3号にいう債務
　証書が，50，000ユーロの最小発行単位または他の
　通貨による相当額を以て，内国の取引所で，規制
　の下に置かれた市場での取引を許可されている場
　合は，第2文は適用されない。」
2．第2条第1項は，以下のとおり変更される。
　a）　第1文第3号は，次のとおり改定される。
　　「3．作成を免除されるコンツェルン決算書が
　　　　年度決算書および連結決算書の決算監査人
　　　　に関する2006年5月17日付の欧州議会お
　　　　よび理事会の指令2006／43／EG（欧州共同
　　　　体公報第Ll57号，87頁）の規定に従っ
　　　　て許可される決算監査人によって監査され
???
『??㍊????』?????????
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　　　ていること，または決算監査人が少なくと
　　　も同指令の要件と同等の資格を有しており，
　　　かっ，コンツェルン決算書が商法典の要件
　　　に合致する方法で監査されていること，そ
　　　して」
b）第1文の後には，次の文章が挿入される。
　「指令2006／43／EGの規定に従って許可され
　ない，証券取引法第2条第1項第1文にいう有
　価証券が内国の取引所において規制の下に置か
　れた市場での取引を許可されている親企業の決
　算監査人は，経済監査士会議所に経済監査士法
　第134条第1項に基づいて登録済みであるか，
　または経済監査士法第134条第4項に基づく同
　等性が一般に認められるときにのみ，上記指令
　の要件と同等の資格が認められる。主として，
　証券取引法第2条第1項第1文第3号にいう債
　務証書が，50，000ユーロの最小発行単位または
　他の通貨による相当額を以て，内国の取引所で，
　規制の下に置かれた市場での取引を許可されて
　いる場合は，第2文は適用できない。」
c）現行の第2文においては，用語「第1文が適
　用」が用語「第1文乃至第3文が適用」に置き
　換えられ，用語「第1文」の後には記載「乃至
　第3文」が挿入される。
塑＿により最近改正された，1998年9月9日
付の公告の条文における上場許可命令（連邦法律公
報1，2122頁）の第72条は，以下のとおり改正さ
れる。
L　第1項第1文第2号においては，用語「第325
条第2a項に従った個別決算書」が用語「第264e
　　　ていること，または決算監査人が少なくと
　　　も同指令の要件と同等の資格を有しており，
　　　かつ，コンツェルン決算書が商法典の要件
　　　に合致する方法で監査されていること，そ
　　　して」
b）第1文の後には，次の文章が挿入される。
　「指令2006／43／EGの規定に従って許可され
　ない，証券取引法第2条第1項第1文にいう有
　価証券が内国の取引所において規制の下に置か
　れた市場での取引を許可されている親企業の決
　算監査人には，経済監査士会議所に経済監査士
　法第134条第1項に基づいて登録済みであるか，
　または経済監査士法第134条第4項に基づく同
　等性が一般に認められるときにのみ，上記指令
　の要件と同等の資格が認められる。主として，
　証券取引法第2条第1項第1文第3号にいう債
　務証書が，50，000ユーロの最小発行単位または
　他の通貨による相当額を以て，内国の取引所で，
　規制の下に置かれた市場での取引を許可されて
　いる場合は，第2文は適用できない。」
c）　現行の第2文においては，用語「第1文が適
　用」が用語「第1文乃至第3文が適用」に置き
　換えられ，用語「第1文」の後には記載「乃至
　第3文」が挿入される。
　　　ていること，または決算監査人が少なくと
　　　も同指令の要件と同等の資格を有しており，
　　　かつ，コンツェルン決算書が商法典の要件
　　　に合致する方法で監査されていること，そ
　　　して」
b）第1文の後には，次の文章が挿入される。
　「指令2006／43／EGの規定に従って許可され
　ない，証券取引法第2条第1項第1文にいう有
　価証券が内国の取引所において規制の下に置か
　れた市場での取引を許可されている親企業の決
　算監査人には，経済監査士会議所に経済監査士
　法第134条第1項に基づいて登録済みであるか，
　または経済監査士法第134条第4項に基づく同
　等性が一般に認められるときにのみ，上記指令
　の要件と同等の資格が認められる。主として，
　証券取引法第2条第1項第1文第3号にいう債
　務証書が，50，000ユーロの最小発行単位または
　他の通貨による相当額を以て，内国の取引所で，
　規制の下に置かれた市場での取引を許可されて
　いる場合は，第2文は適用できない。」
c）　現行の第2文においては，用語「第1文が適
　用」が用語「第1文乃至第3文が適用」に置き
　換えられ，用語「第1文」の後には記載「乃至
　第3文」が挿入される。
（??）
bd??????????
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条に従った年度決算書」に置き換えられる。
隻第2項は，以下のとおり変更される。
9L）　第1文においては，用語「個別決算書」が
用語「年度決算書」に置き換えられる。
bL）　第2文においては，用語「個別決算書」が
用語「年度決算書」に置き換えられる。
　（5）＿により最近改正された，1998年9月9日
付の公告の条文における証券取引法（連邦法律公報
L2708頁）は，以下のとおり改正される。
1．第37v条第2項は，以下のとおり変更される。
　a）　第1号においては，用語「所在地設定国」
　　（Sitzungsstaat）が用語「所在地国」（Sitz－
　　staat）に置き換えられる。
　b）　第2号においては，用語「および」がコン
　　マに置き換えられる。
　c）第3号においては，用語「説明」の後に用語
　　「および」が挿入される。
　d）次の第4号が付加される。
　　「4．　経済監査士法第134条第4項に基づく決
算監査の同等性が一般に認められない場合，
経済監査士法第134条第1項に基づく登録
に関する経済監査士会議所の証明書」
星　第37w条第3項第3文は，廃止される。
隻　第37y条第1号においては，用語「コンツェ
　ルン状況報告書」の後の用語「および」がコンマ
　に置き換えられ，用語「説明」の後には用語「お
　（3）．．．により最近改正された，1998年9月9日
付の公告の条文における証券取引法（連邦法律公報
1，2708頁）は，以下のとおり改正される。
L　第37v条第2項は，以下のとおり変更される。
　a）　第1号においては，用語「所在地設定国」
　　が用語「所在地国」に置き換えられる。
b）第2号においては，用語「および」がコン
　マに置き換えられる。
c）第3号においては，用語「説明」の後に用語
　「および」が挿入される。
d）次の第4号が付加される。
　「4．　決算監査人の登録に関する経済監査士法
第134条第2a項に基づく経済監査士会議
所の証明書，または登録義務の免除に関す
る経済監査士法第134条第4項第8文に基
つく経済監査士会議所の確i認書」
lL　第37　y条第1号においては，用語「コンツェ
　ルン状況報告書」の後の用語「および」がコンマ
　に置き換えられ，用語「説明」の後には用語「お
　（3）2009年3月20日付の法律（連邦法律公報1，
607頁）の第3条により最近改正された，1998年9
月9日付の公告の条文における証券取引法（連邦法
律公報1，2708頁）は，以下のとおり改正される。
1．第37v条第2項は，以下のとおり変更される。
　a）　第1号においては，用語「所在地設定国」
　　が用語「所在地国」に置き換えられる。
b）第2号においては，用語「および」がコン
　マに置き換えられる。
c）第3号においては，用語「説明」の後に用語
　「および」が挿入される。
d）次の第4号が付加される。
　「4．　決算監査人の登録に関する経済監査士法
　　　第134条第2a項に基づく経済監査士会議
　　　所の証明書，または登録義務の免除に関す
　　　る経済監査士法第134条第4項第8文に基
　　　づく経済監査士会議所の確認書」
2．　第37y条第1号においては，用語「コンツェ
　ルン状況報告書」の後の用語「および」がコンマ
　に置き換えられ，用語「説明」の後には用語「お
????
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（???）
よび経済監査士法第134条第1項に基づく登録に
関する経済監査士会議所の証明書。但し，経済監
査士法第134条第4項に基づく決算監査の同等性
が一般に認められない場合に限る。」が挿入され
る。
生　第39条第2項第19号および第20号において
　は，それぞれ，記載「第37v条第2項第3号」
　の後に用語「および第37v条第2項第4号に基
　づく登録証明書」が挿入される。
　（6）．，．により最近改正された，1994年10月28
日付の転換法（連邦法律公報1，3210頁，1995年，
1，428頁）の第11条第1項第1文においては，
記載「第319a条第1項」の後に記載「第319b条
第1項」が挿入される。
塑2007年5月28日付の不動産投資信託法（連
邦法律公報1，194頁）は，以下のとおり改正され
垂
L．第12条第1項第1文においては，用語「第
325条第2a項に基づく個別決算書」が用語「第
264e条に従った年度決算書」に置き換えられる。
隻　第14条第2項第2文および第3文ならびに第
15条においては，用語「個別」が用語「年度」
決算書に置き換えられる。
　（8）＿により最近改正された，1970年9月22日
付の住宅企業の年度決算書の項目分類に関する様式
よび決算監査人の登録に関する経済監査士法第
134条第2a項に基づく経済監査士会議所の証明
書，または登録義務の免除に関する経済監査士法
第134条第4項第8文に基づく経済監査士会議所
の確認書」が挿入される。
隻第39条第2項第19号および第20号において
　は，それぞれ，記載「第37v条第2項第3号」
　の後に用語「および第37v条第2項第4号に基
　づく登録証明書または確認書」が挿入される。
　（4）．．，により最近改正された，1994年10月28
日付の転換法（連邦法律公報1，3210頁，1995年，
1，428頁）の第11条第1項第1文においては，
記載「第319a条第1項」の後に記載「第319b条
第1項」が挿入される。
　（5）＿により改正された，1970年9月22日付の
住宅企業の年度決算書の項目分類に係る様式に関す
よび決算監査人の登録に関する経済監査士法第
134条第2a項に基づく経済監査士会議所の証明
書，または登録義務の免除に関する経済監査士法
第134条第4項第8文に基づく経済監査士会議所
の確認書」が挿入される。
3．第39条第2項第19号および第20号において
　は，それぞれ，記載「第37v条第2項第3号」
　の後に用語「および第37v条第2項第4号に基
　づく登録証明書または確認書」が挿入される。
　（4）2008年12月17日付の法律（連邦法律公報
1 2586頁）の第73条により最近改正された，
1994年10月28日付の転換法（連邦法律公報1，
3210頁，1995年，1，428頁）の第11条第1項第
1文においては，記載「第319a条第1項」の後に
記載「第319b条第1項」が挿入される。
（??）
bd??????????
　（5）1987年3月6日付の命令（連邦法律公報1，　5
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊤770頁）により改正された，1970年9月22日付の
についての命令の付録（連邦法律公報1，1334頁）
は，以下のとおり改正される。
1．　積極側項目Cの後には，次の項目が付加され
墾
「D．積極側の潜在的租税」
る命令（連邦法律公報1，
おり改正される。
1334頁）は，以下のと
1．積極側は，以下のとおり変更される。
　9L）　積極側項目A．1．は，次のとおり改定され
墾
「1．無形財産対象物
　　1．　自己創設の営業上の保護権とこれに
類する権利および諸価値
茎．有償取得の認許，営業上の保護権と
これに類する権利および諸価値ならび
に当該権利および諸価値に対するライ
　センス
墨営業権または暖簾i
生前払金」
住宅企業の年度決算書の項目分類に係る様式に関す
る命令（連邦法律公報1，1334頁）は，以下のと　　§
おり改正される。
1．　第2a条第2文においては，積極項目B．皿．1．
　およびB．皿．2．が，次のとおり改定される。
　「B．皿．結合企業に対する持分」
2．　第3条には，次の第4項が付加される。
　「（4）2009年5月25日付の貸借対照表法現代化
　法（連邦法律公報1，1102頁）の条文における
　付録に基づく様式は，2009年12月31日より後
　に開始する営業年度に関する年度決算書に初回適
　用しなければならない。2009年5月28日までに
　適用される条文における第2a条第2文は，2010
　年1月1日より前に開始する営業年度に関する年
　度決算書に最終適用しなければならない。」
3．　第5条は，廃止される。
4．付録（様式）は，以下のとおり変更される。
　a）　積極側項目A．Lは，次のとおり改定され
　　る。
　　「1．無形財産対象物
　　　　1．　自己創設の営業上の保護権とこれに
　　　　　類する権利および諸価値
　　　　2．　有償取得の認許，営業上の保護権と
　　　　　これに類する権利および諸価値ならび
　　　　　に当該権利および諸価値に対するライ
　　　　　センス
　　　　3．　営業権または暖簾
　　　　4．前払金」
『??????』??????
（????
2，消極側項目A．皿．2．は，次のとおり改定される。
「2．支配下企業または多数の資本参加を有する
企業に対する持分に関する準備金」
　（9）＿．により最近改正された，1998年12月11
日付の公告の条文における信用機関会計（報告）命
令は，以下のとおり改正される。
1．　目次の第20条においては，記載「（第15号）」
　が記載「（第14号）」に置き換えられる。
2．　第7条第3項においては，用語「公的な取引ま
　たは規律された市場を」が用語「規制の下に置か
　れた市場における取引を」に置き換えられる。
3．　第9条第1項第2文においては，用語「不動産
　信用機関」が用語「抵当証券銀行」に置き換えら
　れる。
4．第13条は，以下のとおり変更される。
　a）第3項は，廃止される。
　b）第4項は，第3項になる。
b）項目Cの後には，次の項目が付加される。
「D．積極側の潜在的租税」
2．消極側は，以下のとおり変更される。
a）項目A．皿．2．は，次のとおり改定される。
「2．支配下企業または多数の資本参加を有す
る企業に対する持分に関する準備金」
b）項目D．計算区分項目の後には，次の項目が
付加される。
「E．消極側の潜在的租税」
　（6）＿により最近改正された，1998年12月11
日付の公告の条文における信用機関会計（報告）命
令は，以下のとおり改正される。
1．　目次の第20条においては，記載「（第15号）」
　が記載「（第14号）」に置き換えられる。
2．第7条第3項においては，用語「公的な取引ま
　たは規律された市場を」が用語「規制の下に置か
　れた市場における取引を」に置き換えられる。
3．　第9条第1項第2文においては，用語「不動産
　信用機関」が用語「抵当証券銀行」に置き換えら
　れる。
4．第13条は，以下のとおり変更される。
　a）第3項は，廃止される。
　b）第4項は，第3項になる。
b）　積極項目Cの後には，次の項目DおよびE
　が付加される。
　「D．積極側の潜在的租税
　　E。財産相殺計算から生じた積極側の差額」
c）消極項目A．皿．2．は，次のとおり改定される。
　「2．　支配下企業または多数の資本参加を有す
　　　る企業に対する持分に関する準備金」
d）消極項目D．計算区分項目の後には，次の項
　目が付加される。
　「E．消極側の潜在的租税」
　（6）2005年5月22日付の法律（連邦法律公報1，
1373頁）の第12条により最近改正された，1998年
12月11日付の公告の条文における信用機関会計
（報告）命令は，以下のとおり改正される。
1．　目次の第20条においては，記載「（第15号）」
　が記載「（第14号）」に置き換えられる。
2．第7条第3項においては，用語「公的な取引ま
　たは規律された市場を」が用語「規制の下に置か
　れた市場における取引を」に置き換えられる。
3．　第9条第1項第2文においては，用語「不動産
　信用機関」が用語「抵当証券銀行」に置き換えら
　れる。
4．第13条は，以下のとおり変更される。
　a）第3項は，廃止される。
　b）第4項は，第3項になる。
5．　第14条第1文および第15条第1項第1文にお
（???
ud??????????
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5．第20条は，以下のとおり変更される。
　a）　表題においては，記載「（第15号）」が記載
　　「（第14号）」に置き換えられる。
　b）第5文においては，記載「第15号」が記載
　　「第14号」に置き換えられる。
6．第34条は，以下のとおり変更される。
　a）第1項は，以下のとおり変更される。
　aa）第1文においては，用語「第285条第1文
　　第3号，第5号，第6号，第7号，第9号a
　　　およびb，第10号，第11号，第13号，第
　　　14号，第16号乃至第19号」が用語「第285
　　条第3号，第3a号，第6号，第7号，第9
　　号aおよびb，第10号，第11号，第13号，
　　第4号，第16号乃至第27号」に置き換えら
　　　れる。
　bb）　第2文においては，記載「第3号」が記載
　　　「第3a号」に置き換えられる。
　b）　第2項第1文においては，記載「第1文」
が削除される。
5．第20条は，以下のとおり変更される。
　a）　表題においては，記載「（第15号）」が記載
　　「（第14号）」に置き換えられる。
　b）第5文においては，記載「第15号」が記載
　　「第14号」に置き換えられる。
6。第34条は，以下のとおり変更される。
　a）第1項は，以下のとおり変更される。
　aa）　第1文においては，用語「第285条第1文
　　第3号，第　5号，第6号，第7号，第9号
　　aおよびb，第10号，第11号，第13号，
　　第14号，第16号乃至第19号」が用語「第
　　285条第3号，第3a号，第6号，第7号，
　　第9号aおよびb，第10号，第11号，第13
　　号，第4号，第16号乃至第28号」に置き換
　　　えられる。
　bb）　第2文においては，記載「第3号」が記載
　　「第3a号」に置き換えられる。
　b）第2項は，以下のとおり変更される。
aa）　第2項第1文においては，記載「第285条
いては，それぞれ，用語「細目「中央発券銀行で
のリファイナンスが許可されている手形』（積極　　壽
項目第2号のb）にいう手形または」が削除され
る。
6．第20条は，以下のとおり変更される。
　a）　表題においては，記載「（第15号）」が記載
　　「（第14号）」に置き換えられる。
　b）　第5文においては，記載「第15号」が記載
　　「第14号」に置き換えられる。
7．　第26条第1項第2文においては，用語「また
　はドイツ連邦銀行に質入れした手形」が削除され
　る。
8．　第29条第2文においては，用語「償還（額面）
　金額」が，用語「履行金額」に置き換えられる。
9．第34条は，以下のとおり変更される。
　a）第1項は，以下のとおり変更される。
　aa）第1文においては，用語「第285条第1文
　　第3号，第5号，第6号，第7号，第9号a
　　　およびb，第10号，第11号，第13号，第
　　　14号，第16号乃至第19号」が用語「第285
　　条第3号，第3a号，第6号，第7号，第9
　　号aおよびb，第10号，第11号，第13号，
　　第4号，第16号乃至第29号」に置き換えら
　　　れる。
　bb）　第2文においては，記載「第1文第3号」
　　　が記載「第3a号」に置き換えられる。
　b）第2項は，以下のとおり変更される。
　aa）　第2項第1文においては，記載「第285条
『??????』??????
（???っ）
7．第35条第1項は，以下のとおり変更される。
a）第4号においては，記載「第15号」が記載
　「第14号」に置き換えられる。
第1文第4号，第9号c」が記載「第285
条第1文第4号，第9号c，第27号」に置
き換えられる。
bb）第3号の後には，次の第4号が挿入される。
「4．第26条および第27条に基づいて貸借
対照表の下に表示される偶発債務および
他の義務に関する請求リスク査定の理由」
7．第35条第1項は，以下のとおり変更される。
a）　第4号においては，記載「第15号」が記載
　「第14号」に置き換えられる。
　第1文第4号，第9号c」が記載「第285条
　第1文第4号，第9号c，第27号」に置き
　換えられる。
bb）第1文第1号のdにおいては，用語「金
　融取引から生じた」が，用語「売買用在高」
　　に置き換えられる。
cc）第3号の後には，次の第4号が挿入される。
　　「4．第26条および第27条に基づいて貸借
　　　対照表の下に表示される偶発債務および
　　　他の義務に関する請求リスク査定の理由」
10．第35条第1項は，以下のとおり変更される。
　a）第1号の後には，次の第1a号が挿入される。
　　「la．貸借対照表項目『売買用在高』（積極項
　　　　目第6a号）の派生金融商品，債権，債務
　　　　証書およびその他の固定利付証券，株式お
　　　　よびその他の非固定利付証券ならびにその
　　　　他の財産対象物への細分と貸借対照表項目
　　　　『売買用在高』（消極項目第3a号）の派生
　　　　金融商品および債務への細分」
　b）第4号においては，記載「第15号」が記載
　　「第14号」に置き換えられる。
　c）　第6号の後には，次の第6a号乃至第6c号
　　が挿入される。
　　「6a．売買用在高をなす金融商品の場合におい
　　　　ては，重要な仮定，特に保有期間，観察期
　　　　間および信頼性を含むリスク減少額算定の
　　　　方法ならびにリスク減少額の絶対額
　　　6b．分類変更の場合において，その理由，分
　　　　類変更した売買用在高をなす金融商品の金
　　　　額および分類変更による年度剰余額ないし
　　　　は何度欠損額への影響，ならびに，売買意
（???）
??????????
???
b）第7号は，次のとおり改定される。
　「7．　抵当銀行によって，補償計算が抵当証券
　　　法第28条に従った抵当取引，船舶抵当取
　　　引および地方自治体信用取引の各別に決定
　　　され，さらに，貸借対照表の積極側の項目
　　　に関しては補償のために発行される債務証
　　　書が決定される積極側」
8．第37条においては，用語「ならびに第39条第
　4項および第5項」が削除される。
9．第38条においては，用語「または第39条第4
　項または第5項」が削除される。
10．第39条第1項，第2項，第4項および第5項
　は，廃止される。
b）第7号は，次のとおり改定される。
　「7．　抵当銀行によって，補償計算が抵当証券
　　　法第28条に従った抵当取引，船舶抵当取
　　　引および地方自治体信用取引の各別に決定
　　　され，さらに，貸借対照表の積極側の項目
　　　に関しては補償のために発行される債務証
　　　書が決定される積極側」
8．第37条においては，用語「ならびに第39条第
　4項および第5項」が削除される。
9．第38条第1項第4号においては，用語「また
　は第39条第4項または第5項」が削除される。
10．第39条第1項，第2項，第4項および第5項
　は，廃止される。
　　　図の放棄による分類変更の場合においては，
　　　それを正当化する異常な事情
　　6c．当該営業年度内に，売買用在高への金融
　　　商品の組入れに関する機関内部で確定した
　　　判断基準が変更されたか，そこから年度剰
　　　余額ないしは年度欠損額に対してどのよう
　　　な影響が生じているか」
d）第7号は，次のとおり改定される。
　「7．　抵当銀行によって，補償計算が抵当証券
　　　法第28条に従った抵当取引，船舶抵当取
　　　引および地方自治体信用取引の各別に決定
　　　され，さらに，貸借対照表の積極側の項目
　　　に関しては補償のために発行される債務証
　　　書が決定される積極側」
11．第37条においては，用語「ならびに第39条第
　4項および第5項」が削除される。
12．第38条第1項第4号においては，用語「また
　は第39条第4項または第5項」が削除される。
13，第39条は，以下のとおり変更される。
　a）　第1項，第2項，第4項および第5項は，
　　廃止される。
　b）第10項においては，記載「第8b条第1項
　　第1文」が記載「第27条第1項」に，用語
　　「金融商品から生じた」が用語「売買用在高の」
　　に置き換えられる。
　c）　第10項の後には，次の第11項が付加される。
　　「（11｝2009年5月25日付の貸借対照表法現代
　　化法（連邦法律公報1，llO2頁）の条文にお
　　ける第20条，第29条第2文，第34条第2項
???
『?》????』????????
（??）
11．様式1（年度貸借対照表）は，以下のとおり変
　更される。
　a）　積極側項目2のbにおいては，用語「内，
　　ドイツ連邦銀行でリファイナンス可能な金額＿
　　ユーロ」が削除される。
IL様式1（年度貸借対照表）は，以下のとおり変
　更される。
　a）　積極項目2のbにおいては，用語「内，ド
　　イツ連邦銀行でリファイナンス可能な金額．．ユー
　　ロ」が削除される。
b）積極側項目11は，次のとおり改定される。
「11．無形財産対象物
　a）　自己創設の営業上の保護権とこれに
類する権利および諸価値　　＿
bL）　有償取得の認許，営業上の保護権と
これに類する権利および諸価値ならびに
当該権利および諸価値に対するライセン
丞
第1文第1号d，第4号，第35条第1項第la
号，第6a号乃至第6c号および第7号ならび
に様式1乃至3は，2009年12月31日より後
に開始する営業年度に関する年度決算書および
コンツェルン決算書に初回適用しなければなら
ない。2009年5月28日までに適用される条文
における様式1乃至3は，2010年1月1日よ
り前に開始する営業年度に関する年度決算書お
よびコンツェルン決算書に最終適用しなければ
ならない。その他，本命令において貸借対照表
法現代化法の条文における商法典の定めが参照
指示されている場合は，商法典施行法の第66
条および第67条に収容されている経過規則が
準用される。商法典施行法の第66条第3項第
6文が準用される。」
14．様式1（年度貸借対照表）は，以下のとおり変
　更される。
　a）　積極項目2のbにおいては，用語「内，ド
　　イツ連邦銀行でリファイナンス可能な金額．．ユー
　　ロ」が削除される。
　b）　積極項目7の前には，次の積極項目6aが挿
　　入される。
　　「6a．売買用在高　　．．．」
　c）積極側項目11は，次のとおり改定される。
　　「11，無形財産対象物
　　　　a）　自己創設の営業上の保護権とこれに
　　　　　類する権利および諸価値　　＿
　　　　b）　有償取得の認許，営業上の保護権と
　　　　　これに類する権利および諸価値ならびに
　　　　　当該権利および諸価値に対するライセン
　　　　　ス　　　　　．．．
（???）
bd??????????
??
bL）　積極側項目14乃至16は，
　される。
　「14．その他の財産対象物
　　正5．計算区分項目
　　16．積極側の潜在的租税
次のとおり改定
．．」
c）現行の積極項目16の脚注5においては，用
　語「不動産信用機関」が用語「抵当銀行」に置
　き換えられ，記載「項目16」が記載「項目15」
　に置き換えられる。
d）　消極項目12の小項目cにおいては，その細
　目cbが次のとおり改定される。
　「cb）　支配下企業または多数の資本参加を有
　　　　する企業に対する持分に関する準備金
　　　　．」
e）　脚注1，2，6，7，9および10においては，
　用語「不動産信用機関」が用語「抵当銀行」に
　置き換えられる。
9）? 営業権または暖簾
前払金 二二　．」
g）　積極項目14乃至16は，次のとおり改定され
る。
「14．その他の財産対象物
15．計算区分項目
16．積極側の潜在的租税　　．．」
d）　消極項目6．計算区分項目の後には，次の消
極項目が付加される。
「6a．消極側の潜在的租税」
g）　現行の積極項目16の脚注5においては，用
　語「不動産信用機関」が用語「抵当銀行」に置
　き換えられ，記載「項目16」が記載「項目15」
　に置き換えられる。
Ω．消極項目12の小項目cにおいては，その細
　目cbが次のとおり改定される。
　「cb）　支配下企業または多数の資本参加を有
　　　　する企業に対する持分に関する準備金
　　　　．」
g）脚注1，2，6，7，9および10においては，
　それぞれ，用語「不動産信用機関」が用語「抵
　当銀行」に置き換えられる。
　　　c）　営業権または暖簾　　　　＿
　　　d）　前払金　　　　　　　　　．．．　．．．」
d）　積極項目14乃至16は，積極項目14乃至17
　に置き換えられる。
　「正4．その他の財産対象物　　t．．
　　15．計算区分項目　　　　　＿
　　16．積極側の潜在的租税　　．．．」
　　17．財産相殺計算から生じた積極側の差額」
e）　現行の積極項目17は，積極項目18になる。
f）　消極項目3の後には，次の消極項目3aが挿
　入される。
　「3a．売買用在高　　＿」
g）　消極項目6．計算区分項目の後には，次の消
　極項目が付加される。
　「6a．消極側の潜在的租税」
h）　消極項目8は，削除される。
i）　脚注3においては，項目6aが新たな項目
　6aaとなる。
j）　現行の積極項目16の脚注5においては，用
　語「不動産信用機関」が用語「抵当銀行」に置
　き換えられ，記載「項目16」が記載「項目15」
　に置き換えられる。
k）　消極項目12の小項目cにおいては，その細
　目cbが次のとおり改定される。
　「cb）　支配下企業または多数の資本参加を有
　　　　する企業に対する持分に関する準備金
　　　　．」
1）脚注1，2，6，7，9および10においては，
　それぞれ，用語「不動産信用機関」が用語「抵
　当銀行」に，さらに脚注2および7においては，
　それぞれ，記載「第8b条第1項第1文」が記
　載「第27条第1項」に置き換えられる。
???
『??????』???。????
（???）
　（10）＿により最近改正された，1994年11月8日
付の保険企業会計（報告）命令（連邦法律公報1，
3378頁）は，以下のとおり改正される。
　（7）．．．により最近改正された，1994年11月8日
付の保険企業会計（報告）命令（連邦法律公報1，
3378頁）は，以下のとおり改正される。
15．様式2（損益計算書）は，以下のとおり変更さ
　れる。
　a）費用項目3は，次のとおり改定される。
　　「3．　売買用在高の純費用」
　b）収益項目5は，次のとおり改定される。
　　「5．　売買用在高の純収益」
　c）　脚注6および7においては，用語「金融取引
　　から生じた」が，それぞれ，用語「売買用在高
　　の」に置き換えられる。
　d）　費用項目10と収益項目9が，削除される。
16．様式3（損益計算書）は，以下のとおり変更さ
　れる。
　a）項目7は，次のとおり改定される。
　　「7．　売買用在高の純収益または純費用」
　b）　脚注6および7においては，用語「金融取
　　引から生じた」が，それぞれ，用語「売買用在
　　高の」に置き換えられる。
　c）　収益項目9と収益項目18は，削除される。
　d）項目17は，次のとおり改定される。
　　「17．損失引受けから生じた費用　　＿」
17．様式2および3（それぞれ損益計算書）におい
　ては，脚注4，5および7について，それぞれ，
　記載「第8b条第1項第1文」が，記載「第27
　条第1項」に置き換えられる。
（???）
bd??????
　（7）2007年11月23日付の法律（連邦法律公報
1，2631頁）の第6条により最近改正された，
1994年11月8日付の保険企業会計（報告）命令
（連邦法律公報1，3378頁）は，以下のとおり改正　　δ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　刈される。
L　第6条第1項は，以下のとおり変更される。
　a）第1号は，削除される。
　b）　第2号および第3号は，第1号および第2
　　号になる。
2．第51条は，以下のとおり変更される。
　a）　第1項第1文においては，用語「第285条
　　第1文第1号乃至第3号，第5号乃至第7号，
　　第9号乃至第14号ならびに第16号乃至第19
　　号」が用語「第285条第1号乃至第3a号，第
　　6号，第7号，第9号乃至第27号」に置き換
　　えられる。
　b）第4項および第5項においては，それぞれ，
　　記載「第285条」の後の記載「第1文」が削除
　　される。
3．　第55条第3項第2文においては，記載「第2
　項」が記載「第3項」に置き換えられる。
4．　第59条第1項においては，用語「第314条第
　1項第1号および第2号ならびに第4号乃至第11
　号」が，用語「第314条第1項第1号，第2号お
1．第6条第1項は，以下のとおり変更される。
　a）第1号は，削除される。
　b）　第2号および第3号は，第1号および第2
　　号になる。
2．第51条は，以下のとおり変更される。
　a）　第1項第1文においては，用語「第285条
　　第1文第1号乃至第3号，第5号乃至第7号，
　　第9号乃至第14号ならびに第16号乃至第19
　　号」が用語「第285条第1号乃至第3a号，第
　　6号，第7号，第9号乃至第28号」に置き換
　　えられる。
　b）第4項および第5項においては，それぞれ，
　　記載「第285条」の後の記載「第1文」が削除
　　される。
3．　第55条第3項第2文においては，記載「第2
　項」が記載「第3項」に置き換えられる。
4．　第59条第1項においては，用語「第314条第
　1項第1号および第2号ならびに第4号乃至第11
　号」が，用語「第314条第1項第1号，第2号お
1．第6条第1項は，以下のとおり改定される。
　「（1）項目『無形財産対象物』においては，次の　　蕊
　項目が，それぞれ，区別して表示されなければな
　らない。
　1．　自己創設の営業上の保護権およびこれに類す
　　る権利および諸価値
　2．有償取得の認許，営業上の保護権およびこれ
　　に類する権利および諸価値ならびに当該権利お
　　よび諸価値に対するライセンス
　3．　営業権および暖簾
　4．前払金」
2．第47条および第48条においては，それぞれ，
　第2文について第2号が削除される。
3．第51条は，以下のとおり変更される。
　a）　第1項第1文においては，用語「第285条
　　第1文第1号乃至第3号，第5号乃至第7号，
　　第9号乃至第14号ならびに第16号乃至第19
　　号」が用語「第285条第1号乃至第3a号，第
　　6号，第7号，第9号乃至第14号ならびに第
　　16号乃至第29号」に置き換えられる。
　b）第4項および第5項においては，それぞれ，
　　記載「第285条」の後の記載「第1文」が削除
　　される。
4，　第55条第3項第2文においては，記載「第2
　項」が記載「第3項」に置き換えられる。
5．　第59条第1項においては，用語「第314条第
　1項第1号および第2号ならびに第4号乃至第11
　号」が，用語「第314条第正項第1号，第2号お
『??????』???。????
（???）
よび第2a号ならびに第4号乃至第20号」に置
き換えられる。
旦　様式1は，以下のとおり変更される。
よび第2a号ならびに第4号乃至第19号」に置
き換えられる。
塾．2007年ll月23日付の法律（連邦法律公報1，
2631頁）第6条第3号により付加された第64条
第9号においては，両括弧記号「（9）」が両括弧記
号「（10）」に置き換えられる。
隻　様式1は，以下のとおり変更される。
　9L）積極項目Bは，次のとおり改定される。
「B．無形財産対象物
　1．自己創設の営業上の保護権とこれに類
よび第2a号ならびに第4号乃至第21号」に置
き換えられる。
6．第64条は，以下のとおり変更される。
　a）　2007年11月23日付の法律（連邦法律公報
　　1，2631頁）の第6条により付加された第9
　　項においては，両括弧記号「⑨」が，両括弧記
　　号「㈹」に置き換えられる。
　b）　第10項の後には，次の第11項が付加され
　　る。
　　「㈹2009年5月25日付の貸借対照表法現代
　　化法（連邦法律公報1，1102頁）の条文にお
　　ける第6条第1項，第47条，第48条および第
　　55条第3項，様式1乃至4ならびに範例1は，
　　2009年12月31日より後に開始する営業年度
　　に関する年度決算書およびコンツェルン決算書
　　に初回適用しなければならない。2009年5月
　　28日までに適用される条文における様式1乃
　　至4ならびに範例1は，2010年1月1日より
　　前に開始する営業年度に関する年度決算書およ
　　びコンツェルン決算書に最終適用しなければな
　　らない。その他，本命令において貸借対照表法
　　現代化法の条文における商法典の定めが参照指
　　示されている場合は，商法典施行法の第66条
　　および第67条に収容されている経過規則が準
　　用される。商法典施行法の第66条第3項第6
　　文が準用される。」
（????
??????????
7．様式1は，以下のとおり変更される。
　a）積極項目Bは，次のとおり改定される。
　　「B．無形財産対象物　　　　　　　　　　　　　δ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊤　　　　1．自己創設の営業上の保護権とこれに類
aL）　積極項目Hは，次の積極項目Hおよび1に
　置き換えられる。
「H．積極側の潜在的租税
　　1．自己資本で補填されない欠損額　　．．．」
旦消極項目A．皿．2．は，次のとおり改定される。
　「2．　支配下企業または多数の資本参加を有す
　　　る企業に対する持分に関する準備金　　．．，」
する権利および諸価値
H．有償取得の認許，営業上の保護権とこ
れに類する権利および諸価値ならびに当
該権利および諸価値に対するライセンス
皿．営業権または暖簾
IV．前払金
b）　積極項目Hは，
　置き換えられる。
二ニ　…」
次の積極項目Hおよび1に
「H．積極側の潜在的租税
　　1．自己資本で補填されない欠損額　　＿」
g）消極項目A．皿．2．は，次のとおり改定される。
　「2．支配下企業または過半数の資本参加を有
　　　する企業に対する持分に関する準備金
　　　．．」
g）消極項目「K．計算区分項目」は，次の項目
に置き換えられる。
「K．計算区分項目
L．消極側の潜在的租税 」
　　　　する権利および諸価値　　　．．，
　　　ll．有償取得の認許，営業上の保護権とこ
　　　　れに類する権利および諸価値ならびに当
　　　　該権利および諸価値に対するライセンス
　　　皿．営業権または暖簾
　　　IV．前払金　　　　　　　　　．．．＿」
b）　積極項目F．皿．自己持分は，削除される。
　積極項目F．IV．その他の財産対象物は，積極項
　目F．皿．となる。
c）　積極項目Hは，次の積極項目H乃至Jに置
　き換えられる。
「H．積極側の潜在的租税
1．財産相殺計算から生じた積極側の差額
　　」．自己資本で補填されない欠損額　　．．．」
d）消極項目A．皿．2．は，次のとおり改定される。
　「2．　支配下企業または過半数の資本参加を有
　　　する企業に対する持分に関する準備金
　　　．」
e）　積極項目D．は，削除される。
f）　消極項目「K．計算区分項目」は，次の項目
　に置き換えられる。
　「K．計算区分項目　　　　　　　．．．
　　L．消極側の潜在的租税　　　　．．．」
8．　様式2は，以下のとおり変更される。
　a）収益項目H．Lのeは，次のとおり改定され
　　る。
　　「e）　利益共同，利益移転契約および部分利益
　　　　移転契約　　　　．．．　．．．」
??
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　b）　収益項目皿．1．のfは，削除される。
　c）費用項目H．2．のdは，次のとおり改定され
　　る。
　　「d）　損失引受けから生じた費用　．．．　＿
　　　　．．．」
　d）費用項目H．2．のeは，削除される。
9．様式3は，以下のとおり変更される。
　a）　収益項目1．3．のeは，次のとおり改定され
　　る。
　　「e）　利益共同，利益移転契約および部分利益
　　　　移転契約　　　　．．．　．．．」
　b）収益項目1．3．のfは，削除される。
　c）　費用項目1．10．のdは，次のとおり改定さ
　　れる。
　　「d）　損失引受けから生じた費用　　．．．　．．．」
　d）費用項目1．10．のeは，削除される。
10．様式4は，次のとおり変更される。
　a）収益項目H．3．のeは，次のとおり改定され
　　る。
　　「e）　利益共同，利益移転契約および部分利
　　　　益移転契約　　　　．．．　＿」
　b）　収益項目E．3．のfは，削除される。
　c）　費用項目皿．10．のdは，次のとおり改定さ
　　れる。
　　「d）　損失引受けから生じた費用　　．．．　＿」
　d）費用項目H．10．のeは，削除される。
　e）収益項目H．2．のeは，次のとおり改定され
　　る。
　　「e）　利益共同，利益移転契約および部分利
　　　　益移転契約　　　　．．．　．．．」
（??）
じd?????????
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隻　範例1は，以下のとおり変更される。
　a）　積極項目B．無形財産対象物においては，第
　　1号が削除される。
b）　第2号，第3号および第4号は，第1号，
　第2号および第3号になる。
　ap　＿により最近改正された，2003年2月25日
付のペンション・ファンド会計（報告）命令（連邦
法律公報1，246頁）は，以下のとおり改正される。
1．第34条は，以下のとおり変更される。
L　範例1は，以下のとおり変更される。
　a）　積極項目B．無形財産対象物においては，第
　　1号が削除される。
b）　第2号，第3号および第4号は，第1号，
　第2号および第3号になる。
　（8）＿により改正された，2003年2月25日付の
ペンション・ファンド会計（報告）命令（連邦法律
公報1，246頁）は，以下のとおり改正される。
1．第34条は，以下のとおり変更される。
f）　収益項目皿．2．のfは，削除される。
g）　費用項目皿．3．のdは，次のとおり改定され　　i§
　る。
　「d）　損失引受けから生じた費用　　．．．　．．．
　　　．．。」
h）費用項目皿．3．のeは，削除される。
11．範例1は，以下のとおり変更される。
　a）　項目B．無形財産対象物は，次のとおり改定
　　される。
　　「B．無形財産対象物
　　　　1．　自己創設の営業上の保護権およびこれ
　　　　　に類する権利および諸価値
　　　　2．　有償取得の認許，営業上の保護権およ
　　　　　びこれに類する権利および諸価値ならび
　　　　　に当該権利および諸価値に対するライセ
　　　　　ンス
　　　　3．　営業権および暖簾
　　　　4．前払金」
　b）第B．4．号は，第B．5．号となる。
　（8）2004年12月4日付の法律（連邦法律公報1，
3166頁）の第8条第11項第3号により改正された，
2003年2月25日付のペンション・ファンド会計
（報告）命令（連邦法律公報1，246頁）は，以下
のとおり改正される。
1．第31条および第32条においては，第2文につ
　いて，それぞれ，第2号が削除される。
2．第34条は，以下のとおり変更される。
『??????』???。????
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a）　第1項第1文においては，用語「第285条
　第1号乃至第3号，第5号乃至第7号，第9号
　乃至第14号ならびに第16号乃至第19号」が
　用語「第285条第1号乃至第3a号，第6号，
　第7号，第9号乃至第14号ならびに第16号乃
　至第27号」に置き換えられる。
b）第4項および第5項においては，それぞれ，
　記載「第1文」は削除される。
2．様式1は，以下のとおり変更される。
a）　第1項第1文においては，用語「第285条
　第1号乃至第3号，第5号乃至第7号，第9号
　乃至第14号ならびに第16号乃至第19号」が
　用語「第285条第1号乃至第3a号，第6号，
　第7号，第9号乃至第14号ならびに第16号乃
　至第28号」に置き換えられる。
b）第4項および第5項においては，それぞれ，
　記載「第1文」は削除される。
2．様式1は，以下のとおり変更される。
　AL）積極項目Bは，次のとおり改定される。
a）　第1項第1文においては，用語「第285条
　第1号乃至第3号，第5号乃至第7号，第9号
　乃至第14号ならびに第16号乃至第19号」が
　用語「第285条第1号乃至第3a号，第6号，
　第7号，第9号乃至第14号ならびに第16号乃
　至第29号」に置き換えられる。
b）　第4項および第5項においては，それぞれ，
　記載「第1文」は削除される。
c）第6項は，次のとおり改定される。
　「（6）附属説明書においては，年金保証協会分
　担金のための費用が記載されなければならない。」
3．第41条には，次の第3項が付加される。
　「（3）2009年5月25日付の貸借対照表法現代化
　法（連邦法律公報1，1102頁）の条文における
　第31条，第32条および第34条第6項，様式1
　および2ならびに範例1は，2009年12月31日
　より後に開始する営業年度に関する年度決算書お
　よびコンツェルン決算書に初回適用しなければな
　らない。2009年5月28日までに適用される条文
　における様式1および2ならびに範例1は，2010
　年1月1日より前に開始する営業年度に関する年
　度決算書およびコンツェルン決算書に最終適用し
　なければならない。その他，本命令において貸借
　対照表法現代化法の条文における商法典の定めが
　参照指示されている場合は，商法典施行法の第
　66条および第67条に収容されている経過規則が
　準用される。商法典施行法の第66条第3項第6
　文が準用される。」
4．様式1は，以下のとおり変更される。
　a）積極項目Bは，次のとおり改定される。
（??）
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a）　積極項目Hは，次の積極側項目Hおよび1
　に置き換えられる。
　「H．積極側の潜在的租税　　．．．
　　1．自己資本で補鎭されない欠損額　　＿」
L）消極項目A．皿．2．は，次のとおり改定される。
　「2．支配下企業または多数の資本参加を有す
　　　る企業に対する持分に関する準備金　　。．．」
「B．無形財産対象物
1．自己創設の営業上の保護権とこれに類
する権利および諸価値
ll．有償取得の認許，営業上の保護権とこ
れに類する権利および諸価値ならびに当
該権利および諸価値に対するライセンス
皿．営業権または暖簾
IV，前払金 ．．」
bL）　積極項目Hは，次の積極側項目Hおよび1
　に置き換えられる。
　「H．積極側の潜在的租税　　＿
　　1．自己資本で補填されない欠損額　　　．．」
g）消極項目A．皿．2．は，次のとおり改定される。
　「2．　支配下企業または多数の資本参加を有す
　　　る企業に対する持分に関する準備金　　＿」
壁　消極項目K．計算区分項目の後には，次の項
目が挿入される。
「L．消極側の潜在的租税 ．．」
　「B．無形財産対象物
　　　1．自己創設の営業上の保護権とこれに類
　　　　する権利および諸価値　　　．．．
　　　ll．有償取得の認許，営業上の保護権とこ
　　　　れに類する権利および諸価値ならびに当
　　　　該権利および諸価値に対するライセンス
　　　皿．営業権または暖簾
　　　IV．前払金　　　　　　　　　＿　．．．」
b）積極項目F．皿．自己持分は，削除される。積
　極項目F．IV．その他の財産対象物は，積極項目
　F．皿．となる。
c）　積極項目Hは，次の積極側項目H乃至Jに
　置き換えられる。
　「H．積極側の潜在的租税　　，．．
　　1．財産相殺計算から生じた積極側の差額
　　J．自己資本で補填されない欠損額　　．．．」
d）消極項目A．皿．2．は，次のとおり改定される。
　「2．　支配下企業または多数の資本参加を有す
　　　る企業に対する持分に関する準備金　　．．．」
e）　消極項目D．は，削除される。
f）　消極項目K．計算区分項目の後には，次の項
　目が挿入される。
　「L．消極側の潜在的租税　　　　＿」
5．様式2は，以下のとおり変更される。
　a）収益項目1．3．のeは，次のとおり改定され
　　る。
　　「e）　利益共同，利益移転契約および部分利
　　　　益移転契約　　．．．　＿」
　b）　収益項目1．3．のfは，削除される。
??
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　q2）．．，により最近改正された，2002年10月1日
付の公告の条文における租税通則法（連邦法律公報
1，3866頁，2003年1，61頁）の第141条第1項
第2文においては，記載「乃至第242条第1項」が
記載「第241条，第242条第1項」に置き換えられ
る。
璽　＿により最近改正された，1998年9月9日
付の公告の条文における信用制度法（連邦法律公報
1，2776頁）第26条第4項は，廃止される。
璽　＿により最近改正された，2003年12月15
　（9）．．．により最近改正された，2002年10月1日
付の公告の条文における租税通則法（連邦法律公報
1，3866頁，2003年1，61頁）の第141条第1項
第2文においては，記載「乃至第242条第1項」が
記載「第241条，第242条第1項」に置き換えられ
る。
璽　＿により最近改正された，2003年12月15
c）　費用項目1．10．のdは，次のとおり改定さ
　れる。
　「d）　損失引受けから生じた費用　．．．　．．．」
d）費用項目1．10．のeは，削除される。
6．範例1は，以下のとおり変更される。
　a）項目B．無形財産対象物は，次のとおり改定
　　される。
　　「B．無形財産対象物
　　　　1．　自己創設の営業上の保護権およびこれ
　　　　　に類する権利および諸価値
　　　　2．　有償取得の認許，営業上の保護権およ
　　　　　びこれに類する権利および諸価値ならび
　　　　　に当該権利および諸価値に対するライセ
　　　　　ンス
　　　　3．　営業権および暖簾
　　　　4．　前払金」
　b）第B．4．号は，第B．5．号となる。
　（9）2009年4月20日付の法律（連邦法律公報1，
774頁）の第3条により最近改正された，2002年
10月1日付の公告の条文における租税通則法（連
邦法律公報1，3866頁，2003年1，61頁）の第
141条第1項第2文においては，記載「乃至第242
条第1項」が記載「第241条，第242条第1項」に
置き換えられる。
ao）2009年3月12日付の法律（連邦法律公報1，
（??）
uu?????????
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日付の投資法（連邦法律公報1，2676頁）は，以
下のとおり改正される。
1．第44条第5項第3文は，次のとおり改定され
　る。
　「商法典第318条第3項乃至第8項ならびに第
　319条，第319b条および第323条が，準用され
　る。」
2．　第110条第6項においては，記載「第2文」が
　記載「第3文」に置き換えられる。
　［ここに関係づけられた投資法第44条第5項第3
　文および第110条第1項は，いまだ発効していな
　いが，2007年第4四半期には発効するものと見
　込まれる。］
日付の投資法（連邦法律公報1，2676頁）は，以
下のとおり改正される。
L　第44条第5項第3文は，次のとおり改定され
　る。
　「商法典第318条第3項乃至第8項ならびに第
　319条，第319b条および第323条が，準用され
　る。」
2．第110条第6項においては，記載「第2文」が
　記載「第3文」に置き換えられる。
3．　第110a条第5項第1文においては，用語「年
　度決算書および状況報告書の記述」が用語「決算
　監査人の監査報告書の記述」に置き換えられる。
470頁）の第4条により最近改正された，2003年
12月15日付の投資法（連邦法律公報1，2676頁）　　ま
は，以下のとおり改正される。
1．　第19f条第3項第1文においては，用語「に
　関する詳細な定め」の後に用語「監査の時点」が
　挿入される。
2．　第44条第5項第3文は，次のとおり改定され
　る。
　「商法典第318条第3項乃至第8項ならびに第
　319条，第319b条および第323条が，準用され
　る。」
3．第110条第6項においては，記載「第2文」が
　記載「第3文」に置き換えられる。
4．　第110a条第5項第1文においては，用語「年
　度決算書および状況報告書の記述」が用語「決算
　監査人の監査報告書の記述」に置き換えられる。
　（11｝2007年12月21日付の法律（連邦法律公報
1，3089頁）の第2a条により改正された，2006
年12月14日付のソルベンシー命令（連邦法律公報
1，2926頁）は，以下のとおり変更される。
1．第271条第1項第6号においては，用語「金融
　取引から生じた」が用語「売買用在高の」に置き
　換えられる。
『??????』???。?????
（??）
　as）＿により最近改正された，1992年12月17
日付の公告の条文における保険監督法（連邦法律公
報1993年1，2頁）は，以下のとおり改正される。
1．　第38条第1項第2文は，次のとおり改定され
　る。
　「第53c条第3a項は，妨げられない。」
2．　第53c条第3項第3文においては，第1号お
　よび第2号が用語「積極側計上された営業権また
　は暖簾（商法典第246条第1項第2文）」に置き
　換えられる。
凱第55条第4項は，廃止される。
　a6）＿により最近改正された，2006年3月29日
付の保険業報告命令（連邦法律公報1，622頁）の
付録2第A章第1号においては，その第1号で第2
文が，第6号では第3文および第4文が削除される。
　（11）．．．により最近改正された，1992年12月17
日付の公告の条文における保険監督法（連邦法律公
報1993年1，2頁）は，以下のとおり改正される。
L　第38条第1項第2文は，次のとおり改定され
　る。
　「第53c条第3a項は，妨げられない。」
2．第53c条第3項第3文においては，第1号およ
　び第2号が用語「積極側計上された営業権または
　暖簾（商法典第246条第1項第4文）」に置き換
　えられる。
　（12｝．．．により最近改正された，2006年3月29日
付の保険業報告命令（連邦法律公報1，622頁）の
付録2第A章第1号においては，その第1号で第2
文が，第6号では第3文および第4文が削除される。
2．第339条には，次の第21項が付加される。
　「（21）2009年5月25日付の貸借対照表法現代化
　法（連邦法律公報1，1102頁）の条文における
　第271条第1項第6号は，2009年12月31日よ
　り後に開始する営業年度に関する年度決算書に初
　回適用しなければならない。」
　（12）2009年3月20日付の法律（連邦法律公報1，
607頁）の第5条により最近改正された，1992年
12月17日付の公告の条文における保険監督法（連
邦法律公報1993年1，2頁）は，以下のとおり改
正される。
1．　第38条第1項第2文は，次のとおり改定され
　る。
　「第53c条第3a項は，妨げられない。」
2．　第53c条第3項第3文においては，第1号お
　よび第2号が用語「積極側計上された営業権また
　は暖簾（商法典第246条第1項第4文）」に置き
　換えられる。
　（13）2006年3月29日付の保険業報告命令（連邦
法律公報1，622頁）の付録2第A章は，以下の
とおり変更される。
（???）
しu?????????
1．第1号（様式100に関する注解）においては，
　その第1号について第2文が，第6号について第　　ミ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　N　3文および第4文が削除される。
　qT　．．．により最近改正された，2005年10月25
日付のペンション・ファンド報告命令（連邦法律公
報1，3048頁）の付録2第A章第1号においては，
その第1号で第2文が，第2号では第3文および第
4文が削除される。
　as）2001年12月20日付のペンション・ファン
ド資本準備命令（連邦法律公報1，4180頁）第3
条第1項第3文においては，第1号および第2号が
用語「積極側計上された営業権または暖簾（商法典
第246条第1項第2文）」）に置き換えられる。
　⑲　．．．により最近改正された，連邦法律公報皿，
分類番号801－3で公表された修正条文における鉱業
および製鉄鋼業の企業の監査役会および取締役会に
おける被用者の共同決定に関する法律の補充のため
の法律の第1章第4条第1項第2文においては，記
載「第319a条第1項」の後に記載「および第319b
条」が挿入される。
　⑳　＿により最近改正された，1995年ll月22
日付の看護帳簿記帳命令（連邦法律公報1993年1，
1528頁）は，以下のとおり改正される。
　㈹　．．．により最近改正された，2005年10月25
日付のペンション・ファンド報告命令（連邦法律公
報1，3048頁）の付録2第A章第1号においては，
その第1号で第2文が，第2号では第3文および第
4文が削除される。
塑　＿により最近改正された，2001年12月20
日付のペンション・ファンド資本準備命令（連邦法
律公報1，4180頁）第3条第1項第3文において
は，第1号および第2号が用語「積極側計上された
営業権または暖簾（商法典第246条第1項第2文）」）
に置き換えられる。
　（15）．．．により最近改正された，連邦法律公報皿，
分類番号801－3で公表された修正条文における鉱業
および製鉄鋼業の企業の監査役会および取締役会に
おける被用者の共同決定に関する法律の補充のため
の法律の第1章第4条第1項第2文においては，記
載「第319a条第1項」の後に記載「および第319b
条」が挿入される。
　㈹　．．．により最近改正された，1995年11月22
日付の看護帳簿記帳命令（連邦法律公報1993年1，
1528頁）は，以下のとおり改正される。
2．第2号（様式200に関する注解）においては，
　第16号cについて，用語「営業経営の開業およ　i勇
　び拡張のための積極側計上された費用」が削除さ
　れる。
　（14）2005年10月25日付のペンション・ファン
ド報告命令（連邦法律公報1，3048頁）の付録2
第A章第1号においては，その第1号で第2文が，
第2号では第3文および第4文が削除される。
　（15）2007年5月28日付の法律（連邦法律公報1，
923頁）の第5条により最近改正された，2001年
12月20日付のペンション・ファンド資本準備命令
（連邦法律公報1，4180頁）の第3条第1項第3文
においては，第1号および第2号が用語「積極側計
上された営業権または暖簾（商法典第246条第1項
第2文）」）に置き換えられる。
　（16）2008年12月17日付の法律（連邦法律公報
1，2586頁）の第100条により最近改正された，
連邦法律公報皿，分類番号801－3で公表された修正
条文における鉱業および製鉄鋼業の企業の監査役会
および取締役会における被用者の共同決定に関する
法律の補充のための法律の第1章第4条第1項第2
文においては，記載「第319a条第1項」の後に記
載「および第319b条」が挿入される。
　（17）2001年10月23日付の法律（連邦法律公報
1，2702頁）の第32条により最近改正された，
1995年11月22日付の看護帳簿記帳命令（連邦法
律公報1993年1，1528頁）は，以下のとおり改正
『??????』???。????
（???）
1，第4条は，以下のとおり変更される。
9L）　第1項第3文においては，記載「第256条」
が記載「第256a条」に置き換えられ，記載
「第279条」が削除される。
里次の第4項が，付加される。
「（4）看護施設が年度決算書を商法典第264e
条第1文に従って作成するときは，第4条第1
項乃至第3項および第5条および第8条が適用
される必要はない。」
2．第11条には，次の第7項が付加される。
　「（7）商法典の第279条は，2009年1月1日よ
　り前に開始する営業年度に関して作成されなけれ
　ばならない年度決算書に最終適用しなければなら
　ない。第4条第4項および商法典第256a条は，
2008年12月31日より後に開始する営業年度に
関して作成されなければならない年度決算書に初
回適用しなければならない。」
1．　第4条第1項第3文においては，記載「第256
条」が記載「第256a条」に置き換えられ，記載
「第279条」が削除される。
2．第11条には，次の第7項が付加される。
　「（7）商法典の第279条は，2009年1月1日よ
　り前に開始する営業年度に関して作成されなけれ
　ばならない年度決算書に最終適用しなければなら
　ない。商法典の第256a条は，2008年12月31日
　より後に開始する営業年度に関して作成されなけ
　ればならない年度決算書に初回適用しなければな
　らない。」
される。
L　第4条第1項第3文においては，記載「第256
　条」が記載「第256a条」に置き換えられ，記載
　「第279条」が削除される。
2．第11条には，次の第7項が付加される。
　「（7）商法典の第279条は，2010年1月1日よ
　り前に開始する営業年度に関して作成されなけれ
　ばならない年度決算書に最終適用しなければなら
　ない。2009年5月25日付の貸借対照表法現代化
　法（連邦法律公報LllO2頁）の条文における
　付録1および4は，2009年12月31日より後に
　開始する営業年度に関して作成されなければなら
　ない年度決算書に初回適用しなければならない。
　2009年5月28日までに適用される条文における
　付録1および4は，2010年1月1日より前に開
　始する営業年度に関して作成されなければならな
　い年度決算書に最終適用しなければならない。そ
　の他，本命令において，2009年5月25日付の貸
　借対照表法現代化法（連邦法律公報1，llO2頁）
　の条文における商法典の定めが参照指示されてい
　る場合は，商法典施行法の第66条および第67条
　に収容されている経過規則が準用される。商法典
　施行法の第66条第3項第6文が準用される。」
（??）
bJ?????????
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3．　付録1においては，積極項目Fは，次の積極
項目FおよびGに置き換えられる。
「F．積極側の潜在的租税（KUGr．164）
G．自己資本で補填されない欠損額 ．．．」
3．付録1は，以下のとおり変更される。
aL）積極側は，以下のとおり変更される。
aa）項目1が，次のとおり改定される。
「L　無形財産対象物
　L　自己創設の営業上の保護権とこれに
類する権利および諸価値（KUGr，
　0800）　　＿
隻　有償取得の認許，営業上の保護権と
これに類する権利および諸価値ならび
に当該権利および諸価値に対するライ
センス（KUGr．0801）
旦．営業権または暖簾（KUGr．0802）
生　前払金（KUGr．0803）　　．．　．．」
bb）項目Fが，次の項目FおよびGに置き換
えられる。
「F．積極側の潜在的租税　　．．
G．自己資本で補填されない欠損額　　．」
旦消極側においては，項目F．計算区分項目の
後に，次の項目が付加される。
「G．消極側の潜在的租税（KGr．39）　．．．」
4．付録4は，以下のとおり変更される。
9L）勘定クラス0においては，勘定グループ080
が，以下のとおり改定される。
「080　無形財産対象物
0800　自己創設の営業上の保護権とこれに類
する権利および諸価値
0801有償取得の認許，営業上の保護権とこ
れに類する権利および諸価値ならびに当
3．付録1は，以下のとおり変更される。
　a）積極側は，以下のとおり変更される。
　aa）項目1が，次のとおり改定される。
　　　「L　無形財産対象物
　　　　　1．　自己創設の営業上の保護権とこれに
　　　　　　類する権利および諸価値（KUGr．
　　　　　　0800）　　＿
　　　　　2．　有償取得の認許，営業上の保護権と
　　　　　　これに類する権利および諸価値ならび
　　　　　　に当該権利および諸価値に対するライ
　　　　　　センス（KUGr．0801）　＿
　　　　　3．営業権または暖簾（KUGr．0802）
　　　　　4．前払金（KUGr．　0803）　．．．　．．」
　bb）項目Fが，次の項目F乃至Hに置き換え
　　　られる。
　　　「F．積極側の潜在的租税　　．．．
　　　　G．財産相殺計算から生じた積極側の差額
　　　H．自己資本で補填されない欠損額　　．．．」
b）　消極側においては，項目F．計算区分項目の
　後に，次の項目が付加される。
　「G．消極側の潜在的租税（KGr．39）　＿」
4．付録4は，以下のとおり変更される。
　a）勘定クラス0においては，勘定グループ080
　　が，以下のとおり改定される。
　　「080　無形財産対象物
　　　0800　自己創設の営業上の保護権とこれに類
　　　　　する権利および諸価値
　　　0801　有償取得の認許，営業上の保護権とこ
　　　　　れに類する権利および諸価値ならびに当
????
『??????』????????
（??。??
　⑳　．．．により最近改正された，1998年6月3日
付の公告の条文における監査報告書命令（連邦法律
公報1，1209頁）第21条においては，記載「第
285条」の後の記載「第1文」が削除される。
該権利および諸価値に対するライセンス
0802　営業権または暖簾
　　0803　前払金」
L）勘定クラス1においては，勘定グループ18
計算区分項目の後に，次の勘定グループが挿入
される。
「19．積極側の潜在的租税」
g）現行の勘定グループ19は，勘定グループ20
になる。
d）　勘定クラス3においては，勘定グループ39
が次のとおり改定される。
「39．消極側の潜在的租税」
　（17）．．．により改正された，1998年6月3日付の
公告の条文における監査報告書命令（連邦法律公報
1，1209頁）第21条においては，記載「第285条」
の後の記載「第1文」が削除される。
gs）　．により最近改正された，＿日付の公告の
条文における協同組合登記命令第16条第2項は，
次のとおり改定される。
「（2）決議書（法律第16条第5項第1文）ならび
に取締役会の説明書を含む新たな完全な定款文言
（法律第16条第5項第2文）の謄本は，書類綴りに
綴じられていなければならない」
　　　　該権利および諸価値に対するライセンス
　　0802　営業権または暖簾
　　0803　前払金」
b）勘定クラス1においては，現行の勘定グルー
　プ19が次のとおり改定される。
　「19．積極側の潜在的租税，財産相殺計算から
　　　生じた積極側の差額，貸借対照表損失」
C）勘定グループ19の後には，次の勘定グルー
　プ191および193が挿入される。
　「191　積極側の潜在的租税
　　192　財産相殺計算から生じた積極側の差額
　　193　貸借対照表損失」
d）勘定クラス3においては，勘定グループ39
　が次のとおり改定される。
　「39．消極側の潜在的租税」
　（18）2004年12月4日付の法律（連邦法律公報1，
3166頁）の第8条第16項により改正された，1998
年6月3日付の公告の条文における監査報告書命令
（連邦法律公報1，1209頁）第21条においては，
記載「第285条」の後の記載「第1文」が削除され
る。
　（19）2008年12月17日付の法律（連邦法律公報
1，2586頁）の第40条第1項により改正された，
2006年10月16日付の公告（連邦法律公報1，
2268頁）の条文における協同組合登記命令第16条
第2項は，次のとおり改定される。
「（2）決議書（法律第16条第5項第1文）ならび
に取締役会の説明書を含む新たな完全な定款文言
（法律第16条第5項第2文）の謄本は，書類綴りに
綴じられていなければならない」
（??。?）
bJ??????????
????
gg）　．．により最近改正された，＿日付の保険契
約法第153条第2項第1文には，次の文章が付加さ
れる。
「商法典第268条第8項にいう収益は，考慮されな
匹」
塑　　．により最近改正された，2005年7月15日
付の公告の条文における反競争制限法は，以下のと
おり改定される。
L　第38条第4項第1文においては，用語「およ
び住宅貯蓄組合」が用語「住宅貯蓄組合ならびに
投資法第2条第6項にいう投資会社の場合に」，
また用語「1992年2月10日付の信用機関の会計
（報告）に関する命令（連邦法律公報1，203頁）」
が用語「当該の現行条文における信用機関会計
（報告）命令」に置き換えられる。
生　第39条第3項第2文第3号においては，用語
「および住宅貯蓄組合」が用語「住宅貯蓄組合な
らびに投資法第2条第6項にいう投資会社の場合
に」に置き換えられる。
　⑳　2008年5月28日付の法律（連邦法律公報L
874頁）の第9条により改正された，2007年ll月
23日付の保険契約法第153条第2項第1文には，
次の文章が付加される。
「商法典第268条第8項にいう金額は，考慮されな
い。」
　⑳　2009年4月20日付の法律（連邦法律公報1，
790頁）の第1条により最近改正された，2005年7
月15日付の公告の条文における反競争制限法は，
以下のとおり改定される。
1．　第38条第4項第1文においては，用語「およ
　び住宅貯蓄組合」が用語「住宅貯蓄組合ならびに
　投資法第2条第6項にいう投資会社の場合に」，
　また用語「1992年2月10日付の信用機関の会計
　（報告）に関する命令（連邦法律公報1，203頁）」
　が用語「当該の現行条文における信用機関会計
　（報告）命令」に置き換えられる。
2．　第39条第3項第2文第3号においては，用語
　「および住宅貯蓄組合」が用語「住宅貯蓄組合な
　らびに投資法第2条第6項にいう投資会社の場合
　に」に置き換えられる。
第14条非訟事件手続法改革法の改正
　（1）2008年12月17日付の家事と任意裁判権の
要件とにおける手続に関する法律（連邦法律公報1，
2586頁，2587頁）の第376条第2項は，2008年12
月17日付の法律（連邦法律公報1，2586頁）の第
112条第1項から乖離して，2009年5月29日より
????
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第12条　施行
本法律は，公布の翌日に施行される。
第12条　施行
本法律は，公布の翌日に施行される。
施行される。
　〔2）2009年4月3日付の法律（連邦法律公報1，
700頁）の第22条により最近改正された，2008年
12月17日付の非訟事件手続法改革法の第69条第5
号cは，以下のように変更される。
1．　bbにおいては，記載「第3文」が記載「第5
　文」に置き換えられる。
2．ccにおいては，記載「第4文」が記載「第6
　文」に置き換えられる。
第15条　施行
本法律は，公布の翌日に施行される。
（??。?。）
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